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(57)【要約】
　環境監視デバイス内のセンサ機構は、前記環境監視デ
バイスを含む外部環境内の環境状態を表わすセンサデー
タを供給する。次に、前記環境監視デバイス内の制御機
構は、前記センサデータに基づいて、前記環境状態及び
／又は前記外部環境に関連するアラートを決定する。ま
た、前記環境監視デバイス内のインターフェース回路は
、前記アラートに基づいて、サービス提案をエンティテ
ィ（前記環境監視デバイスのユーザ若しくは所有者、借
家人、資産所有者及び／又は資産管理者のような）の電
子デバイスに対して提供し、前記サービス提案は、前記
環境状態に関連する情報を含む。次に、前記環境監視デ
バイスは、前記インターフェース回路を介して、前記サ
ービス提案に対する応答を前記電子デバイスから受信し
、前記応答によりサービスが前記環境状態に基づいて許
可される。前記応答に基づいて、前記環境監視デバイス
は前記サービスを実施する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　環境監視デバイスであって、
　前記環境監視デバイスを含む外部環境に関するセンサデータを供給するように構成され
るセンサ機構であって、前記センサデータが、前記外部環境内の環境状態を表わす、前記
センサ機構と、
　１つ以上の電子デバイスと通信するように構成されるインターフェース回路であって、
前記１つ以上の電子デバイスが、前記外部環境に関連するエンティティの電子デバイスを
含む、前記インターフェース回路と、
　前記センサ機構及び前記インターフェース回路に結合される制御機構と、を備え、前記
制御機構は、
　　前記センサデータに基づいて、前記環境状態と前記外部環境とのうち一方に関連する
アラートを決定し、
　　前記インターフェース回路を介して、サービス提案を前記電子デバイスに対して前記
アラートに基づいて提供し、前記サービス提案が、前記環境状態に関連する情報を含み、
　　前記インターフェース回路を介して、前記サービス提案に対する応答を前記電子デバ
イスから受信し、前記応答によりサービスが前記環境状態に基づいて許可され、
　　前記サービスを実施するように構成される、環境監視デバイス。
【請求項２】
　前記サービスは、前記アラートを提示する、請求項１に記載の環境監視デバイス。
【請求項３】
　前記サービス時、前記制御機構は、前記外部環境内のレギュレータデバイスに指示を与
えて前記環境状態を改修するように構成され、
　前記レギュレータデバイスは、前記エンティティとは異なる第２エンティティおよび前
記環境監視デバイスのプロバイダに関連付けられ、
　前記指示は、前記第２エンティティに関する補償を含む、請求項１に記載の環境監視デ
バイス。
【請求項４】
　前記補償は、前記環境状態をアラートごとに改修することと、前記環境状態を少なくと
も所定期間中に改修することとのうち一方に関連する補償である、請求項３に記載の環境
監視デバイス。
【請求項５】
　前記サービスは、アラートごとに提供される、請求項１に記載の環境監視デバイス。
【請求項６】
　前記サービスは、時間の関数として前記環境状態に基づいて選択的に提供される、請求
項１に記載の環境監視デバイス。
【請求項７】
　前記外部環境内の前記サービスの空間範囲は、時間の関数として前記環境状態に基づい
て変化する、請求項１に記載の環境監視デバイス。
【請求項８】
　前記サービスを実施する際に、ソフトウェアを前記環境監視デバイスにダウンロードし
、前記ソフトウェアが前記環境監視デバイスにより実行されると、前記ソフトウェアによ
り前記サービスが実施されることと、前記環境監視デバイス内のソフトウェアモジュール
を有効化し、前記ソフトウェアモジュールが前記環境監視デバイスにより実行されると、
前記ソフトウェアモジュールにより前記サービスが実施されることとのうち一方が行なわ
れる、請求項１に記載の環境監視デバイス。
【請求項９】
　前記サービスは、前記外部環境内の物品、前記外部環境の一部、及び前記外部環境、の
うち１つに対する保険を含む、請求項１に記載の環境監視デバイス。
【請求項１０】
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　前記サービスを実施する際に、
　前記センサデータを、前記エンティティとは異なる第２エンティティの別の電子デバイ
スに送信し、
　前記センサデータに基づく補償を、前記電子デバイスと、前記エンティティに関連する
金融口座を管理する口座管理コンピュータシステムとのうち一方に対して行なう、請求項
１に記載の環境監視デバイス。
【請求項１１】
　前記制御機構は、更に別のセンサデータを他の環境内の他の環境センサから受信するよ
うに構成され、
　前記決定は、前記更に別のセンサデータに基づいて行なわれる、請求項１に記載の環境
監視デバイス。
【請求項１２】
　前記制御機構は、
　プロセッサと、
　前記プロセッサに結合されるメモリと、を含み、前記メモリは、前記プロセッサにより
実行されるように構成されるプログラムモジュールを格納し、前記プログラムモジュール
は、前記制御機構により実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する
命令を含む、請求項１に記載の環境監視デバイス。
【請求項１３】
　環境監視デバイスに関連して使用されるコンピュータプログラム製品であって、前記コ
ンピュータプログラム製品は、非一時的なコンピュータ可読記憶媒体と、サービスを実施
するために前記非一時的なコンピュータ可読記憶媒体に埋め込まれるコンピュータプログ
ラム機構と、を備え、前記コンピュータプログラム機構は、
　前記環境監視デバイス内のセンサ機構により供給され、かつ外部環境内の環境状態を表
わすセンサデータに基づいて、前記環境状態と前記外部環境とのうち一方に関連するアラ
ートを決定する命令と、
　前記環境監視デバイス内のインターフェース回路を介して、サービス提案を前記アラー
トに基づいて、前記外部環境に関連するエンティティの電子デバイスに対して提供する命
令であって、前記サービス提案が前記環境状態に関連する情報を含む、前記提供する命令
と、
　前記インターフェース回路を介して、前記サービス提案に対する応答を前記電子デバイ
スから受信する命令であって、前記応答によりサービスが前記環境状態に基づいて許可さ
れる、前記受信する命令と、
　前記サービスを実施する命令と、を含む、コンピュータプログラム製品。
【請求項１４】
　前記コンピュータプログラム機構は、前記サービス時に、指示を前記外部環境内のレギ
ュレータデバイスに与えて前記環境状態を改修する命令を含み、
　前記レギュレータデバイスは、前記エンティティとは異なる第２エンティティおよび前
記環境監視デバイスのプロバイダに関連付けられ、
　前記指示は、前記第２エンティティに関する補償を含む、請求項１３に記載のコンピュ
ータプログラム製品。
【請求項１５】
　前記補償は、前記環境状態をアラートごとに改修することと、前記環境状態を少なくと
も所定期間中に改修することとのうち一方を行なうための補償である、請求項１４に記載
のコンピュータプログラム製品。
【請求項１６】
　前記サービスでは、前記アラートを提示する、請求項１３に記載のコンピュータプログ
ラム製品。
【請求項１７】
　前記サービスは、アラートごとに提供されるサービスと、時間の関数として前記環境状
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態に基づいて選択的に提供されるサービスとのうち一方のサービスである、請求項１３に
記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項１８】
　前記コンピュータプログラム機構は、更に別のセンサデータを他の環境内の他の環境セ
ンサから受信する命令を含み、
　前記決定は、前記更に別のセンサデータに基づいて行なわれる、請求項１３に記載のコ
ンピュータプログラム製品。
【請求項１９】
　前記サービスは、前記外部環境内の物品、前記外部環境の一部、及び前記外部環境のう
ちの１つに対する保険を含む、請求項１３に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項２０】
　サービスを実施する環境監視デバイス実行方法であって、前記方法では、
　前記環境監視デバイス内のセンサ機構により供給され、かつ外部環境内の環境状態を表
わすセンサデータに基づいて、前記環境状態と前記外部環境とのうち一方に関連するアラ
ートを決定し、
　前記環境監視デバイス内のインターフェース回路を介して、サービス提案を前記アラー
トに基づいて、前記外部環境に関連するエンティティの電子デバイスに対して提供し、前
記サービス提案が前記環境状態に関連する情報を含み、
　前記インターフェース回路を介して、前記サービス提案に対する応答を前記電子デバイ
スから受信し、前記応答によりサービスが前記環境状態に基づいて許可され、
　前記サービスを実施する、環境監視デバイス実行方法。
【請求項２１】
　環境監視デバイスであって、
　前記環境監視デバイスを含む外部環境に関するセンサデータを供給するように構成され
るセンサ機構であって、前記センサデータが、外部環境内の環境状態を表わす、前記セン
サ機構と、
　エンティティ群の電子デバイスと通信するように構成されるインターフェース回路と、
　前記センサ機構及び前記インターフェース回路に連結される制御機構と、を備え、前記
制御機構は、
　　前記センサデータを受信し、
　　前記センサデータの部分集合を、前記エンティティ群のデータ権限に基づいて生成し
、前記エンティティ群のうちの少なくとも幾つかのエンティティの前記データ権限は異な
っており、前記センサデータの対応する前記部分集合のうちの少なくとも幾つかの部分集
合は異なっており、
　　前記インターフェース回路を介して、前記センサデータの前記部分集合を前記電子デ
バイスに供給するように構成される、環境監視デバイス。
【請求項２２】
　前記制御機構は、
　前記インターフェース回路を介して、前記外部環境に関する利用可能なセンサデータを
規定するデータ利用可能性情報を供給し、
　前記インターフェース回路を介して、前記データ利用可能性情報に応答するリクエスト
を前記電子デバイスから受信するように構成され、前記データ権限は前記リクエストに対
応する、請求項２１に記載の環境監視デバイス。
【請求項２３】
　前記制御機構は、前記データ権限を前記リクエストに基づいて決定するように構成され
る、請求項２２に記載の環境監視デバイス。
【請求項２４】
　前記データ権限は前記リクエスト内に規定される、請求項２２に記載の環境監視デバイ
ス。
【請求項２５】
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　前記データ利用可能性情報は前記電子デバイスに供給される、請求項２２に記載の環境
監視デバイス。
【請求項２６】
　前記データ利用可能性情報は、センサデータ流通市場を実現するシステムに供給される
、請求項２２に記載の環境監視デバイス。
【請求項２７】
　前記データ権限は、時間及び前記環境状態のうちの１つ以上の関数として変化する、請
求項２１に記載の環境監視デバイス。
【請求項２８】
　前記データ権限は、前記センサ機構により監視される前記外部環境内の異なる空間範囲
を規定する、請求項２１に記載の環境監視デバイス。
【請求項２９】
　前記データ権限は、前記外部環境に関連する情報の異なる種類を規定する、請求項２１
に記載の環境監視デバイス。
【請求項３０】
　前記エンティティ群は、前記外部環境内の借家人、前記外部環境の資産管理者、前記外
部環境の所有者、及び前記外部環境を維持するメンテナンス要員のうちの２つ以上を含む
、請求項２１に記載の環境監視デバイス。
【請求項３１】
　前記制御機構は、
　プロセッサと、
　前記プロセッサに結合されるメモリと、を含み、前記メモリは、前記プロセッサにより
実行されるように構成されるプログラムモジュールを格納し、前記プログラムモジュール
は、前記制御機構により実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する
命令を含む、請求項２１に記載の環境監視デバイス。
【請求項３２】
　環境監視デバイスに関連して使用されるコンピュータプログラム製品であって、前記コ
ンピュータプログラム製品は、非一時的なコンピュータ可読記憶媒体と、センサデータの
部分集合を供給するために前記非一時的なコンピュータ可読記憶媒体に埋め込まれるコン
ピュータプログラム機構と、を備え、前記コンピュータプログラム機構は、
　前記センサデータを前記環境監視デバイス内のセンサ機構から受信する命令であって、
前記センサデータが外部環境内の環境状態を表わす、前記受信する命令と、
　前記センサデータの前記部分集合を、エンティティ群のデータ権限に基づいて生成する
命令であって、前記エンティティ群のうちの少なくとも幾つかのエンティティの前記デー
タ権限が異なっており、前記センサデータの対応する前記部分集合のうちの少なくとも幾
つかの部分集合が異なっている、前記生成する命令と、
　前記環境監視デバイス内のインターフェース回路を介して、前記センサデータの前記部
分集合を前記エンティティ群の電子デバイスに供給する命令と、を含む、コンピュータプ
ログラム製品。
【請求項３３】
　前記コンピュータプログラム機構は更に、
　前記インターフェース回路を介して、前記外部環境に関する利用可能なセンサデータを
規定するデータ利用可能性情報を供給する命令と、
　前記インターフェース回路を介して、前記データ利用可能性情報に応答するリクエスト
を前記電子デバイスから受信する命令と、を含み、前記データ権限は前記リクエストに対
応する、請求項３２に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項３４】
　前記コンピュータプログラム機構は更に、前記データ権限を前記リクエストに基づいて
決定する命令を含む、請求項３３に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項３５】
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　前記データ利用可能性情報は、前記電子デバイスと、センサデータ流通市場を実現する
システムとのうち一方に供給される、請求項３３に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項３６】
　前記データ権限は、時間及び前記環境状態のうちの１つ以上の関数として変化する、請
求項３２に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項３７】
　前記データ権限は、前記センサ機構により監視される前記外部環境内の異なる空間範囲
を規定する、請求項３２に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項３８】
　前記データ権限は、前記外部環境に関連する情報の異なる種類を規定する、請求項３２
に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項３９】
　前記エンティティ群は、前記外部環境内の借家人、前記外部環境の資産管理者、前記外
部環境の所有者、及び前記外部環境を維持するメンテナンス要員のうちの２つ以上を含む
、請求項３２に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項４０】
　センサデータの部分集合を供給する環境監視デバイス実行方法であって、前記方法では
、
　外部環境内の環境状態を表わす前記センサデータを前記環境監視デバイス内のセンサ機
構から受信し、
　前記センサデータの前記部分集合をエンティティ群のデータ権限に基づいて生成し、前
記エンティティ群のうちの少なくとも幾つかのエンティティの前記データ権限が異なって
おり、前記センサデータの対応する前記部分集合のうちの少なくとも幾つかの部分集合が
異なっており、
　前記環境監視デバイス内のインターフェース回路を介して、前記センサデータの前記部
分集合を前記エンティティ群の電子デバイスに供給する、環境監視デバイス実行方法。
【請求項４１】
　システムであって、
　電子デバイスと通信するように構成されるインターフェース機構と、
　前記インターフェース機構に結合される制御機構と、を備え、前記制御機構は、
　　前記インターフェース機構を介して、環境に関連するサービスに関するサービスリク
エストをエンティティの電子デバイスから受信し、
　　前記サービスリクエストに応答して、環境監視デバイスを前記環境内に特定し、前記
環境監視デバイスが、前記環境内の環境状態を表わすセンサデータを供給し、前記環境監
視デバイスが、前記エンティティとは異なる第２エンティティに関連付けられ、かつ前記
システムに関連する第３エンティティに関連付けられ、
　　前記インターフェース機構を介して、前記センサデータに関するデータリクエストを
前記環境監視デバイスに供給し、
　　前記インターフェース機構を介して、前記データリクエストに応答する前記センサデ
ータを前記環境監視デバイスから受信し、
　　前記サービスを前記エンティティに、前記環境状態に基づいて提供するように構成さ
れる、システム。
【請求項４２】
　前記サービスは、前記センサデータの種類に関連付けられ、
　前記環境監視デバイスは、前記センサデータの前記種類に基づいて特定される、請求項
４１に記載のシステム。
【請求項４３】
　前記制御機構は、前記センサデータを分析するように構成され、
　前記サービスは、前記分析済みセンサデータに基づいて提供される、請求項４１に記載
のシステム。
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【請求項４４】
　前記サービスリクエストは、前記サービスに基づく前記第３エンティティに対する補償
を含む、請求項４１に記載のシステム。
【請求項４５】
　前記第２エンティティはサービスプロバイダを含み、
　前記データリクエストは、前記センサデータに基づく前記第２エンティティに対する補
償を含む、請求項４１に記載のシステム。
【請求項４６】
　前記第２エンティティは、前記第３エンティティのパートナーを含み、
　前記センサデータは、前記センサデータに基づく前記第２エンティティに対する補償が
行われることなく受信される、請求項４１に記載のシステム。
【請求項４７】
　前記制御機構は、指示を前記環境内のレギュレータデバイスに与えて前記環境状態を改
修するように構成され、
　前記レギュレータデバイスは、前記第２エンティティと、前記エンティティ、前記第２
エンティティ、前記第３エンティティとは異なる第４エンティティとのうち一方のエンテ
ィティに関連付けられ、
　前記指示は、前記環境状態を改修するための補償を含む、請求項４１に記載のシステム
。
【請求項４８】
　前記補償は、前記環境状態をイベントごとに改修することと、前記環境状態を少なくと
も所定期間中に改修することとのうち一方を行なうための補償である、請求項４７に記載
のシステム。
【請求項４９】
　前記サービスは、１回限りで提供される、請求項４１に記載のシステム。
【請求項５０】
　前記サービスは、時間の関数として前記環境状態に基づいて選択的に提供される、請求
項４１に記載のシステム。
【請求項５１】
　前記サービスを実施する際に、ソフトウェアを前記環境監視デバイスにダウンロードし
、前記ソフトウェアが前記環境監視デバイスにより実行されると、前記ソフトウェアによ
り前記サービスが実施されることと、離れた場所から前記環境監視デバイス内のソフトウ
ェアモジュールを有効化し、前記ソフトウェアモジュールが前記環境監視デバイスにより
実行されると、前記ソフトウェアモジュールにより前記サービスが実施されることとのう
ち一方が行なわれる、請求項４１に記載のシステム。
【請求項５２】
　前記サービスは、前記環境内の物品、前記環境の一部、及び前記環境のうちの１つに対
する保険を含む、請求項４１に記載のシステム。
【請求項５３】
　前記制御機構は、
　前記インターフェース機構に結合されるプロセッサと、
　前記プロセッサに結合されるメモリと、を備え、前記メモリは、前記プロセッサにより
実行されるように構成されるプログラムモジュールを格納し、前記プログラムモジュール
は、前記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する
命令を含む、請求項４１に記載のシステム。
【請求項５４】
　システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品であって、前記コンピュー
タプログラム製品は、非一時的なコンピュータ可読記憶媒体と、サービスを提供するため
に前記非一時的なコンピュータ可読記憶媒体に埋め込まれるコンピュータプログラム機構
と、を備え、前記コンピュータプログラム機構は、
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　前記システム内のインターフェース機構を介して、環境に関連する前記サービスに関す
るサービスリクエストをエンティティの電子デバイスから受信する命令と、
　前記サービスリクエストに応答して、環境監視デバイスを前記環境内に特定する命令で
あって、前記環境監視デバイスが、前記環境内の環境状態を表わすセンサデータを供給し
、前記環境監視デバイスが、前記エンティティとは異なる第２エンティティに関連付けら
れ、かつ前記システムに関連する第３エンティティに関連付けられる、前記特定する命令
と、
　前記インターフェース機構を介して、前記センサデータに関するデータリクエストを前
記環境監視デバイスに供給する命令と、
　前記インターフェース機構を介して、前記データリクエストに応答する前記センサデー
タを前記環境監視デバイスから受信する命令と、
　前記サービスを前記エンティティに前記環境状態に基づいて提供する命令と、を含む、
コンピュータプログラム製品。
【請求項５５】
　前記サービスは前記センサデータの種類に関連付けられ、
　前記環境監視デバイスは、前記センサデータの前記種類に基づいて特定される、請求項
５４に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項５６】
　前記第２エンティティはサービスプロバイダを含み、
　前記データリクエストは、前記センサデータに基づく前記第２エンティティに対する補
償を含む、請求項５４に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項５７】
　前記第２エンティティは、前記第３エンティティのパートナーを含み、
　前記センサデータは、前記センサデータに基づく前記第２エンティティに対する補償が
行われることなく受信される、請求項５４に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項５８】
　前記コンピュータプログラム製品は更に、指示を前記環境内のレギュレータデバイスに
与えて前記環境状態を改修する命令を含み、
　前記レギュレータデバイスは、前記第２エンティティと、前記エンティティ、前記第２
エンティティ、及び前記第３エンティティとは異なる第４エンティティとのうち一方のエ
ンティティに関連付けられ、
　前記指示は、前記環境状態を改修するための補償を含む、請求項５４に記載のコンピュ
ータプログラム製品。
【請求項５９】
　前記補償は、前記環境状態をイベントごとに改修することと、前記環境状態を少なくと
も所定期間中に改修することとのうち一方を行なうための補償である、請求項５８に記載
のコンピュータプログラム製品。
【請求項６０】
　サービスを提供するシステム実行方法であって、前記方法では、
　前記システム内のインターフェース機構を介して、環境に関連する前記サービスに関す
るサービスリクエストをエンティティの電子デバイスから受信し、
　前記サービスリクエストに応答して、前記システム内の制御機構を使用して環境監視デ
バイスを前記環境内に特定し、前記環境監視デバイスが、前記環境内の環境状態を表わす
センサデータを供給し、前記環境監視デバイスが、前記エンティティとは異なる第２エン
ティティに関連付けられ、かつ前記システムに関連する第３エンティティに関連づけられ
、
　前記インターフェース機構を介して、前記センサデータに関するデータリクエストを前
記環境監視デバイスに供給し、
　前記インターフェース機構を介して、前記データリクエストに応答する前記センサデー
タを前記環境監視デバイスから受信し、
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　前記サービスを前記エンティティに前記環境状態に基づいて提供する、システム実行方
法。
【請求項６１】
　システムであって、
　電子デバイスと通信するように構成されるインターフェース機構と、
　前記インターフェース機構に結合される制御機構と、を備え、前記制御機構は、
　　前記インターフェース機構を介して、環境に関連するアラートを受信し、
　　前記アラートに応答して、環境監視デバイスを前記環境内に特定し、前記環境監視デ
バイスが、前記環境内の環境状態を表わすセンサデータを供給し、前記環境監視デバイス
が、前記システムに関連する第２エンティティとは異なるエンティティに関連付けられ、
　　前記インターフェース機構を介してサービス提案を、前記環境に関連する第３エンテ
ィティに関連付する電子デバイスに対して提供し、前記サービス提案が、前記環境状態に
関連する情報を含み、前記第３エンティティが、前記エンティティ及び前記第２エンティ
ティとは異なっており、
　　前記インターフェース機構を介して、前記サービス提案に対する応答を前記電子デバ
イスから受信し、前記応答によりサービスが許可され、
　　前記インターフェース機構を介して、前記センサデータに関するデータリクエストを
前記環境監視デバイスに供給し、
　　前記インターフェース機構を介して、前記データリクエストに応答する前記センサデ
ータを前記環境監視デバイスから受信し、
　　前記サービスを前記第３エンティティに前記環境状態に基づいて提供するように構成
される、システム。
【請求項６２】
　前記サービスは前記センサデータの種類に関連付けられ、
　前記環境監視デバイスは、前記センサデータの前記種類に基づいて特定される、請求項
６１に記載のシステム。
【請求項６３】
　前記制御機構は、前記センサデータを分析するように構成され、
　前記サービスは前記分析済みセンサデータに基づいて提供される、請求項６１に記載の
システム。
【請求項６４】
　前記応答は、前記サービスに基づく前記第２エンティティに対する補償を含む、請求項
６１に記載のシステム。
【請求項６５】
　前記エンティティはサービスプロバイダを含み、
　前記データリクエストは、前記センサデータに基づく前記エンティティに対する補償を
含む、請求項６１に記載のシステム。
【請求項６６】
　前記エンティティは、前記第２エンティティのパートナーを含み、
　前記センサデータは、記センサデータに基づく前記エンティティに対する補償が行われ
ることなく受信される、請求項６１に記載のシステム。
【請求項６７】
　前記制御機構は、指示を前記環境内のレギュレータデバイスに与えて前記環境状態を改
修するように構成され、
　前記レギュレータデバイスは、前記エンティティと、前記エンティティ、前記第２エン
ティティ、及び前記第３エンティティとは異なる第４エンティティとのうち一方のエンテ
ィティに関連付けられ、
　前記指示は、前記環境状態を改修するための補償を含む、請求項６１に記載のシステム
。
【請求項６８】
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　前記補償は、前記環境状態をイベントごとに改修することと、前記環境状態を少なくと
も所定期間中に改修することとのうち一方を行なうための補償である、請求項６７に記載
のシステム。
【請求項６９】
　前記サービスは、１回限りで提供される、請求項６１に記載のシステム。
【請求項７０】
　前記サービスは、時間の関数として前記環境状態に基づいて選択的に提供される、請求
項６１に記載のシステム。
【請求項７１】
　前記サービスを実施する際に、ソフトウェアを前記環境監視デバイスにダウンロードし
、前記ソフトウェアが前記環境監視デバイスにより実行されると、前記ソフトウェアによ
り前記サービスが実施されることと、離れた場所から前記環境監視デバイス内のソフトウ
ェアモジュールを有効化し、前記ソフトウェアモジュールが前記環境監視デバイスにより
実行されると、前記ソフトウェアモジュールにより前記サービスが実施されることとのう
ち一方が行なわれる、請求項６１に記載のシステム。
【請求項７２】
　前記サービスは、前記環境内の物品、前記環境の一部、及び前記環境のうちの１つに対
する保険を含む、請求項６１に記載のシステム。
【請求項７３】
　前記制御機構は、
　前記インターフェース機構に結合されるプロセッサと、
　前記プロセッサに結合されるメモリと、を備え、前記メモリは、前記プロセッサにより
実行されるように構成されるプログラムモジュールを格納し、前記プログラムモジュール
は、前記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する
命令を含む、請求項６１に記載のシステム。
【請求項７４】
　システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品であって、前記コンピュー
タプログラム製品は、非一時的なコンピュータ可読記憶媒体と、サービスを提供するため
に前記非一時的なコンピュータ可読記憶媒体に埋め込まれるコンピュータプログラム機構
と、を備え、前記コンピュータプログラム機構は、
　前記システム内のインターフェース機構を介して、環境に関連するアラートを受信する
命令と、
　前記アラートに応答して、環境監視デバイスを前記環境内に特定する命令であって、前
記環境監視デバイスが、前記環境内の環境状態を表わすセンサデータを供給し、前記環境
監視デバイスが、前記システムに関連する第２エンティティとは異なるエンティティに関
連付けられる、前記特定する命令と、
　前記インターフェース機構を介して、サービス提案を、前記環境に関連する第３エンテ
ィティに関連する電子デバイスに対して提供する命令であって、前記サービス提案が、前
記環境状態に関連する情報を含み、前記第３エンティティが、前記エンティティ及び前記
第２エンティティとは異なっている、前記提供する命令と、
　前記インターフェース機構を介して、前記サービス提案に対する応答を、前記電子デバ
イスから受信する命令であって、前記応答によりサービスが許可される、前記受信する命
令と、
　前記インターフェース機構を介して、前記センサデータに関するデータリクエストを前
記環境監視デバイスに供給する命令と、
　前記インターフェース機構を介して、前記データリクエストに応答する前記センサデー
タを前記環境監視デバイスから受信する命令と、
　前記サービスを前記第３エンティティに前記環境状態に基づいて提供する命令と、を含
む、コンピュータプログラム製品。
【請求項７５】
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　前記サービスは前記センサデータの種類に関連付けられ、
　前記環境監視デバイスは、前記センサデータの前記種類に基づいて特定される、請求項
７４に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項７６】
　前記エンティティは、サービスプロバイダと、前記第２エンティティのパートナーとの
うち一方を含み、
　前記エンティティが前記サービスプロバイダである場合、前記データリクエストは前記
センサデータに基づく前記エンティティに対する補償を含み、
　前記エンティティが前記パートナーである場合、前記センサデータは前記センサデータ
に基づく前記エンティティに対する補償が行われることなく受信される、請求項７４に記
載のコンピュータプログラム製品。
【請求項７７】
　前記コンピュータプログラム機構は更に、指示を前記環境内のレギュレータデバイスに
与えて前記環境状態を改修する命令を含み、
　前記レギュレータデバイスは、前記エンティティと、及び前記エンティティ、前記第２
エンティティ、及び前記第３エンティティとは異なる第４エンティティとのうち一方のエ
ンティティに関連付けられ、
　前記指示は、前記環境状態を改修するための補償を含む、請求項７４に記載のコンピュ
ータプログラム製品。
【請求項７８】
　前記補償は、前記環境状態をイベントごとに改修することと、前記環境状態を少なくと
も所定期間中に改修することとのうち一方を行なうための補償である、請求項７７に記載
のコンピュータプログラム製品。
【請求項７９】
　前記サービスを実施する際に、ソフトウェアを前記環境監視デバイスにダウンロードし
、前記ソフトウェアが前記環境監視デバイスにより実行されると、前記ソフトウェアによ
り前記サービスが実施されることと、離れた場所から前記環境監視デバイス内のソフトウ
ェアモジュールを有効化し、前記ソフトウェアモジュールが前記環境監視デバイスにより
実行されると、前記ソフトウェアモジュールにより前記サービスが実施されることとのう
ち一方が行なわれる、請求項７４に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項８０】
　サービスを提供するシステム実行方法であって、前記方法では、
　前記システム内のインターフェース機構を介して、環境に関連するアラートを受信し、
　前記アラートに応答して、前記システム内の制御機構を使用して環境監視デバイスを前
記環境内に特定し、前記環境監視デバイスが、前記環境内の環境状態を表わすセンサデー
タを供給し、前記環境監視デバイスが、前記システムに関連する第２エンティティとは異
なるエンティティに関連付けられ、
　前記インターフェース機構を介して、サービス提案を前記環境に関連する第３エンティ
ティに関連する電子デバイスに対して提供し、前記サービス提案が、前記環境状態に関連
する情報を含み、前記第３エンティティが前記エンティティ及び前記第２エンティティと
は異なっており、
　前記インターフェース機構を介して、前記サービス提案に対する応答を前記電子デバイ
スから受信し、前記応答によりサービスが許可され、
　前記インターフェース機構を介して、前記センサデータに関するデータリクエストを前
記環境監視デバイスに供給し、
　前記インターフェース機構を介して、前記データリクエストに応答する前記センサデー
タを前記環境監視デバイスから受信し、
　前記サービスを前記第３エンティティに前記環境状態に基づいて提供する、システム実
行方法。
【請求項８１】
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　システムであって、
　環境監視デバイス及び電子デバイスと通信するように構成されるインターフェース機構
であって、前記環境監視デバイスが、前記システムに関連する第２エンティティとは異な
る第１エンティティに関連付けられ、前記電子デバイスが第３エンティティに関連付けら
れる、前記インターフェース機構と、
　前記インターフェース機構に結合される制御機構と、を備え、前記制御機構は、
　　前記インターフェース機構を介して、センサデータを環境内の環境監視デバイスから
受信し、前記センサデータが前記環境内の環境状態を表わし、
　　前記センサデータを分析して、ある環境状態が所定期間中に複数の前記環境のうちの
少なくとも１つの環境において発生する確率を導出し、前記第３エンティティが、複数の
前記環境のうちの少なくとも１つの環境に関連付けられ、
　　前記サービスの採算性に必要な前記環境内のサービスの同一料金継続契約期間を、前
記導出確率、及び前記サービスに関連する推定コストに基づいて算出し、
　　前記インターフェース機構を介して、前記環境状態に関連する前記サービスに関する
サービス提案を前記電子デバイスに対して提供し、前記サービス提案が少なくとも、前記
算出同一料金継続契約期間に基づく料金及び継続契約期間を含むように構成される、シス
テム。
【請求項８２】
　前記制御機構は、
　前記インターフェース機構を介して、前記サービス提案に対する応答を前記電子デバイ
スから受信し、前記応答により前記サービスが許可され、
　前記サービスを前記第３エンティティに、前記環境監視デバイス群のうちの１つ以上の
環境監視デバイスからの次のセンサデータに基づいて提供するように構成される、請求項
８１に記載のシステム。
【請求項８３】
　前記応答は、前記第３エンティティによる措置が採られることなく受信される、請求項
８２に記載のシステム。
【請求項８４】
　前記サービスは、前記環境状態の発生に基づいて選択的に提供される、請求項８２に記
載のシステム。
【請求項８５】
　前記制御機構は、
　前記インターフェース機構を介して、更に別のセンサデータに関するデータリクエスト
を、前記環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デバイスと、少なくとも前記１
つの環境内の１つ以上の更に別の環境監視デバイスとのうち少なくとも一方に供給し、
　前記データリクエストに応答して、前記インターフェース機構を介して、前記更に別の
センサデータを受信するように構成される、請求項８２に記載のシステム。
【請求項８６】
　前記制御機構は、前記料金と前記継続契約期間とのうち少なくとも一方を、前記更に別
のセンサデータに基づいて更新するように構成される、請求項８５に記載のシステム。
【請求項８７】
　前記更に別のセンサデータは、前記センサデータのタイムスタンプよりも後の時刻のタ
イムスタンプに関連付けられる、請求項８５に記載のシステム。
【請求項８８】
　前記サービスは、前記更に別のセンサデータに基づいて提供される、請求項８５に記載
のシステム。
【請求項８９】
　前記制御機構は、前記更に別のセンサデータに基づく補償を行なうように構成される、
請求項８５に記載のシステム。
【請求項９０】
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　前記制御機構は、前記センサデータに基づく補償を前記第１エンティティに対して行な
うように構成される、請求項８１に記載のシステム。
【請求項９１】
　前記センサデータは継続的に受信され、
　前記分析は、前記同一料金継続契約期間を更新するために動的に実行される、請求項８
１に記載のシステム。
【請求項９２】
　前記サービス提案は、前記算出同一料金継続契約期間に基づく複数の料金及び継続契約
期間のペアを含む、請求項８１に記載のシステム。
【請求項９３】
　前記制御機構は、
　前記インターフェース機構を介して、前記サービス提案に対する応答を前記電子デバイ
スから受信し、前記応答により、前記複数の料金及び継続契約期間のペアのうちの１ペア
の料金及び継続契約期間を要する前記サービスが許可され、
　前記サービスを前記第３エンティティに、前記環境監視デバイス群のうちの１つ以上の
環境監視デバイスからの次のセンサデータに基づいて提供するように構成される、請求項
９２に記載のシステム。
【請求項９４】
　前記センサデータは、前記環境内の前記環境状態を表わす現在のセンサデータ、及びこ
れまでのセンサデータを含む、請求項８１に記載のシステム。
【請求項９５】
　前記サービスは、少なくとも前記１つの環境内の物品、少なくとも前記１つの環境の一
部、及び少なくとも前記１つの環境のうちの１つに対する保険を含む、請求項８１に記載
のシステム。
【請求項９６】
　前記継続契約期間は、前記環境状態が１回発生する期間と、インスタンスが所定回数発
生する期間とのうち一方の期間を含む、請求項８１に記載のシステム。
【請求項９７】
　前記サービスを実施する際に、ソフトウェアを少なくとも前記１つの環境監視デバイス
にダウンロードし、前記ソフトウェアが少なくとも前記１つの環境監視デバイスにより実
行されると、前記ソフトウェアにより前記サービスが実施されることと、及び離れた場所
から少なくとも前記１つの環境監視デバイス内のソフトウェアモジュールを有効化し、前
記ソフトウェアモジュールが少なくとも前記１つの環境監視デバイスにより実行されると
、前記ソフトウェアモジュールにより前記サービスが実施されることとのうち一方が行な
われる、請求項８１に記載のシステム。
【請求項９８】
　前記制御機構は、
　前記インターフェース機構に結合されるプロセッサと、
　前記プロセッサに結合されるメモリと、を備え、前記メモリは、前記プロセッサにより
実行されるように構成されるプログラムモジュールを格納し、前記プログラムモジュール
は、前記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する
命令を含む、請求項８１に記載のシステム。
【請求項９９】
　システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品であって、前記コンピュー
タプログラム製品は、非一時的なコンピュータ可読記憶媒体と、サービスに関するサービ
ス提案を提供するために前記非一時的なコンピュータ可読記憶媒体に埋め込まれるコンピ
ュータプログラム機構と、を備え、前記コンピュータプログラム機構は、
　前記システム内のインターフェース機構を介して、センサデータを環境内の環境監視デ
バイスから受信する命令であって、前記センサデータが、前記環境内の環境状態を表わし
、前記環境監視デバイスが、前記システムに関連する第２エンティティとは異なる第１エ
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ンティティに関連付けられる、前記受信する命令と、
　前記センサデータを分析して、ある環境状態が所定期間中に複数の前記環境のうちの少
なくとも１つの環境内で発生する確率を導出する命令であって、複数の前記環境のうちの
少なくとも前記１つの環境が第３エンティティに関連付けられる、前記導出する命令と、
　前記サービスの採算性に必要な前記環境内の前記サービスの同一料金継続契約期間を、
前記導出確率、及び前記サービスに関連する推定コストに基づいて算出する命令と、
　前記インターフェース機構を介して、前記環境状態に関連する前記サービスに関する前
記サービス提案を、前記第３エンティティに関連する電子デバイスに対して提供する命令
であって、前記サービス提案が少なくとも、前記算出同一料金継続契約期間に基づく料金
及び継続契約期間を含む、前記提供する命令と、を含む、コンピュータプログラム製品。
【請求項１００】
　サービスに関するサービス提案を提供するシステム実行方法であって、前記方法では、
　前記システム内のインターフェース機構を介して、センサデータを環境内の環境監視デ
バイスから受信し、前記センサデータが、前記環境内の環境状態を表わし、前記環境監視
デバイスが、前記システムに関連する第２エンティティとは異なる第１エンティティに関
連付けられ、
　前記システム内の制御機構を使用して、前記センサデータを分析することにより、ある
環境状態が所定期間中に複数の前記環境のうちの少なくとも１つの環境内で発生する確率
を導出し、複数の前記環境のうちの少なくとも前記１つの環境が第３エンティティに関連
付けられ、
　前記サービスの採算性に必要な前記環境内の前記サービスの同一料金継続契約期間を、
前記導出確率、及び前記サービスに関連する推定コストに基づいて算出し、
　前記インターフェース機構を介して、前記環境状態に関連する前記サービスに関するサ
ービス提案を、前記第３エンティティに関連する電子デバイスに対して提供し、前記サー
ビス提案が少なくとも、前記算出同一料金継続契約期間に基づく料金及び継続契約期間を
含む、システム実行方法。
【請求項１０１】
　システムであって、
　エンティティの環境監視デバイス、前記システムに関連する第２エンティティのパート
ナーのパートナー電子デバイス、及びサービスプロバイダのサービスプロバイダ電子デバ
イスと通信するように構成されるインターフェース機構であって、前記環境監視デバイス
及び前記パートナー電子デバイスが環境内に含まれ、前記サービスプロバイダが、メンテ
ナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、及び緊急事態監視サービスのうちの１
つのサービスを含む、前記インターフェース機構と、
　前記インターフェース機構に結合される制御機構と、を備え、前記制御機構は、
　　前記環境監視デバイス群のうちの少なくとも１つの環境監視デバイスからのセンサデ
ータであって、前記環境内の環境状態を表わす前記センサデータに基づいて、前記環境に
関連するサービスを提供する複合体を特定するように構成され、前記複合体は、前記環境
監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デバイスと、前記パートナー電子デバイス及
び前記サービスプロバイダのうちの１つ以上と、を含み、
　　前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイス、及び前記パート
ナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのうちの前記１つ以上は、異なるエンティ
ティに関連付けられ、前記制御機構は更に、
　　前記インターフェース機構を介して、前記サービス内の前記複合体及び機能を規定す
る設定情報を、前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイス、及び
前記パートナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダ電子デバイスのうちの１つ以上
の電子デバイスに送信するように構成され、前記設定情報は、前記複合体の間の相互関係
を規定し、前記相互関係によってサービスデータ階層を定義し、
　　前記サービスデータ階層は、前記センサデータ、前記サービス内の下位サービス、並
びに前記センサデータ及び前記下位サービスに基づく前記複合体内の補償の授受を規定す
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る、システム。
【請求項１０２】
　前記制御機構は、前記サービスに関するリクエストを、前記環境に関連する第３エンテ
ィティに関連する電子デバイスから受信するように構成され、
　前記第３エンティティは、前記エンティティ、前記第２エンティティ、前記パートナー
、及び前記サービスプロバイダとは異なっており、
　前記複合体は、前記リクエストに基づいて特定される、請求項１０１に記載のシステム
。
【請求項１０３】
　前記複合体は、前記環境に関連する第３エンティティからリクエストを受けることなく
特定され、
　前記第３エンティティは、前記エンティティ、前記第２エンティティ、前記パートナー
、及び前記サービスプロバイダとは異なる、請求項１０１に記載のシステム。
【請求項１０４】
　前記制御機構は、
　前記サービスに関するサービス提案を、前記環境に関連する第３エンティティに関連す
る電子デバイスに対して提供し、前記第３エンティティが、前記エンティティ、前記第２
エンティティ、前記パートナー、及び前記サービスプロバイダとは異なっており、
　前記提案に対する応答を前記電子デバイスから受信し、前記応答により前記サービスが
許可され、
　前記複合体に通知して前記サービスを提供させるように構成される、請求項１０１に記
載のシステム。
【請求項１０５】
　前記複合体は、前記環境状態が発生する場合と、前記環境状態が発生するリスクが閾値
を超える場合とのうち一方の場合に特定される、請求項１０１に記載のシステム。
【請求項１０６】
　前記制御機構は、前記インターフェース機構を介して、前記環境状態が前記環境内で発
生していることに関するアラートを受信するように構成され、
　前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスは、前記アラートに
基づいて特定される、請求項１０１に記載のシステム。
【請求項１０７】
　前記制御機構は、１つ以上の改修を規定する改修情報を前記複合体に、前記環境監視デ
バイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスと、前記環境内の更に別の環境監視デ
バイスとのうち一方の環境監視デバイスからの更に別のセンサデータに基づいて供給する
ように構成される、請求項１０１に記載のシステム。
【請求項１０８】
　前記制御機構は、前記サービスの１つ以上の改定を規定する改定情報を、前記環境監視
デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスと、前記環境内の更に別の環境監視
デバイスとのうち一方の環境監視デバイスからの更に別のセンサデータに基づいて供給す
るように構成される、請求項１０１に記載のシステム。
【請求項１０９】
　前記制御機構は、１つ以上の改修を規定する改修情報を前記複合体に、前記サービスの
前記１つ以上の改定に基づいて供給するように構成される、請求項１０８に記載のシステ
ム。
【請求項１１０】
　前記サービスは前記センサデータの種類に関連付けられ、
　前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスは、前記センサデー
タの前記種類に基づいて特定される、請求項１０１に記載のシステム。
【請求項１１１】
　前記制御機構は、
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　前記インターフェース機構に結合されるプロセッサと、
　前記プロセッサに結合されるメモリと、を備え、前記メモリは、前記プロセッサにより
実行されるように構成されるプログラムモジュールを格納し、前記プログラムモジュール
は、前記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する
命令を含む、請求項１０１に記載のシステム。
【請求項１１２】
　システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品であって、前記コンピュー
タプログラム製品は、非一時的なコンピュータ可読記憶媒体と、複合体を特定するために
前記非一時的なコンピュータ可読記憶媒体に埋め込まれるコンピュータプログラム機構と
、を備え、前記コンピュータプログラム機構は、
　エンティティ群の環境監視デバイス群のうちの少なくとも１つの環境監視デバイスから
のセンサデータであって、環境内の環境状態を表わす前記センサデータに基づいて、前記
環境に関連するサービスを提供する前記複合体を特定する命令であって、前記複合体が、
前記環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デバイスと、前記環境内のパートナ
ー電子デバイス、及びサービスプロバイダのうちの１つ以上と、を含む、前記特定する命
令を含み、
　前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスは前記環境内に含ま
れ、
　前記パートナー電子デバイス群は前記環境内に含まれ、かつ前記システムに関連する第
２エンティティのパートナーに関連付けられ、
　前記サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、
及び緊急事態監視サービスのうちの１つのサービスを含み、
　前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイス、並びに前記パート
ナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのうちの前記１つ以上は、異なるエンティ
ティに関連付けられ、前記コンピュータプログラム機構は更に、
　前記システム内のインターフェース機構を介して、前記サービス内の前記複合体及び機
能を規定する設定情報を、前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバ
イス、並びに前記パートナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのサービスプロバ
イダ電子デバイスのうちの１つ以上の電子デバイスに送信する命令を含み、前記設定情報
は、前記複合体の間の相互関係を規定し、前記相互関係によってサービスデータ階層を定
義し、
　前記サービスデータ階層は、前記センサデータ、前記サービス内の下位サービス、並び
に前記センサデータ及び前記下位サービスに基づく前記複合体内の補償の授受を規定する
、コンピュータプログラム製品。
【請求項１１３】
　前記コンピュータプログラム機構は、前記サービスに関するリクエストを、前記環境に
関連する第３エンティティに関連する電子デバイスから受信する命令を含み、
　前記第３エンティティは、前記エンティティ、前記第２エンティティ、前記パートナー
、及び前記サービスプロバイダとは異なっており、
　前記複合体は、前記リクエストに基づいて特定される、請求項１１２に記載のコンピュ
ータプログラム製品。
【請求項１１４】
　前記複合体は、前記環境に関連する第３エンティティからリクエストを受けることなく
特定され、
　前記第３エンティティは、前記エンティティ、前記第２エンティティ、前記パートナー
、及び前記サービスプロバイダとは異なっている、請求項１１２に記載のコンピュータプ
ログラム製品。
【請求項１１５】
　前記コンピュータプログラム機構は、
　前記サービスに関するサービス提案を、前記環境に関連する第３エンティティに関連す
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る電子デバイスに対して提供する命令であって、前記第３エンティティが、前記エンティ
ティ、前記第２エンティティ、前記パートナー、及び前記サービスプロバイダとは異なっ
ている、前記提供する命令と、
　前記提案に対する応答を前記電子デバイスから受信する命令であって、前記応答により
前記サービスが許可される、前記受信する命令と、
　前記複合体に通知して前記サービスを提供させる命令と、を含む、請求項１１２に記載
のコンピュータプログラム製品。
【請求項１１６】
　前記複合体は、前記環境状態が発生する場合と、前記環境状態が発生するリスクが閾値
を超える場合とのうち一方の場合に特定される、請求項１１２に記載のコンピュータプロ
グラム製品。
【請求項１１７】
　前記コンピュータプログラム機構は、前記インターフェース機構を介して、前記環境状
態が前記環境内で発生していることに関するアラートを受信する命令を含み、
　前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスは、前記アラートに
基づいて特定される、請求項１１２に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項１１８】
　前記コンピュータプログラム機構は、１つ以上の改修を規定する改修情報を前記複合体
に、前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスと、前記環境内の
更に別の環境監視デバイスとのうち一方の環境監視デバイスからの更に別のセンサデータ
に基づいて供給する命令を含む、請求項１１２に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項１１９】
　前記コンピュータプログラム機構は、前記サービスの１つ以上の改定を規定する改定情
報を、前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスと、前記環境内
の更に別の環境監視デバイスとのうち一方の環境監視デバイスからの更に別のセンサデー
タに基づいて供給する命令を含む、請求項１１２に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項１２０】
　複合体を特定するシステム実行方法であって、前記方法では、
　前記システム内の制御機構を使用して、エンティティ群の環境監視デバイス群のうちの
少なくとも１つの環境監視デバイスからのセンサデータであって、環境内の環境状態を表
わす前記センサデータに基づいて、前記環境に関連するサービスを提供する前記複合体を
特定し、前記複合体が、前記環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デバイスと
、前記環境内のパートナー電子デバイス、及びサービスプロバイダのうちの１つ以上と、
を含み、
　前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスは前記環境内に含ま
れ、
　前記パートナー電子デバイスは前記環境内に含まれ、かつ前記システムに関連する第２
エンティティのパートナーに関連付けられ、
　前記サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、
及び緊急事態監視サービスのうちの１つのサービスを含み、
　前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイス、並びに前記パート
ナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのうちの前記１つ以上は、異なるエンティ
ティに関連付けられ、前記方法では更に、
　前記システム内のインターフェース機構を介して、前記サービス内の前記複合体及び機
能を規定する設定情報を、前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバ
イス、並びに前記パートナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのサービスプロバ
イダ電子デバイスのうちの１つ以上の電子デバイスに送信し、前記設定情報が前記複合体
の間の相互関係を規定し、前記相互関係によってサービスデータ階層を定義し、
　前記サービスデータ階層は、前記センサデータ、前記サービス内の下位サービス、並び
に前記センサデータ及び前記下位サービスに基づく前記複合体内の補償の授受を規定する
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、システム実行方法。
【請求項１２１】
　システムであって、
　エンティティの環境監視デバイス、前記システムに関連する第２エンティティのパート
ナーのパートナー電子デバイス、及びサービスプロバイダのサービスプロバイダ電子デバ
イスと通信するように構成されるインターフェース機構であって、前記環境監視デバイス
及び前記パートナー電子デバイスが環境内に含まれる、前記インターフェース機構を備え
、
　前記サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、
及び緊急事態監視サービスのうちの１つのサービスを含み、前記システムは更に、
　前記インターフェース機構に結合される制御機構を備え、前記制御機構は、
　　サービスを前記環境内で提供する複合体内のコンポーネント群の間で授受される入力
及び出力を監視するように構成され、所定の複合体内の前記コンポーネントは、前記環境
監視デバイス群のうちの少なくとも１つの環境監視デバイスと、前記パートナー電子デバ
イス及びサービスプロバイダのうちの１つ以上と、を含み、前記所定の複合体内の所定の
コンポーネントの前記入力及び前記出力は、複数の前記環境のうちの１つ以上の環境内の
１種類以上の環境状態を表わすセンサデータ、前記サービス内の下位サービス、並びに前
記センサデータ及び前記下位サービスに基づく前記所定の複合体内の補償を含み、前記制
御機構は更に、
　　監視対象の前記入力及び出力を格納し、
　　監視対象の前記入力及び出力を、品質基準に基づいて、かつ前記複合体内で授受され
たこれまでの入力及び出力に基づいて分析し、
　　前記分析に基づいてインスタンスを、不正センサデータと不正利用補償とのうち一方
の前記入力及び前記出力内に特定し、
　　是正措置を、特定した前記インスタンスに基づいて実施するように構成される、シス
テム。
【請求項１２２】
　前記分析では、監視対象の前記入力及び出力と、複数の前記複合体の少なくとも部分集
合体のこれまでの入力及び出力を比較する、請求項１２１に記載のシステム。
【請求項１２３】
　前記部分集合体中の前記複合体は、一般的な種類のサービスと一般的な種類のセンサデ
ータとのうち一方を有する、請求項１２２に記載のシステム。
【請求項１２４】
　前記品質基準は、前記複合体内の故障メカニズムの特徴と前記複合体内のこれまでの不
正行為の特徴とのうち一方の特徴を含む、請求項１２１に記載のシステム。
【請求項１２５】
　前記センサデータは、前記環境監視デバイス及び前記パートナー電子デバイスのうちの
１つ以上のデバイスにより取得される、請求項１２１に記載のシステム。
【請求項１２６】
　前記所定の複合体内の前記環境監視デバイス群のうちの少なくとも前記１つの環境監視
デバイス、並びに前記パートナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのうちの前記
１つ以上は、異なるエンティティに関連付けられる、請求項１２１に記載のシステム。
【請求項１２７】
　前記制御機構は、改修を規定する改修情報を複数の前記複合体のうちの１つの複合体に
、前記センサデータと前記環境状態とのうち一方に基づいて供給するように構成される、
請求項１２１に記載のシステム。
【請求項１２８】
　前記是正措置では、特定した前記インスタンスに関する通知を被影響複合体に供給する
、請求項１２１に記載のシステム。
【請求項１２９】
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　前記是正措置では、改修を規定する改修情報を、特定した前記インスタンスを含む被影
響複合体に供給する、請求項１２１に記載のシステム。
【請求項１３０】
　前記改修では、特定した前記インスタンスのソースを前記被影響複合体から排除し、
　前記ソースは、前記環境監視デバイス、前記パートナー電子デバイス、及び前記サービ
スプロバイダのうちの１つを含む、請求項１２９に記載のシステム。
【請求項１３１】
　前記是正措置では、前記ソースが次の複合体に含まれるのを禁止する、請求項１３０に
記載のシステム。
【請求項１３２】
　前記改修では、前記被影響複合体内に特定された前記インスタンスのソースを置き換え
、
　前記ソースは、前記環境監視デバイス、前記パートナー電子デバイス、及び前記サービ
スプロバイダのうちの１つを含み、
　前記ソースを置き換えたものは、前記環境監視デバイス、前記パートナー電子デバイス
、及び前記サービスプロバイダのうち、前記ソースとは異なる１つを含む、請求項１２９
に記載のシステム。
【請求項１３３】
　前記是正措置では、前記インスタンスを含む被影響複合体により提供されるサービスの
継続を中止することと、前記インスタンスを含む前記被影響複合体により提供される前記
サービスのレベルを調整することとのうち一方を行なう、請求項１２１に記載のシステム
。
【請求項１３４】
　前記是正措置では、前記不正センサデータを前記入力及び前記出力から取り除く、請求
項１２１に記載のシステム。
【請求項１３５】
　前記是正措置では、前記入力及び前記出力の前記不正センサデータを修正後のセンサデ
ータに置き換える、請求項１２１に記載のシステム。
【請求項１３６】
　前記是正措置では、メンテナンスを被影響複合体内に特定された前記インスタンスの前
記ソースに対して実施し、
　前記ソースは、前記環境監視デバイスと前記パートナー電子デバイスとのうち一方のデ
バイスを含む、請求項１２１に記載のシステム。
【請求項１３７】
　前記制御機構は、
　前記インターフェース機構に結合されるプロセッサと、
　前記プロセッサに結合されるメモリと、を備え、前記メモリは、前記プロセッサにより
実行されるように構成されるプログラムモジュールを格納し、前記プログラムモジュール
は、前記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する
命令を含む、請求項１２１に記載のシステム。
【請求項１３８】
　システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品であって、前記コンピュー
タプログラム製品は、非一時的なコンピュータ可読記憶媒体と、是正措置を実施するため
に前記非一時的なコンピュータ可読記憶媒体に埋め込まれるコンピュータプログラム機構
と、を備え、前記コンピュータプログラム機構は、
　サービスを環境監視デバイス及びパートナー電子デバイスを含む環境内で提供する複合
体内のコンポーネント群の間で授受される入力及び出力を監視する命令であって、前記環
境監視デバイスがエンティティに関連付けられ、前記パートナー電子デバイスが、前記シ
ステムに関連する第２エンティティのパートナーに関連付けられる、前記監視する命令を
含み、
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　所定の複合体内の前記コンポーネントは、前記環境監視デバイス群のうちの少なくとも
１つの環境監視デバイスと、前記パートナー電子デバイス及びサービスプロバイダのうち
の１つ以上と、を含み、
　前記サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、
及び緊急事態監視サービスのうちの１つのサービスを含み、
　前記所定の複合体内の所定のコンポーネントの前記入力及び前記出力は、複数の前記環
境のうちの１つ以上の環境内の１種類以上の環境状態を表わすセンサデータ、前記サービ
ス内の下位サービス、並びに前記センサデータ及び前記下位サービスに基づく前記所定の
複合体内の補償を含み、前記コンピュータプログラム機構は更に、
　監視対象の前記入力及び出力を格納する命令と、
　監視対象の前記入力及び出力を、品質基準に基づいて、かつ前記複合体内で授受される
これまでの入力及び出力に基づいて分析する命令と、
　前記分析に基づいてインスタンスを、不正センサデータと不正利用補償とのうち一方の
前記入力及び前記出力内に特定する命令と、
　是正措置を、特定した前記インスタンスに基づいて実施する命令と、を含む、コンピュ
ータプログラム製品。
【請求項１３９】
　前記是正措置では、特定した前記インスタンスに関する通知を被影響複合体に供給する
、請求項１３８に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項１４０】
　是正措置を実施するシステム実行方法であって、前記方法では、
　サービスを環境監視デバイス及びパートナー電子デバイスを含む環境内で提供する複合
体内のコンポーネント群の間で授受される入力及び出力を監視し、前記環境監視デバイス
がエンティティに関連付けられ、前記パートナー電子デバイスが、前記システムに関連す
る第２エンティティのパートナーに関連付けられ、
　所定のパートナー電子デバイスは、前記第２エンティティに代わって、モジュールとセ
ンサとのうち少なくとも一方を含み、
　前記サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、
及び緊急事態監視サービスのうちの１つのサービスを含み、
　前記所定の複合体内の所定のコンポーネントの前記入力及び前記出力は、複数の前記環
境のうちの１つ以上の環境内の１種類以上の環境状態を表わすセンサデータ、前記サービ
ス内の下位サービス、並びに前記センサデータ及び前記下位サービスに基づく前記所定の
複合体内の補償を含み、前記方法では更に、
　監視対象の前記入力及び出力を格納し、
　前記システム内の制御機構を使用して、監視対象の前記入力及び出力を、品質基準に基
づいて、かつ前記複合体内で授受されたこれまでの入力及び出力に基づいて分析し、
　前記分析に基づいてインスタンスを、不正センサデータと不正利用補償とのうち一方の
前記入力及び前記出力内に特定し、
　是正措置を、特定した前記インスタンスに基づいて実施する、システム実行方法。
【請求項１４１】
　システムであって、
　エンティティの環境監視デバイス、前記システムに関連する第２エンティティのパート
ナーのパートナー電子デバイス、及びサービスプロバイダのサービスプロバイダ電子デバ
イスと通信するように構成されるインターフェース機構であって、前記環境監視デバイス
及び前記パートナー電子デバイスが環境内に含まれる、前記インターフェース機構を備え
、
　前記サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、
及び緊急事態監視サービスのうちの１つのサービスを含み、前記システムは更に、
　前記インターフェース機構に結合される制御機構を備え、前記制御機構は、
　　サービスを前記環境内で提供する複合体内のコンポーネント群の間で授受される入力
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及び出力を監視するように構成され、所定の複合体内の前記コンポーネントは、前記環境
監視デバイス群のうちの少なくとも１つの環境監視デバイスと、前記パートナー電子デバ
イス及びサービスプロバイダのうちの１つ以上と、を含み、前記所定の複合体内の所定の
コンポーネントの前記入力及び前記出力は、複数の前記環境のうちの１つ以上の環境内の
１種類以上の環境状態を表わすセンサデータ、前記サービス内の下位サービス、並びに前
記センサデータ及び前記下位サービスに基づく前記所定の複合体内の補償を含み、前記制
御機構は更に、
　　監視対象の前記入力及び出力を格納し、
　　監視対象の前記入力及び出力を分析して、センサデータパターン、提案サービス、並
びに前記サービス時及び前記提案サービス時の提案センサデータ外注のうちの１つを判断
するように構成される、システム。
【請求項１４２】
　前記分析では、監視対象の現在の入力及び出力と、複数の前記複合体の少なくとも部分
集合体のこれまでの入力及び出力を比較する、請求項１４１に記載のシステム。
【請求項１４３】
　前記部分集合体中の前記複合体は、一般的な種類のサービスと一般的な種類のセンサデ
ータとのうち一方を有する、請求項１４２に記載のシステム。
【請求項１４４】
　前記制御機構は、前記複合体及び前記サービスを規定する情報を格納するように構成さ
れる、請求項１４１に記載のシステム。
【請求項１４５】
　前記センサデータは、前記環境監視デバイス及び前記パートナー電子デバイスのうちの
１つ以上のデバイスにより取得される、請求項１４１に記載のシステム。
【請求項１４６】
　前記所定の複合体内の前記環境監視デバイス群のうちの少なくとも前記１つの環境監視
デバイス、並びに前記パートナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのうちの前記
１つ以上は、異なるエンティティに関連付けられる、請求項１４１に記載のシステム。
【請求項１４７】
　データ権限に基づいて、前記異なるエンティティのうちの少なくとも幾つかのエンティ
ティは、異なるアクセス権限を前記入力及び前記出力に対して、かつ前記分析に対して有
する、請求項１４６に記載のシステム。
【請求項１４８】
　前記制御機構は、改修を規定する改修情報を複数の前記複合体のうちの１つの複合体に
、前記分析に基づいて供給するように構成される、請求項１４１に記載のシステム。
【請求項１４９】
　前記制御機構は、通知を前記分析に基づいて供給するように構成される、請求項１４１
に記載のシステム。
【請求項１５０】
　前記分析により、購入パターン、推奨製品機能、推奨小売棚卸、前記サービス及び前記
提案サービスの推奨料金、並びに／又は前記サービス及び前記提案サービスの推奨継続契
約期間のうちの１つを判断する、請求項１４１に記載のシステム。
【請求項１５１】
　前記制御機構は、
　前記サービスに関するリクエストを受信し、
　前記複合体、及び前記複合体内の前記コンポーネントの機能を規定する設定情報を供給
するように構成される、請求項１４１に記載のシステム。
【請求項１５２】
　複数の前記複合体のうちの少なくとも幾つかの複合体は、前記サービスを、複数の前記
環境の少なくとも部分集合体内で、複数の前記環境の少なくとも部分集合体の居住者によ
る措置が採られることなく提供する、請求項１５１に記載のシステム。
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【請求項１５３】
　複数の前記複合体のうちの少なくとも幾つかの複合体に宛てた前記サービスに関する前
記リクエストは、政府機関、保険プロバイダ、及び複数の前記環境の少なくとも前記部分
集合体の所有者のうちの１つに関連付けられる、請求項１５２に記載のシステム。
【請求項１５４】
　前記制御機構は、
　前記インターフェース機構に結合されるプロセッサと、
　前記プロセッサに結合されるメモリと、を備え、前記メモリは、前記プロセッサにより
実行されるように構成されるプログラムモジュールを格納し、前記プログラムモジュール
は、前記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する
命令を含む、請求項１４１に記載のシステム。
【請求項１５５】
　システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品であって、前記コンピュー
タプログラム製品は、非一時的なコンピュータ可読記憶媒体と、入力及び出力を分析する
ために前記非一時的なコンピュータ可読記憶媒体に埋め込まれるコンピュータプログラム
機構と、を備え、前記コンピュータプログラム機構は、
　サービスを環境監視デバイス及びパートナー電子デバイスを含む環境内で提供する複合
体内のコンポーネント群の間で授受される前記入力及び前記出力を監視する命令であって
、前記環境監視デバイスがエンティティに関連付けられ、前記パートナー電子デバイスが
、前記システムに関連する第２エンティティのパートナーに関連付けられる、前記監視す
る命令を含み、
　所定の複合体内の前記コンポーネントは、前記環境監視デバイス群のうちの少なくとも
１つの環境監視デバイスと、前記パートナー電子デバイス及びサービスプロバイダのうち
の１つ以上と、を含み、
　前記サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、
及び緊急事態監視サービスのうちの１つのサービスを含み、
　前記入力及び前記出力は、複数の前記環境のうちの１つ以上の環境内の１種類以上の環
境状態を表わすセンサデータ、前記サービス内の下位サービス、並びに前記センサデータ
及び前記下位サービスに基づく前記複合体内の補償を含み、前記コンピュータプログラム
機構は更に、
　監視対象の前記入力及び出力を格納する命令と、
　監視対象の前記入力及び出力を分析して、センサデータパターン、提案サービス、並び
に前記サービス時及び前記提案サービス時の提案センサデータ外注のうちの１つを判断す
る命令と、を含む、コンピュータプログラム製品。
【請求項１５６】
　前記所定の複合体内の前記環境監視デバイス群のうちの少なくとも前記１つの環境監視
デバイス、並びに前記パートナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのうちの前記
１つ以上は、異なるエンティティに関連付けられ、
　データ権限に基づいて、前記異なるエンティティのうちの少なくとも幾つかのエンティ
ティは、異なるアクセス権限を前記入力及び前記出力に対して、かつ前記分析に対して有
する、請求項１５５に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項１５７】
　前記コンピュータプログラム機構は、改修を規定する改修情報を、複数の前記複合体の
うちの１つの複合体に、前記分析に基づいて供給する命令を含む、請求項１５５に記載の
コンピュータプログラム製品。
【請求項１５８】
　前記分析により、購入パターン、推奨製品機能、推奨小売棚卸、前記サービス及び前記
提案サービスの推奨料金、並びに前記サービス及び前記提案サービスの推奨継続契約期間
のうちの１つを判断する、請求項１５５に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項１５９】
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　前記コンピュータプログラム機構は、
　前記サービスに関するリクエストを受信する命令と、
　前記複合体、及び前記複合体内の前記コンポーネントの機能を規定する設定情報を供給
する命令と、を含む、請求項１５５に記載のコンピュータプログラム製品。
【請求項１６０】
　入力及び出力を分析するシステム実行方法であって、前記方法では、
　サービスを環境監視デバイス及びパートナー電子デバイスを含む環境内で提供する複合
体内のコンポーネント群の間で授受される前記入力及び前記出力を監視し、前記環境監視
デバイスがエンティティに関連付けられ、前記パートナー電子デバイスが、前記システム
に関連する第２エンティティのパートナーに関連付けられ、
　所定の複合体内の前記コンポーネントは、前記環境監視デバイス群のうちの少なくとも
１つの環境監視デバイスと、前記パートナー電子デバイス及びサービスプロバイダのうち
の１つ以上と、を含み、
　前記サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、
及び緊急事態監視サービスのうちの１つのサービスを含み、
　前記入力及び前記出力は、複数の前記環境のうちの１つ以上の環境内の１種類以上の環
境状態を表わすセンサデータ、前記サービス内の下位サービス、並びに前記センサデータ
及び前記下位サービスに基づく前記複合体内の補償を含み、前記方法では更に、
　監視対象の前記入力及び出力を格納し、
　前記システム内の制御機構を使用して、監視対象の前記入力及び出力を分析して、セン
サデータパターン、提案サービス、及び前記サービス時及び前記提案サービス時の提案セ
ンサデータ外注のうちの１つを判断する、システム実行方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
発明者：Nina S. Joshi, Adam M. Gettings, Eddy Y. Chan, Andrew G. Stevens, Lucas 
D. Ivers and Bjorn H. Hovland
（関連出願の相互参照）
　本出願は、２０１４年９月８日出願の米国仮特許出願第６２／０４７，４４０号、２０
１５年４月３０日出願の米国特許出願第１４／７０１，３９９号、２０１５年４月３０日
出願の米国特許出願第１４／７０１，４１０号、２０１５年４月３０日出願の米国特許出
願第１４／７０１，４２１号、２０１５年４月３０日出願の米国特許出願第１４／７０１
，４３５号、２０１５年４月３０日出願の米国特許出願第１４／７０１，４３９号、２０
１５年４月３０日出願の米国特許出願第１４／７０１，４４５号、２０１５年４月３０日
出願の米国特許出願第１４／７０１，４５０号、及び２０１５年４月３０日出願の米国特
許出願第１４／７０１，４５１号の優先権を主張するものであり、これらの特許出願の内
容全体が引用をもって本明細書に組み込み記載されているものとする。
【背景技術】
【０００２】
　記載の実施形態は概して、環境の環境状態の監視に関するものである。
【０００３】
　接続性のトレンド、及びポータブル電子デバイスのトレンドは、人々の生活に劇的な変
化をもたらしている。例えば、インターネットにより現在、個人は、膨大な量の情報にア
クセスすることができるのみならず、世界中の個人、組織、及び企業を特定し、インタラ
クションを行なうことができるようになっている。これにより、オンライン金融取引（ 
‘ｅｃｏｍｍｅｒｃｅ（イーコマース）’と表記される場合がある）が劇的に拡大してい
る。同様に、ポータブル電子デバイス（スマートフォン及びタブレットのような）の計算
能力及び通信能力が益々強化され、一連のアプリケーションが大規模化して発展していく
ことにより、これらの変化が加速され、個人が情報に任意の場所でアクセスすることがで
き、この情報を活用して多種多様なタスクを行なう機能を持つことができるようになって
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いる。
【０００４】
　近年、これらの機能を、人々があまりインタラクションを行わない電子デバイスを含む
、我々の周りに在る他の電子デバイスに取り入れることが提案されている。所謂‘Ｉｎｔ
ｅｒｎｅｔ　ｏｆ　ｔｈｉｎｇｓ（モノのインターネット）’では、未来版のこれらの所
謂‘ｂａｃｋｇｒｏｕｎｄ（バックグラウンド）’電子デバイスに、更に強力な計算能力
及びネットワーキングサブシステムを搭載して、有線通信または無線通信を容易にするこ
とが提案されている。例えば、バックグラウンド電子デバイスは、セルラーネットワーク
インターフェース（LTEなど）、無線ローカルエリアネットワークインターフェース（例
えば、Institute of Electrical and Electronics Engineers (IEEE) 802.11 standard（
米国電気電子学会802.11規格、またはワシントン州カークランド市に本拠を置くBluetoot
h Special Interest Groupの定めるBluetoothTM（登録商標）規格に規定されているよう
な無線ネットワーク）、及び／又は別の種類の無線インターフェース（近距離無線通信イ
ンターフェースのような）を含むことができる。これらの機能により、バックグラウンド
電子デバイスを情報ネットワークに組み込むことができるようになり、人々の生活に更な
る変革をもたらすことができる。
【０００５】
　しかしながら、人々の自宅、オフィス、及び車両に在る既存のバックグラウンド電子デ
バイスの圧倒的多数は、強化された計算能力（多種多様なアプリケーションを実行するこ
とができるプロセッサのような）を持っておらず、ネットワーキングサブシステムも持っ
ていない。多くの市場セグメント（消費者市場セグメントのような）の経済的状況を考え
ると、これらの所謂‘ｌｅｇａｃｙ（レガシー）’ バックグラウンド電子デバイス（‘
ｌｅｇａｃｙ　ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｄｅｖｉｃｅｓ（レガシー電子デバイス）’と表
記される場合がある）が直ぐにとって代わられそうにはない。
【０００６】
　参入して変革する際に立ちはだかるこれらの障害は、モノのインターネットを広範に実
践していく際に立ちはだかる障害である。例えば、強化された計算能力及び／又はネット
ワーキングサブシステムが存在しない状態では、レガシー電子デバイスと通信することが
困難である可能性がある。更に、電子デバイスが、強化された計算機能及び／又はネット
ワーキングサブシステムを有する場合でも、異なる通信プロトコルを使用する電子デバイ
スと通信することは困難である可能性がある。これらの課題のため、特定の電子デバイス
を特定してデータを交換するといった基本的なタスクを実行することが困難になるので、
実行することができるアプリケーション及びタスクが制限されてしまう。
【発明の概要】
【０００７】
　本開示の１つの態様は、環境監視デバイスに関するものである。この環境監視デバイス
は、前記環境監視デバイスを含む外部環境に関するセンサデータを供給するセンサ機構で
あって、前記センサデータが、前記外部環境内の環境状態を表わす、前記センサ機構と、
１つ以上の電子デバイスと通信するインターフェース回路であって、前記１つ以上の電子
デバイスが、前記外部環境に関連するエンティティの電子デバイス（コンピュータまたは
携帯電話のような）を含む、前記インターフェース回路と、前記センサ機構及び前記イン
ターフェース回路に結合される制御機構（プロセッサまたは制御ロジックのような）と、
を含む。前記制御機構は、前記センサデータに基づいて、前記環境状態及び／又は前記外
部環境に関連するアラートを決定し、前記インターフェース回路を介して、サービス提案
を前記電子デバイスに対して前記アラートに基づいて提供し、前記サービス提案は、前記
環境状態に関連する情報を含む。また、前記制御機構は、前記インターフェース回路を介
して、前記サービス提案に対する応答を前記電子デバイスから受信し、前記応答によりサ
ービスが前記環境状態に基づいて許可され、前記サービスを実施する。
【０００８】
　前記サービスでは、前記アラートを提示することができることに留意されたい。例えば
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、前記環境監視デバイスは、前記アラートを前記電子デバイスに送信することができ、前
記エンティティは、前記環境監視デバイスのユーザ若しくは所有者、借家人、資産所有者
（家主のような）、メンテナンス要員、及び／又は資産管理者に関連付けることができる
。
【０００９】
　また、前記サービス時、前記制御機構は、前記外部環境内のレギュレータデバイスに指
示を与えて前記環境状態を改修することができ、前記レギュレータデバイスは、前記エン
ティティとは異なる第２エンティティおよび前記環境監視デバイスのプロバイダに関連付
けられ、前記指示は、前記第２エンティティに関する補償（または、前記補償を規定する
情報）を含むことができる。例えば、前記補償は、前記環境状態をアラートごとに改修す
るための補償、及び／又は前記環境状態を少なくとも所定期間中に改修するための補償と
することができる。
【００１０】
　前記サービスは、アラートごとに提供することができることに留意されたい。別の構成
として、または更に、前記サービスは、時間の関数として前記環境状態に基づいて選択的
に提供することができる。このように、幾つかの実施形態では、サービスは必要に応じて
提供される。
【００１１】
　更に、前記外部環境内の前記サービスの空間範囲は、時間の関数として前記環境状態に
基づいて変化させることができる。
【００１２】
　更に、前記サービスを実施する際に、ソフトウェアを前記環境監視デバイスにダウンロ
ードすることができて、前記ソフトウェアが前記環境監視デバイスにより実行されると、
前記ソフトウェアにより前記サービスが実施され、及び／又は前記環境監視デバイス内の
ソフトウェアモジュールを有効化することができて、前記ソフトウェアモジュールが前記
環境監視デバイスにより実行されると、前記ソフトウェアモジュールにより前記サービス
が実施される。幾つかの実施形態では、前記サービスを実施する際に、前記センサデータ
を、前記第２エンティティ、または前記エンティティと異なるものとできる第３エンティ
ティの別の電子デバイスに送信することが含まれ、前記センサデータに基づく補償（また
は、前記補償を規定する情報）を、前記電子デバイスに対して、及び／又は前記エンティ
ティに関連する金融口座を管理する口座管理コンピュータシステムに対して与えることが
含まれる。
【００１３】
　また、前記サービスは、前記外部環境内の物品、前記外部環境の一部、及び／又は前記
外部環境に対する保険を含むことができる。
【００１４】
　更に、前記制御機構は、更に別のセンサデータを他の環境内の他の環境センサから受信
することができ、前記決定は、前記更に別のセンサデータに基づいて行なうことができる
。
【００１５】
　更に、前記制御機構は、プロセッサと、前記プロセッサに結合されるメモリと、を含み
、前記メモリは、前記プロセッサにより実行されるプログラムモジュールを格納する。前
記プログラムモジュールは、前記制御機構により実行される複数の操作のうちの少なくと
も幾つかの操作に関する命令を含むことができる。
【００１６】
　別の実施形態は、前記環境監視デバイスに関連して使用されるコンピュータプログラム
製品を提供する。このコンピュータプログラム製品は、前記環境監視デバイスにより実行
される前述の複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を含むことができ
る。
【００１７】
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　別の実施形態は、前記サービスを実施する方法を提供する。動作状態では、前記環境監
視デバイスは、前記環境監視デバイス内のセンサ機構により供給されるセンサデータであ
って、前記外部環境内の前記環境状態を表わす前記センサデータに基づいて、前記環境状
態及び／又は前記外部環境に関連するアラートを決定する。次に、前記環境監視デバイス
は、前記環境監視デバイス内の前記インターフェース回路を介して、前記アラートに基づ
いて、前記サービス提案を前記外部環境に関連する前記エンティティの前記電子デバイス
に対して提供し、前記サービス提案は、前記環境状態に関連する情報を含む。また、前記
環境監視デバイスは、前記インターフェース回路を介して、前記サービス提案に対する応
答を前記電子デバイスから受信し、前記応答により前記サービスが前記環境状態に基づい
て許可される。次に、前記環境監視デバイスは前記サービスを実施する。
【００１８】
　別の実施形態は、環境監視デバイスに関するものであり、前記環境監視デバイスは、前
記環境監視デバイスを含む外部環境に関するセンサデータを供給するセンサ機構であって
、前記センサデータが、前記外部環境内の環境状態を表わす、前記センサ機構と、エンテ
ィティ群の電子デバイスと通信するインターフェース回路と、前記センサ機構及び前記イ
ンターフェース回路に結合される制御機構（プロセッサまたは制御ロジックのような）と
、を含む。前記制御機構は、前記センサデータを受信し、前記センサデータの部分集合を
、前記エンティティ群のデータ権限に基づいて生成し、前記エンティティ群の少なくとも
幾つかのエンティティの前記データ権限は異なっており、前記センサデータの対応する前
記部分集合のうちの少なくとも幾つかの部分集合は異なっており、前記制御機構は更に、
前記インターフェース回路を介して、前記センサデータの前記部分集合を前記電子デバイ
スに供給する。
【００１９】
　また、前記制御機構は、前記インターフェース回路を介して、前記外部環境に関する利
用可能なセンサデータを規定するデータ利用可能性情報を供給することができ、前記イン
ターフェース回路を介して、前記データ利用可能性情報に応答するリクエストを前記電子
デバイスから受信することができ、前記データ権限は前記リクエストに対応する。例えば
、前記制御機構は、前記データ権限を前記リクエストに基づいて決定することができる。
別の構成として、または更に、前記データ権限は前記リクエスト内に規定することができ
る。前記データ利用可能性情報は、前記電子デバイス、及び／又はセンサデータ流通市場
を実現するシステムに供給されることに留意されたい。
【００２０】
　幾つかの実施形態では、前記データ権限は、時間及び／又は前記環境状態の関数として
変化する。
【００２１】
　また、前記データ権限は、前記センサ機構により監視される前記外部環境内の異なる空
間範囲、及び／又は前記外部環境に関連する情報の異なる種類を規定することができる。
【００２２】
　前記エンティティは、前記外部環境内の借家人、前記外部環境の資産管理者、前記外部
環境の所有者（家主のような）、及び前記外部環境を維持するメンテナンス要員のうちの
２つ以上を含むことができることに留意されたい。
【００２３】
　更に、前記制御機構は、プロセッサと、前記プロセッサに結合されるメモリと、を含む
ことができ、前記メモリは、前記プロセッサにより実行されるプログラムモジュールを格
納する。前記プログラムモジュールは、前記制御機構により実行される複数の操作のうち
の少なくとも幾つかの操作に関する命令を含むことができる。
【００２４】
　別の実施形態は、前記環境監視デバイスに関連して使用されるコンピュータプログラム
製品を提供する。このコンピュータプログラム製品は、前記環境監視デバイスにより実行
される前述の複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する指示を含むことができ
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る。
【００２５】
　別の実施形態は、前記センサデータの部分集合を供給する方法を提供する。動作状態で
は、前記環境監視デバイスは、前記外部環境内の前記環境状態を表わす前記センサデータ
を前記環境監視デバイス内の前記センサ機構から受信する。次に、前記環境監視デバイス
は、前記センサデータの前記部分集合を前記エンティティ群の前記データ権限に基づいて
生成し、前記エンティティ群のうちの少なくとも幾つかのエンティティの前記データ権限
は異なっており、前記センサデータの対応する前記部分集合のうちの少なくとも幾つかの
部分集合は異なっている。次に、前記環境監視デバイスは、前記環境監視デバイス内の前
記インターフェース回路を介して、前記センサデータの前記部分集合を前記エンティティ
群の前記電子デバイスに供給する。
【００２６】
　別の実施形態はシステムに関するものであり、前記システムは、電子デバイスと通信す
るインターフェース機構と、前記インターフェース機構に結合される制御機構（プロセッ
サまたは制御ロジックのような）と、を含む。前記制御機構は、前記インターフェース機
構を介して、環境に関連するサービスに関するサービスリクエストをエンティティの電子
デバイス（コンピュータまたは携帯電話のような）から受信し、前記サービスリクエスト
に応答して、環境監視デバイスを前記環境内に特定し、前記環境監視デバイスは、前記環
境内の環境状態を表わすセンサデータを供給し、前記環境監視デバイスは、前記エンティ
ティとは異なる第２エンティティに関連付けられ、かつ前記システムに関連する第３エン
ティティに関連付けられる。また、前記制御機構は、前記インターフェース機構を介して
、前記センサデータに関するデータリクエストを前記環境監視デバイスに供給し、前記イ
ンターフェース機構を介して、前記データリクエストに応答する前記センサデータを前記
環境監視デバイスから受信し、前記サービスを前記エンティティに前記環境状態に基づい
て提供する。
【００２７】
　前記サービスリクエストは、前記サービスに基づく前記第３エンティティに対する補償
（または、補償を規定する情報）を含むことができることに留意されたい。
【００２８】
　また、前記サービスは、前記センサデータの種類に関連付けることができ、前記環境監
視デバイスは、前記センサデータの前記種類に基づいて特定することができる。
【００２９】
　更に、前記制御機構は、前記センサデータを分析することができ、前記サービスは、前
記分析済みセンサデータに基づいて提供される。
【００３０】
　更に、前記第２エンティティはサービスプロバイダを含み、前記データリクエストは、
前記センサデータに基づく前記第２エンティティに対する補償（または、補償を規定する
情報）を含むことができる。別の構成として、前記第２エンティティは、前記第３エンテ
ィティのパートナーを含むことができ、前記センサデータは、前記センサデータに基づく
前記第２エンティティに対する補償が行われることなく受信される。
【００３１】
　幾つかの実施形態では、前記制御機構は、前記環境内のレギュレータデバイスに指示を
与えて前記環境状態を改修し、前記レギュレータデバイスは、前記第２エンティティ、並
びに／又は前記エンティティ、前記第２エンティティ、及び前記第３エンティティとは異
なる第４エンティティに関連付けられる。また、前記指示は、前記環境状態を改修するた
めの補償（または、補償を規定する情報）を含むことができる。例えば、前記補償は、前
記環境状態をイベントごとに改修するための補償、及び／又は前記環境状態を少なくとも
所定期間中に改修するための補償とすることができる。
【００３２】
　更に、前記サービスは、１回限りで提供することができる。別の構成として、または更
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に、前記サービスは、時間の関数として前記環境状態に基づいて選択的に提供することが
できる。
【００３３】
　前記サービスを実施する際に、ソフトウェアを前記環境監視デバイスにダウンロードす
ることができて、前記ソフトウェアが前記環境監視デバイスにより実行されると、前記ソ
フトウェアにより前記サービスが実施され、及び／又は離れた場所から前記環境監視デバ
イス内のソフトウェアモジュールを有効化することができて、前記ソフトウェアモジュー
ルが前記環境監視デバイスにより実行されると、前記ソフトウェアモジュールにより前記
サービスが実施されることに留意されたい。
【００３４】
　更に、前記サービスは、前記環境内の物品、前記環境の一部、及び／又は前記環境に対
する保険を含むことができる。
【００３５】
　幾つかの実施形態では、前記制御機構は、前記インターフェース回路に結合されるプロ
セッサと、前記プロセッサに結合されるメモリと、を含み、前記メモリは、前記プロセッ
サにより実行されるプログラムモジュールを格納する。前記プログラムモジュールは、前
記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を
含むことができる。
【００３６】
　別の実施形態は、前記システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品を提
供する。このコンピュータプログラム製品は、前記システムにより実行される前述の複数
の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を含むことができる。
【００３７】
　別の実施形態は、前記サービスを提供する方法を提供する。動作状態では、前記システ
ムは、前記システム内の前記インターフェース機構を介して、前記環境に関連する前記サ
ービスに関するサービスリクエストを前記エンティティの電子デバイスから受信する。次
に、前記システムは、前記サービスリクエストに応答して、環境監視デバイスを前記環境
内に特定し、前記環境監視デバイスは、前記環境内の前記環境状態を表わすセンサデータ
を供給し、前記環境監視デバイスは、前記エンティティとは異なる前記第２エンティティ
に関連付けられ、かつ前記システムに関連する第３エンティティに関連付けられる。また
、前記システムは、前記インターフェース機構を介して、前記センサデータに関するデー
タリクエストを前記環境監視デバイスに供給する。次に、前記システムは、前記インター
フェース機構を介して、前記データリクエストに応答する前記センサデータを前記環境監
視デバイスから受信する。更に、前記システムは、前記サービスを前記エンティティに前
記環境状態に基づいて提供する。
【００３８】
　別の実施形態はシステムに関するものであり、前記システムは、電子デバイスと通信す
るインターフェース機構と、前記インターフェース機構に結合される制御機構（プロセッ
サまたは制御ロジックのような）と、を含む。前記制御機構は、前記インターフェース機
構を介して、環境に関連するアラートを受信し、前記アラートに応答して、環境監視デバ
イスを前記環境内に特定し、前記環境監視デバイスは、前記環境内の環境状態を表わすセ
ンサデータを供給し、前記環境監視デバイスは、前記システムに関連する第３エンティテ
ィとは異なる第２エンティティに関連付けられる。また、前記制御機構は、前記インター
フェース機構を介してサービス提案、前記環境に関連するエンティティに関連する電子デ
バイス（携帯電話のような）に対して提供し、前記サービス提案は、前記環境状態に関連
する情報を含み、前記エンティティは、前記第２エンティティ及び前記第３エンティティ
とは異なっており、前記インターフェース機構を介して、前記サービス提案に対する応答
を前記電子デバイスから受信し、前記応答によりサービスが許可される。更に、前記制御
機構は、前記インターフェース機構を介して、前記センサデータに関するデータリクエス
トを前記環境監視デバイスに供給し、前記インターフェース機構を介して、前記データリ
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クエストに応答する前記センサデータを前記環境監視デバイスから受信し、前記サービス
を前記エンティティに前記環境状態に基づいて提供する。
【００３９】
　前記サービスは前記センサデータの種類に関連付けることができ、前記環境監視デバイ
スは、前記センサデータの前記種類に基づいて特定することができることに留意されたい
。
【００４０】
　また、前記制御機構は、前記センサデータを分析することができ、前記サービスは前記
分析済みセンサデータに基づいて提供される。
【００４１】
　更に、前記応答は、前記サービスに基づく前記第３エンティティに対する補償（または
、補償を規定する情報）を含むことができる。
【００４２】
　幾つかの実施形態では、前記第２エンティティはサービスプロバイダを含み、前記デー
タリクエストは、前記センサデータに基づく前記第２エンティティに対する補償を含む。
別の構成として、前記第２エンティティは、前記第３エンティティのパートナーを含むこ
とができ、前記センサデータは、前記センサデータに基づく前記第２エンティティに対す
る補償が行われることなく受信される。
【００４３】
　また、前記制御機構は、指示を前記環境内のレギュレータデバイスに与えて前記環境状
態を改修することができる。前記レギュレータデバイスは、前記第２エンティティに関連
付けられ、及び／又は前記エンティティ、前記第２エンティティ、及び前記第３エンティ
ティとは異なる第４エンティティに関連付けられ、前記指示は、前記環境状態を改修する
ための補償を含むことができる。例えば、前記補償は、前記環境状態をイベントごとに改
修するための補償、及び／又は前記環境状態を少なくとも所定期間中に改修するための補
償とすることができる。
【００４４】
　前記サービスは、１回限りで提供することができることに留意されたい。別の構成とし
て、前記サービスは、時間の関数として前記環境状態に基づいて選択的に提供することが
できる。
【００４５】
　更に、前記サービスを実施する際に、ソフトウェアを前記環境監視デバイスにダウンロ
ードすることができて、前記ソフトウェアが前記環境監視デバイスにより実行されると、
前記ソフトウェアにより前記サービスが実施され、及び／又は離れた場所から前記環境監
視デバイス内のソフトウェアモジュールを有効化することができて、前記ソフトウェアモ
ジュールが前記環境監視デバイスにより実行されると、前記ソフトウェアモジュールによ
り前記サービスが実施される。
【００４６】
　更に、前記サービスは、前記環境内の物品、前記環境の一部、及び／又は前記環境に対
する保険を含むことができる。
【００４７】
　幾つかの実施形態では、前記制御機構は、前記インターフェース機構に結合されるプロ
セッサと、前記プロセッサに結合されるメモリと、を含み、前記メモリは、前記プロセッ
サにより実行されるプログラムモジュールを格納する。前記プログラムモジュールは、前
記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を
含むことができる。
【００４８】
　別の実施形態は、前記システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品を提
供する。このコンピュータプログラム製品は、前記システムにより実行される前述の複数
の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を含むことができる。
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【００４９】
　別の実施形態は、前記サービスを提供する方法を提供する。動作状態では、前記システ
ムは、前記システム内のインターフェース機構を介して、環境に関連するアラートを受信
する。次に、前記システムは、前記アラートに応答して、環境監視デバイスを前記環境内
に特定し、前記環境監視デバイスは、前記環境内の前記環境状態を表わすセンサデータを
供給し、前記環境監視デバイスは、前記システムに関連する第３エンティティとは異なる
第２エンティティに関連付けられる。また、前記システムは、前記インターフェース機構
を介して前記サービス提案を、前記環境に関連するエンティティに関連する電子デバイス
に対して提供し、前記サービス提案は、前記環境状態に関連する情報を含み、前記エンテ
ィティは、前記第２エンティティ及び前記第３エンティティとは異なっている。次に、前
記システムは、前記インターフェース機構を介して、前記サービス提案に対する応答を前
記電子デバイスから受信し、前記応答によりサービスが許可され、前記インターフェース
機構を介して、前記センサデータに関するデータリクエストを前記環境監視デバイスに供
給する。更に、前記システムは、前記インターフェース機構を介して、前記データリクエ
ストに応答する前記センサデータを前記環境監視デバイスから受信し、前記サービスを前
記エンティティに前記環境状態に基づいて提供する。
【００５０】
　別の実施形態は、システムに関するものであり、前記システムは、環境監視デバイス及
び電子デバイス（コンピュータまたは携帯電話のような）と通信するインターフェース機
構であって、前記環境監視デバイスが前記システムに関連する第３エンティティとは異な
る第２エンティティに関連付けられ、前記電子デバイスが前記エンティティに関連づけら
れる、前記インターフェース機構と、前記インターフェース機構に結合される制御機構と
、を含む。前記制御機構は、前記インターフェース機構を介して、センサデータを環境内
の環境監視デバイスから受信し、前記センサデータが前記環境内の環境状態を表わし、前
記センサデータを分析して、ある環境状態が所定期間中に複数の前記環境のうちの少なく
とも１つの環境において発生する確率を導出し、前記エンティティが、複数の前記環境の
うちの少なくとも前記１つの環境に関連付けられる。また、前記制御機構は、前記サービ
スの採算性に必要な前記環境内のサービスの同一料金継続契約期間を、前記導出確率、及
び前記サービスに関連する推定コストに基づいて算出し、前記インターフェース機構を介
して、前記環境状態に関連する前記サービスに関するサービス提案を前記電子デバイスに
対して提供し、前記サービス提案は、前記算出同一料金継続契約期間に基づく少なくとも
料金及び継続契約期間を含む。
【００５１】
　更に、前記制御機構は、前記インターフェース機構を介して、前記サービス提案に対す
る応答を前記電子デバイスから受信し、前記応答により前記サービスが許可され、前記サ
ービスを前記エンティティに前記環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デバイ
スからの次のセンサデータに基づいて提供することができる。前記応答は、前記エンティ
ティによる措置が採られることなく受信することができる。更に、前記サービスは、前記
環境状態の発生に基づいて選択的に提供することができる。
【００５２】
　幾つかの実施形態では、前記制御機構は、前記インターフェース機構を介して、更に別
のセンサデータに関するデータリクエストを少なくとも、前記環境監視デバイス群のうち
の１つ以上の環境監視デバイス、及び／又は少なくとも前記１つの環境内の１つ以上の更
に別の環境監視デバイスに供給し、前記インターフェース機構を介して、前記データリク
エストに応答する前記更に別のセンサデータを受信する。前記制御機構は、前記料金及び
／又は前記継続契約期間を、前記更に別のセンサデータに基づいて更新することができる
。前記更に別のセンサデータは、前記センサデータのタイムスタンプよりも後の時刻のタ
イムスタンプに関連付けられる、または前記センサデータのタイムスタンプよりも後の時
刻のタイムスタンプを有することができることに留意されたい。また、前記サービスは、
前記更に別のセンサデータに基づいて提供される、及び／又は前記制御機構は、前記更に
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別のセンサデータに基づく補償を行なう（または、補償を規定する情報を供給する）こと
ができる。
【００５３】
　更に、前記制御機構は、前記センサデータに基づく補償を前記第２エンティティに対し
て行なう（または、補償を規定する情報を供給する）ことができる。
【００５４】
　前記センサデータは継続的に受信することができ、前記分析は、前記同一料金継続契約
期間を更新するために動的に実行されうることに留意されたい。
【００５５】
　更に、前記サービス提案は、前記算出同一料金継続契約期間に基づく複数の料金と継続
契約期間のペアを含むことができる。幾つかの実施形態では、前記制御機構は、前記イン
ターフェース機構を介して、前記サービス提案に対する応答を前記電子デバイスから受信
し、前記応答により、前記複数の料金と継続契約期間のペアのうちの１つのペアの料金及
び継続契約期間を要する前記サービスが許可され、前記サービスを前記エンティティに、
前記環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デバイスからの次のセンサデータに
基づいて提供する。
【００５６】
　また、前記センサデータは、前記環境内の前記環境状態を表わす現在のセンサデータ、
及びこれまでのセンサデータを含むことができる。更に、前記サービスは、少なくとも前
記１つの環境内の物品、少なくとも前記１つの環境の一部、及び／又は少なくとも前記１
つの環境に対する保険を含むことができる。更に、前記継続契約期間は、前記環境状態が
１回発生する期間、及びインスタンスが所定回数発生する期間を含むことができる。
【００５７】
　前記サービスを実施する際に、ソフトウェアを少なくとも前記１つの環境監視デバイス
にダウンロードすることができ、前記ソフトウェアが少なくとも前記１つの環境監視デバ
イスにより実行されると、前記ソフトウェアにより前記サービスが実施され、及び／又は
離れた場所から少なくとも前記１つの環境監視デバイス内のソフトウェアモジュールを有
効化することができ、前記ソフトウェアモジュールが少なくとも前記１つの環境監視デバ
イスにより実行されると、前記ソフトウェアモジュールにより前記サービスが実施される
ことに留意されたい。
【００５８】
　幾つかの実施形態では、前記制御機構は、前記インターフェース機構に結合されるプロ
セッサと、前記プロセッサに結合されるメモリと、を含み、前記メモリは、前記プロセッ
サにより実行されるプログラムモジュールを格納する。前記プログラムモジュールは、前
記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を
含む。
【００５９】
　別の実施形態は、前記システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品を提
供する。このコンピュータプログラム製品は、前記システムにより実行される前述の複数
の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を含むことができる。
【００６０】
　別の実施形態は、前記サービスに関するサービス提案を提供する方法を提供する。動作
状態では、前記システムは、前記システム内の前記インターフェース機構を介して、セン
サデータを前記環境内の前記環境監視デバイスから受信し、前記センサデータは、前記環
境内の前記環境状態を表わし、前記環境監視デバイスは、前記システムに関連する前記第
３エンティティとは異なる前記第２エンティティに関連付けられる。次に、前記システム
は、前記センサデータを分析することにより、前記環境状態が所定期間中に複数の前記環
境のうちの少なくとも１つの環境内で発生する確率を導出し、複数の前記環境のうちの少
なくとも前記１つの環境は、前記エンティティに関連付けられる。また、前記システムは
、前記サービスの採算性に必要な前記環境内の前記サービスの同一料金継続契約期間を、
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前記導出確率、及び前記サービスに関連する推定コストに基づいて算出する。次に、前記
システムは、前記インターフェース機構を介して、前記環境状態に関連する前記サービス
に関するサービス提案を、前記エンティティに関連する電子デバイスに対して提供し、前
記サービス提案は、前記算出同一料金継続契約期間に基づく少なくとも前記料金及び前記
継続契約期間を含む。
【００６１】
　別の実施形態は、システムに関するものであり、前記システムは、第２エンティティの
環境監視デバイス、前記システムに関連する第３エンティティのパートナーのパートナー
電子デバイス、及びサービスプロバイダのサービスプロバイダ電子デバイスと通信するイ
ンターフェース機構を含み、前記環境監視デバイス及び前記パートナー電子デバイスは環
境内に含まれる。所定のパートナー電子デバイスは、前記第３エンティティに代わって、
少なくともモジュール及び／又はセンサを含むことができ、前記サービスプロバイダは、
メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、及び／又は緊急事態監視サービ
スを含むことに留意されたい。また、前記システムは、前記インターフェース機構に結合
される制御機構（プロセッサまたは制御ロジックのような）を含む。前記制御機構は、前
記環境監視デバイス群のうちの少なくとも１つの環境監視デバイスからのセンサデータで
あって、前記環境内の環境状態を表わす前記センサデータに基づいて、前記環境に関連す
るサービスを提供する複合体を特定し、前記複合体は、前記環境監視デバイス群のうちの
１つ以上の環境監視デバイスと、前記パートナー電子デバイス及び／又は前記サービスプ
ロバイダのうちの１つ以上と、を含む。前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の
環境監視デバイス、及び前記パートナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのうち
の前記１つ以上は、異なるエンティティに関連付けられることに留意されたい。また、前
記制御機構は、前記インターフェース機構を介して、前記サービス内の前記複合体及び機
能を規定する設定情報を、前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバ
イス、及び前記パートナー電子デバイス及び／又は前記サービスプロバイダ電子デバイス
のうちの１つ以上の電子デバイスに送信し、前記設定情報は、前記複合体の間の相互関係
を規定し、前記相互関係によってサービスデータ階層を定義する。更に、前記サービスデ
ータ階層は、前記センサデータ、前記サービス内の下位サービス、及び前記センサデータ
及び前記下位サービスに基づく前記複合体内の補償（または、補償を規定する情報）の授
受を規定することができる。
【００６２】
　更に、前記制御機構は、前記サービスに関するリクエストを、前記環境に関連するエン
ティティに関連する電子デバイスから受信することができ、前記エンティティは、前記第
２エンティティ、前記第３エンティティ、前記パートナー、及び前記サービスプロバイダ
とは異なっており、前記複合体は、前記リクエストに基づいて特定される。
【００６３】
　幾つかの実施形態では、前記複合体は、前記環境に関連する前記エンティティからリク
エストを受けることなく特定される。
【００６４】
　また、前記制御機構は、前記サービスに関するサービス提案を、前記環境に関連する前
記エンティティに関連する前記電子デバイスに対して提供することができ、前記サービス
提案に対する応答を前記電子デバイスから受信することができ、前記応答により前記サー
ビスが許可され、前記複合体に通知して前記サービスを提供させることができる。
【００６５】
　更に、前記複合体は、前記環境状態が発生する場合、及び／又は前記環境状態が発生す
るリスクが閾値を超える場合に特定される。
【００６６】
　更に、前記制御機構は、前記インターフェース機構を介して、前記環境状態が前記環境
内で発生していることに関するアラートを受信することができ、前記環境監視デバイス群
のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスは、前記アラートに基づいて特定される。
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【００６７】
　幾つかの実施形態では、前記制御機構は、１つ以上の改修を規定する改修情報を前記複
合体に、前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイス、及び／又は
前記環境内の更に別の環境監視デバイスからの更に別のセンサデータに基づいて供給する
。
【００６８】
　また、前記制御機構は、前記サービスの１つ以上の改定を規定する改定情報を、前記環
境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイス、及び／又は前記環境内の更
に別の環境監視デバイスからの、更に別のセンサデータに基づいて供給することができる
。更に、前記制御機構は、１つ以上の改修を規定する改修情報を前記複合体に、前記サー
ビスの前記１つ以上の改定に基づいて供給することができる。
【００６９】
　前記サービスは前記センサデータの種類に関連付けることができ、前記環境監視デバイ
ス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスは、前記センサデータの前記種類に基づい
て特定することができることに留意されたい。
【００７０】
　幾つかの実施形態では、前記制御機構は、前記インターフェース機構に結合されるプロ
セッサと、前記プロセッサに結合されるメモリと、を含み、前記メモリは、前記プロセッ
サにより実行されるプログラムモジュールを格納する。前記プログラムモジュールは、前
記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を
含む。
【００７１】
　別の実施形態は、前記システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品を提
供する。このコンピュータプログラム製品は、前記システムにより実行される前述の複数
の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を含むことができる。
【００７２】
　別の実施形態は、複合体を特定する方法を提供する。動作状態では、前記システムは、
前記第２エンティティ群の環境監視デバイス群のうちの少なくとも前記１つの環境監視デ
バイスからのセンサデータであって、前記環境内の前記環境状態を表わす前記センサデー
タに基づいて、前記環境に関連する前記サービスを提供する前記複合体を特定し、前記複
合体は、前記環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デバイスと、前記環境内の
パートナー電子デバイス、及び／又はサービスプロバイダのうちの１つ以上と、を含む。
前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイスは前記環境内に含むこ
とができ、前記パートナー電子デバイスは前記環境内に含むことができ、かつ前記システ
ムに関連する第３エンティティのパートナーに関連付けることができることに留意された
い。また、所定の前記パートナー電子デバイスは、前記第３エンティティに代わって、少
なくとも前記モジュール及び／又は前記センサを含むことができ、前記サービスプロバイ
ダは、前記メンテナンスサービス、前記設置サービス、前記小売りサービス、及び／又は
前記緊急事態監視サービスを含むことができる。更に、前記環境監視デバイス群のうちの
前記１つ以上の環境監視デバイス、及び前記パートナー電子デバイス及びサービスプロバ
イダのうちの前記１つ以上は、異なるエンティティに関連付けられる。次に、前記システ
ムは、前記インターフェース機構を介して、前記サービス内の前記複合体及び機能を規定
する前記設定情報を、前記環境監視デバイス群のうちの前記１つ以上の環境監視デバイス
、及び／又は前記パートナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダ電子デバイスのう
ちの１つ以上の電子デバイスに送信し、前記設定情報は、前記複合体の間の相互関係を規
定し、前記相互関係によってサービスデータ階層を定義し、前記サービスデータ階層は、
前記センサデータ、前記サービス内の下位サービス、並びに前記センサデータ及び前記下
位サービスに基づく前記複合体内の補償の交換を規定することができる。
【００７３】
　別の実施形態は、システムに関するものであり、前記システムは、第２エンティティの
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環境監視デバイス、前記システムに関連する第３エンティティのパートナーのパートナー
電子デバイス、及びサービスプロバイダのサービスプロバイダ電子デバイスと通信するイ
ンターフェース機構を含む。前記環境監視デバイス及び前記パートナー電子デバイスは環
境内に含まれ、所定のパートナー電子デバイスは、前記第３エンティティに代わって、少
なくともモジュール及び／又はセンサを含むことができる。また、前記サービスプロバイ
ダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、及び／又は緊急事態監視
サービスを含む。更に、前記システムは、前記インターフェース機構に結合される制御機
構（プロセッサまたは制御モジュールのような）を含む。前記制御機構は、サービスを前
記環境内で提供する複合体内のコンポーネント群の間で授受される入力及び出力を監視し
、所定の複合体内の前記コンポーネントは、前記環境監視デバイスと、前記パートナー電
子デバイス及び／又はサービスプロバイダのうちの１つ以上とのうち少なくとも一方を含
み、前記所定の複合体内の所定のコンポーネントの前記入力及び前記出力は、複数の前記
環境のうちの１つ以上の環境内の１種類以上の環境状態を表わすセンサデータ、前記サー
ビス内の下位サービス、及び／又は前記センサデータ及び前記下位サービスに基づく前記
所定の複合体内の補償（または、補償を規定する情報）を含む。更に、前記制御機構は、
監視対象の前記入力及び出力を格納し、監視対象の前記入力及び出力を、品質基準および
前記複合体内で授受されたこれまでの入力及び出力に基づいて分析し、前記分析に基づい
てインスタンスを、不正センサデータ及び／又は不正利用補償の入力及び出力内に特定し
、是正措置を、特定した前記インスタンスに基づいて実施する。
【００７４】
　前記分析では、監視対象の前記入力及び出力と、複数の前記複合体の少なくとも部分集
合体のこれまでの入力及び出力を比較することができることに留意されたい。また、前記
部分集合体中の前記複合体は、一般的な種類のサービス、及び／又は一般的な種類のセン
サデータを有することができる。
【００７５】
　更に、前記品質基準は、前記複合体内の故障メカニズムの特徴、及び／又は前記複合体
内のこれまでの不正行為の特徴を含むことができる。
【００７６】
　更に、前記センサデータは、前記環境監視デバイス及び／又は前記パートナー電子デバ
イスのうちの１つ以上のデバイスにより取得される。
【００７７】
　幾つかの実施形態では、前記所定の複合体内の前記環境監視デバイスと、前記パートナ
ー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのうちの前記１つ以上とのうち少なくとも前
記１つは、異なるエンティティに関連付けられる。
【００７８】
　また、前記制御機構は、１つ以上の改修を規定する改修情報を複数の前記複合体のうち
の１つ以上の複合体に、前記センサデータ及び／又は前記環境状態に基づいて供給するこ
とができる。
【００７９】
　更に、前記是正措置では、特定した前記インスタンスに関する通知を被影響複合体に供
給することができる。別の構成として、または更に、前記是正措置では、改修を規定する
改修情報を、前記特定したインスタンスを含む被影響複合体に供給することができる。例
えば、前記改修では、特定した前記インスタンスのソースを前記被影響複合体から排除す
ることができ、前記ソースは、前記環境監視デバイス、前記パートナー電子デバイス、及
び／又は前記サービスプロバイダを含むことができる。前記是正措置では、前記ソースが
次の複合体に含まれるのを禁止することができることに留意されたい。幾つかの実施形態
では、前記改修には、前記被影響複合体内の特定された前記インスタンスのソースを置き
換えることができ、前記ソースを置き換えたものは、前記環境監視デバイス、前記パート
ナー電子デバイス、及び／又は前記サービスプロバイダのうち、前記ソースとは異なる１
つを含むことができる。
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【００８０】
　また、前記是正措置では、前記インスタンスを含む被影響複合体により提供されるサー
ビスの継続を中止する、及び／又は前記インスタンスを含む前記被影響複合体により提供
される前記サービスのレベルを調整することができる。別の構成として、または更に、前
記是正措置では、前記不正センサデータを前記入力及び前記出力から取り除くことができ
る。更に、前記是正措置では、前記入力及び前記出力の前記不正センサデータを修正後の
センサデータに置き換えることができる。更に、前記是正措置では、被影響複合体内の特
定された前記インスタンスの前記ソースに対してメンテナンスを実施することができる。
【００８１】
　幾つかの実施形態では、前記制御機構は、前記インターフェース機構に結合されるプロ
セッサと、前記プロセッサに結合されるメモリと、を含み、前記メモリは、前記プロセッ
サにより実行されるプログラムモジュールを格納する。前記プログラムモジュールは、前
記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を
含む。
【００８２】
　別の実施形態は、前記システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品を提
供する。このコンピュータプログラム製品は、前記システムにより実行される前述の複数
の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を含むことができる。
【００８３】
　別の実施形態は、是正措置を実施する方法を提供する。動作状態では、前記システムは
、前記環境監視デバイス及び前記パートナー電子デバイスを含む前記環境内でサービスを
提供する前記複合体内のコンポーネント群の間で授受される入力及び出力を監視し、前記
環境監視デバイスは第２エンティティに関連付けられ、前記パートナー電子デバイスは、
前記システムに関連する第３エンティティのパートナーに関連付けられる。所定の前記パ
ートナー電子デバイスは、前記第３エンティティに代わって、少なくとも前記モジュール
及び／又は前記センサを含むことができ、所定の前記複合体内の前記コンポーネントは、
前記環境監視デバイスと、前記パートナー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのう
ちの１つ以上とのうち少なくとも１つを含むことができることに留意されたい。また、前
記サービスプロバイダは、前記メンテナンスサービス、前記設置サービス、前記小売りサ
ービス、及び／又は前記緊急事態監視サービスを含み、前記所定の複合体内の所定のコン
ポーネントの前記入力及び前記出力は、前記環境内の前記環境状態を表わすセンサデータ
、前記サービス内の前記下位サービス、並びに前記センサデータ及び前記下位サービスに
基づく前記所定の複合体内の補償を含む。次に、前記システムは、監視対象の前記入力及
び前記出力を格納し、監視対象の前記入力及び前記出力を、品質基準および前記複合体内
で授受されたこれまでの入力及び出力に基づいて分析する。次に、前記システムは、前記
分析に基づいてインスタンスを、不正センサデータ及び／又は不正利用補償の前記入力及
び前記出力内に特定し、是正措置を、特定した前記インスタンスに基づいて実施する。
【００８４】
　別の実施形態は、システムに関するものであり、前記システムは、第２エンティティの
環境監視デバイス、前記システムに関連する第３エンティティのパートナーのパートナー
電子デバイス、及びサービスプロバイダのサービスプロバイダ電子デバイスと通信するイ
ンターフェース機構を含み、前記環境監視デバイス及び前記パートナー電子デバイスは環
境内に含まれる。所定のパートナー電子デバイスは、前記第３エンティティに代わって、
少なくともモジュール及び／又はセンサを含むことができ、前記サービスプロバイダは、
メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、及び／又は緊急事態監視サービ
スのうちの１つのサービスを含むことができることに留意されたい。また、前記システム
は、前記インターフェース機構に結合される制御機構（プロセッサまたは制御ロジックの
ような）を含む。前記制御機構は、サービスを前記環境内で提供する複合体内のコンポー
ネント群の間で授受される入力及び出力を監視し、所定の複合体内の前記コンポーネント
は、前記環境監視デバイスと、前記パートナー電子デバイス及びサービスプロバイダのう
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ちの１つ以上とのうち少なくとも一方を含み、前記所定の複合体内の所定のコンポーネン
トの前記入力及び前記出力は、複数の前記環境のうちの１つ以上の環境内の１種類以上の
環境状態を表わすセンサデータ、前記サービス内の下位サービス、及び／又は前記センサ
データ及び前記下位サービスに基づく前記所定の複合体内の補償（または、補償を規定す
る情報）を含む。更に、前記制御機構は、監視対象の前記入力及び前記出力を格納し、監
視対象の前記入力及び前記出力を分析して、センサデータパターン、提案サービス、及び
／又は前記サービス時及び前記提案サービス時の提案センサデータ外注を判断する。
【００８５】
　前記分析では、監視対象の現在の入力及び出力と、複数の前記複合体の少なくとも部分
集合体のこれまでの入力及び出力を比較することができることに留意されたい。また、前
記部分集合体中の前記複合体は、一般的な種類のサービス、及び／又は一般的な種類のセ
ンサデータを有することができる。
【００８６】
　更に、前記制御機構は、前記複合体及び前記サービスを規定する情報を格納することが
できる。
【００８７】
　更に、前記センサデータは、前記環境監視デバイス及び／又は前記パートナー電子デバ
イスのうちの１つ以上のデバイスにより取得される。
【００８８】
　幾つかの実施形態では、前記所定の複合体内の前記環境監視デバイスと、前記パートナ
ー電子デバイス及び前記サービスプロバイダのうちの前記１つ以上とのうち少なくとも前
記一方は、異なるエンティティに関連付けられる。データ権限に基づいて、前記異なるエ
ンティティのうちの少なくとも幾つかのエンティティは、異なるアクセス権を前記入力及
び前記出力に対して、かつ前記分析に対して有することができることに留意されたい。
【００８９】
　また、前記制御機構は、１つ以上の改修を規定する改修情報を複数の前記複合体のうち
の１つ以上の複合体に前記分析に基づいて供給する、及び／又は通知を前記分析に基づい
て供給することができる。
【００９０】
　更に、前記分析により、購入パターン、推奨製品機能、推奨小売棚卸、前記サービス及
び前記提案サービスの推奨料金、並びに／又は前記サービス及び前記提案サービスの推奨
継続契約期間を判断することができる。
【００９１】
　更に、前記制御機構は、前記サービスに関するリクエストを受信し、前記複合体、及び
前記複合体内のコンポーネントの機能を規定する設定情報を供給することができる。複数
の前記複合体のうちの少なくとも幾つかの複合体は、前記サービスを、前記環境の少なく
とも部分集合体内で、前記環境の少なくとも前記部分集合体の居住者による措置が採られ
ることなく提供することができることに留意されたい。また、複数の前記複合体のうちの
少なくとも幾つかの複合体宛ての前記サービスに関する前記リクエストは、政府機関、保
険プロバイダ、及び／又は前記環境の少なくとも前記部分集合体の所有者に関連付けする
ことができる。
【００９２】
　幾つかの実施形態では、前記制御機構は、前記インターフェース機構に結合されるプロ
セッサと、前記プロセッサに結合されるメモリと、を含み、前記メモリは、前記プロセッ
サにより実行されるプログラムモジュールを格納する。前記プログラムモジュールは、前
記システムにより実行される複数の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を
含む。
【００９３】
　別の実施形態は、前記システムに関連して使用されるコンピュータプログラム製品を提
供する。このコンピュータプログラム製品は、前記システムにより実行される前述の複数
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の操作のうちの少なくとも幾つかの操作に関する命令を含むことができる。
【００９４】
　別の実施形態は、前記入力及び前記出力を分析する方法を提供する。動作状態では、前
記システムは、前記入力及び前記出力を、前記環境監視デバイス及び前記パートナー電子
デバイスを含む前記環境内で前記サービスを提供する前記複合体内のコンポーネント群の
間で送受信し、前記環境監視デバイスは前記第２エンティティに関連付けられ、前記パー
トナー電子デバイスは、前記システムに関連する前記第３エンティティのパートナーに関
連付けられ、所定の前記パートナー電子デバイスは、前記第３エンティティに代わって、
少なくとも前記モジュール及び／又は前記センサを含むことができる。所定の前記複合体
内の前記コンポーネントは、前記環境監視デバイスと、前記パートナー電子デバイス及び
前記サービスプロバイダのうちの１つ以上とのうち少なくとも１つを含み、前記サービス
プロバイダは、前記メンテナンスサービス、前記設置サービス、前記小売りサービス、及
び／又は前記緊急事態監視サービスを含むことに留意されたい。また、前記入力及び前記
出力は、複数の前記環境のうちの１つ以上の環境内の１種類以上の環境状態を表わすセン
サデータ、前記サービス内の前記下位サービス、及び／又は前記センサデータ及び前記下
位サービスに基づく前記複合体内の補償を含む。次に、前記システムは、監視対象の前記
入力及び前記出力を格納する。次に、前記システムは、監視対象の前記入力及び前記出力
を分析して、前記センサデータパターン、前記提案サービス、及び／又は前記サービス時
及び前記提案サービス時の前記提案センサデータ外注を判断する。
【００９５】
　これまでの概要は、幾つかの例示的な実施形態の概要として提供され、本明細書におい
て記載される主題の態様の基本的な理解を可能にするために提供される。従って、上に説
明した特徴は、単なる例示に過ぎず、本明細書において記載される主題の範囲または趣旨
を狭めるものと決して解釈されてはならない。本明細書において記載される主題の他の特
徴、態様、及び利点は、以下の詳細な説明、図、及び特許請求の範囲から明らかになる。
【図面の簡単な説明】
【００９６】
【図１】図１は、本開示の１つの実施形態によるエコシステム内で通信する電子デバイス
を示すブロック図である。
【図２】図２は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内の電子デバイスを
示すブロック図である。
【図３】図３は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネント
を示す図面である。
【図４】図４は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネント
群の間の通信を示すブロック図である。
【図５】図５は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネント
及びレイヤを示す図面である。
【図６】図６は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネント
及びレイヤを示す図面である。
【図７】図７は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネント
及びレイヤを示す図面である。
【図８】図８は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネント
及びレイヤを示す図面である。
【図９】図９は、本開示の１つの実施形態によるエコシステム内のコンポーネント群の間
の通信を示す図面である。
【図１０】図１０は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内の常夜灯への
入力、及び常夜灯からの出力を示す図面である。
【図１１】図１１は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステムの空間内の常夜
灯への入力、及び常夜灯からの出力を示す図面である。
【図１２】図１２は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のユーザの電
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子デバイスへの入力、及び電子デバイスからの出力を示す図面である。
【図１３】図１３は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステムのプロバイダの
エコシステムネットワークへの入力、及びエコシステムネットワークからの出力を示す図
面である。
【図１４】図１４は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のサービスプ
ロバイダ電子デバイスへの入力、及びサービスプロバイダ電子デバイスからの出力を示す
図面である。
【図１５】図１５は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステムのプロバイダの
パートナーの電子デバイスに適用されるレイヤを示す図面である。
【図１６】図１６は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面である。
【図１７】図１７は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面である。
【図１８】図１８は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面である。
【図１９】図１９は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面である。
【図２０】図２０は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面である。
【図２１】図２１は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面である。
【図２２】図２２は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示すタイミング図である。
【図２３】図２３は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示すタイミング図である。
【図２４】図２４は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示すタイミング図である。
【図２５】図２５は、本開示の１つの実施形態による図１のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示すタイミング図である。
【図２６】図２６は、本開示の１つの実施形態によるサービスを図１のエコシステム内で
提供する方法を示すフロー図である。
【図２７】図２７は、本開示の１つの実施形態による図２６の方法が行なわれている間の
エコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面である。
【図２８】図２８は、本開示の１つの実施形態によるセンサデータの部分集合を図１のエ
コシステム内で供給する方法を示すフロー図である。
【図２９】図２９は、本開示の１つの実施形態による図２８の方法が行なわれている間の
エコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面である。
【図３０】図３０は、本開示の１つの実施形態によるサービスを図１のエコシステム内で
提供する方法を示すフロー図である。
【図３１】図３１は、本開示の１つの実施形態による図３０の方法が行なわれている間の
エコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面である。
【図３２】図３２は、本開示の１つの実施形態によるサービスを図１のエコシステム内で
提供する方法を示すフロー図である。
【図３３】図３３は、本開示の１つの実施形態による図３２の方法が行なわれている間の
エコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面である。
【図３４】図３４は、本開示の１つの実施形態によるサービスに関するサービス提案を図
１のエコシステム内で提供する方法を示すフロー図である。
【図３５】図３５は、本開示の１つの実施形態による図３４の方法が行なわれている間の
エコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面である。
【図３６】図３６は、本開示の１つの実施形態による複合体を図１のエコシステム内で特
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定する方法を示すフロー図である。
【図３７】図３７は、本開示の１つの実施形態による図３６の方法が行なわれている間の
エコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面である。
【図３８】図３８は、本開示の１つの実施形態による是正措置を図１のエコシステム内で
実施する方法を示すフロー図である。
【図３９】図３９は、本開示の１つの実施形態による図３８の方法が行なわれている間の
エコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面である。
【図４０】図４０は、本開示の１つの実施形態による入力及び出力を図１のエコシステム
内で分析する方法を示すフロー図である。
【図４１】図４１は、本開示の１つの実施形態による図４０の方法が行なわれている間の
エコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面である。
【００９７】
　同様の参照番号は対応する構成要素を、図面全体を通じて指していることに留意された
い。また、同じ構成要素の複数のインスタンスは、インスタンス番号とダッシュで分離さ
れた共通のプレフィックスによって指定される。
【発明を実施するための形態】
【００９８】
　幾つかの実施形態では、環境監視デバイス内のセンサ機構は、環境監視デバイスを含む
外部環境内の環境状態を表わすセンサデータを供給する。次に、環境監視デバイス内の制
御機構は、センサデータに基づいて、環境状態及び／又は外部環境に関連するアラートを
決定する。また、環境監視デバイス内のインターフェース回路は、アラートに基づいて、
エンティティ（環境監視デバイスのユーザ若しくは所有者、借家人、資産所有者、メンテ
ナンス要員、及び／又は資産管理者のような）の電子デバイスに対してサービス提案を提
供し、サービス提案は環境状態に関連する情報を含む。次に、環境監視デバイスは、イン
ターフェース回路を介して、サービス提案に対する応答を電子デバイスから受信し、この
応答によりサービスが環境状態に基づいて許可される。応答に基づいて、環境監視デバイ
スはサービスを実施し、例えばアラートを提示する、指示を外部環境内のレギュレータデ
バイスに送信して環境状態を改修する、保険を提供する、などを行う。
【００９９】
　このようにして、環境監視デバイスは、エンティティに対して、ある環境状態が発生す
ることによりサービス提案を動的に提供することができる。この機能によりエンティティ
は、サービスを選択的にリクエストするか、またはサービスを選択的に起動することがで
きる。更に、環境監視デバイスは、サービスを動的に提供することができる。例えば、サ
ービスはアラートごとに提供することができる。別の構成として、または更に、サービス
は、時間の関数として環境状態に基づいて（例えば、ある環境状態が発生するときに）選
択的に提供することができる。このように、幾つかの実施形態では、サービスは必要に応
じて提供される。この柔軟性及び適応性によりサービスを向上させることができる（例え
ば、サービスのコスト効率がエンティティにとって更に高くなる）ので、環境監視デバイ
スに対する顧客満足度を高めることができる。
【０１００】
　環境監視デバイス、ユーザまたはエンティティの電子デバイス、パートナー電子デバイ
ス、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイスのようなシステム（ ‘ｅｃｏｓｙｓｔ
ｅｍ（エコシステム）’と表記される場合がある）内のデバイス群の間の通信は、有線通
信、光通信、及び／又は無線通信を利用することができる。詳細には、通信では、パケッ
トまたはフレームを送受信することができ、パケットまたはフレームは、デバイス内の無
線機により通信プロトコルに従って送受信され、通信プロトコルには、BluetoothTM（登
録商標）（ワシントン州カークランド市に本拠を置くBluetooth Special Interest Group
が定める）、米国電気電子学会802.15規格（カリフォルニア州サンラマンに本拠を置くZi
gBee（登録商標）Allianceの定めるZigBee（登録商標）のような）、米国電気電子学会(I
EEE)802.11規格、Z-Wave、電力線搬送通信（ＰＬＣ）規格、赤外線通信規格、ユニバーサ
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ルシリアルバス（ＵＳＢ）通信規格、近距離無線通信規格、または仕様 (マサチューセッ
ツ州ウェイクフィールドに本拠を置くNFC Forumが定める)、別の無線アドホックネットワ
ーク規格、及び／又は別の種類の無線インターフェースなどがある。幾つかの実施形態で
は、通信プロトコルは、第２世代移動通信技術、第３世代移動通信技術（スイスのジュネ
ーブに本拠を置くInternational Telecommunication Union（国際電気通信連合）が定め
るInternational Mobile Telecommunications-2000仕様に準拠する通信プロトコルのよう
な）、第４世代移動通信技術（スイスのジュネーブに本拠を置くInternational Telecomm
unication Union（国際電気通信連合）が定めるInternational Mobile Telecommunicatio
ns Advanced仕様に準拠する通信プロトコルのような）、及び／又は別の携帯電話通信技
術と互換性があってもよい。例えば、通信プロトコルは、Long Term Evolution（ロング
タームエボリューション）すなわちLTEを含むことができる。以下に続く説明では、ZigBe
e（登録商標）は、例示的な例として使用される。更に、通信は、アナログテレビ放送に
関連する周波数帯の所謂‘ホワイトスペース’に関連する周波数帯を含む多種多様な周波
数帯を利用して行なわれる。幾つかの実施形態では、通信が一方向で行なわれるのに対し
、他の実施形態では、通信は双方向で行なわれる。
【０１０１】
　デバイス群の間の通信は図１に図示され、図１は、無線信号及び通信を使用してネット
ワーク１２２（インターネット、無線ローカルエリアネットワーク、イーサネット（登録
商標）ネットワーク、イントラネット、光ネットワークなどのような）を介して行なわれ
る電子デバイス１０８（ユーザまたはエンティティの携帯電話またはポータブル電子デバ
イスのような）、環境監視デバイス１１０、オプションの電子デバイス１１４（レギュレ
ータデバイス、例えば電子デバイス１１４－２、レガシー電子デバイス、例えば電子デバ
イス１１４－１のような）、オプションのパートナー電子デバイス１１６、サービスプロ
バイダ電子デバイス１１８、及びコンピュータ１２０（ ‘ｃｏｍｐｏｎｅｎｔｓ（コン
ポーネント群）’と総称される場合がある）の間の通信を示すブロック図を提示している
。図２６～図４１を参照して以下に更に説明されるように、環境監視デバイス１１０、パ
ートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８は、１
つ以上の環境１１２内の環境状態（または、環境状況）を監視することができ、これらの
環境１１２は、環境監視デバイス１１０、電子デバイス１１４、パートナー電子デバイス
１１６、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８を含む、または環境監視デバ
イス１１０、電子デバイス１１４、パートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービス
プロバイダ電子デバイス１１８に関連付けられる。例えば、環境１１２は、建物の一部（
例えば、共同住宅の各区画、ホテルの部屋、オフィスの部屋、貯蔵庫など）、建物、建物
の近傍の領域または建物に隣接する領域、戸外空間または戸外領域、コンテナ（ボックス
、パッケージ、または出荷コンテナのような）、車両（自動車、トラック、またはボート
のような）、液体、及び／又は列車の車両を含むことができる。（環境監視デバイス１１
０、電子デバイス１１４、パートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービスプロバイ
ダ電子デバイス１１８のうちの１つ以上のデバイスは、液体に浸けることができ、環境１
１２は、固定場所、または時間と共に変化する場所とすることができることに留意された
い）。更に、環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１６、及び／又はサー
ビスプロバイダ電子デバイス１１８のうちの少なくとも幾つかのデバイスは、１つ以上の
環境１１２内の環境状態を反映するセンサデータを供給するセンサを含むことができる。
（以下の説明では、‘ｓｅｎｓｏｒ　ｄａｔａ（センサデータ）’は、これらのセンサの
うちの１つ以上のような、１つ以上のデバイスが収集する情報または測定値を含むことが
できることに留意されたい）。センサデータは、１つ以上の独立変数、例えば時間及び／
又は空間の関数として変化する依存変数とすることができる。また、センサデータは、連
続的に収集するか、または離散的に収集することができる。更に、センサデータとは、単
一のセンサにより収集される情報を指すか、または２つ以上のセンサにより収集される集
積データを指すことができる。幾つかの実施形態では、センサデータとは、センサにより
収集される生の測定値を指すのに対し、他の実施形態では、センサデータとは、所定の方
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法で処理されている、例えば１つの形式から別の形式に変換されている測定値を指す。
【０１０２】
　また、パートナー電子デバイス１１６は、システムのプロバイダ（環境監視デバイス群
１１０のうちの少なくとも幾つかの環境監視デバイスを提供することもできる）に代わっ
て、センサ及び／又はプログラムモジュールを含むことができる。このシステムは、セン
サデータの動的な集計、及びシステム内のコンポーネント群を組み合わせた複合体（コン
ポーネント群からなる非均質グループのような）の動的な構成を容易にして、サービスを
環境１１２内で提供することができる。（コンピュータ群１２０のうちの少なくとも１つ
のコンピュータ１２０をシステムのプロバイダが運転するか、またはシステムのプロバイ
ダに代わって運転することができることに留意されたい）。一般的に、センサデータは、
環境監視デバイス１１０と電子デバイス１１４の直接的なインタラクション（無線通信及
び／又は電気的接続のような）を行なうことなく、または直接的なインタラクションを排
除して供給される。従って、環境監視デバイス１１０内のセンサは、電子デバイス１１４
の動作及び／又は性能に関する情報を、監視対象の環境状態に基づいて間接的に推測する
。しかしながら、幾つかの実施形態では、環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバ
イス１１６、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８のうちの少なくとも幾つ
かのデバイスは、電子デバイス１１４のうちの少なくとも幾つかの電子デバイスと直接的
なインタラクションを行なう（無線通信または電気的接続を利用して）ことにより、セン
サデータの直接測定だけでなく、環境監視デバイス群１１０のうちの少なくとも幾つかの
環境監視デバイスによるこれらの電子デバイスに対するフィードバック制御が容易になる
。幾つかの実施形態では、環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１６、及
び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８のうちの１つ以上のデバイスが一体的に
設けられて、電子デバイス群１１４のうちの１つ以上の電子デバイスのような１つ以上の
他の電子デバイスとなる。
【０１０３】
　センサデータは、環境監視デバイス群１１０のうちの少なくとも１つの環境監視デバイ
スによりその場で分析することができる、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１
１８及びコンピュータ１２０（そのうち幾つかのコンピュータは、システムのプロバイダ
、及び／又はシステムのプロバイダの１つ以上のパートナーに関連付けられる）により離
れた場所で分析することができる。また、センサデータ及び／又は分析済みセンサデータ
は、環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１６、サービスプロバイダ電子
デバイス１１８、及びコンピュータ１２０の間で送受信される。詳細には、環境監視デバ
イス１１０及び／又はパートナー電子デバイス１１６は、ZigBee（登録商標）メッシュネ
ットワークを、１つ以上のオプションのZigBee（登録商標）ルータを介してZigBee（登録
商標）調整器（環境監視デバイス１１０－１のような）と通信するZigBee（登録商標）エ
ンドデバイスと共に形成することができる。（このように、環境監視デバイス１１０、パ
ートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８のうち
の少なくとも幾つかのデバイスは、他の環境監視デバイス１１０のセンサデータハブとし
て機能することができる。）次に、環境監視デバイス１１０－１、パートナー電子デバイ
ス１１６、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８は、センサデータ及び／又
は分析済みセンサデータを、システム内の他のコンポーネント（電子デバイス群１０８の
うちの１つの電子デバイスのような）に送信するだけでなく、図１に不図示のリモートサ
ーバまたはコンピュータと通信することができる。ZigBee（登録商標）は、例示的な例と
して使用されているが、他の実施形態では、異なる通信プロトコルが使用されることに留
意されたい。
【０１０４】
　センサデータ及び／又は分析済みセンサデータの他に、システム内のコンポーネントの
他の入力及び出力を、図１に示す通りに送受信することができる。詳細には、センサデー
タ及び／又はサービスに基づく補償（または、以下の説明の中に出てくる補償を規定する
情報は、電子決済、クレジットカード若しくはデビットカード情報、銀行口座番号、特定
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の通貨による補償金額、将来の商品若しくはサービスの約束、交換された商品またはサー
ビス、リベート及び／又はサービス価値トークンを含むことができる）は、コンポーネン
ト群の間で授受される。従って、環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバ
イスは、複数の環境１１２のうちの１つの環境に関連するセンサデータの利用可能性を、
システムを介して公表することができ、センサデータに関するリクエストに応答して、セ
ンサデータをシステム内の別のコンポーネントに販売することができる。このようにして
、システムによりコンポーネントは、センサデータを外注することができ、より広義には
、システムは、センサデータ及びセンサデータ利用サービス市場を創出することができる
。システムにより更に、コンポーネント群は、より一般的なサービスが、コンポーネント
群のうちの少なくとも幾つかのコンポーネントにより提供される状況において、下位サー
ビスを互いに提供することができる。一般的に、図１のコンポーネントの入力及び出力は
、センサデータ、分析済みセンサデータ、サービス、下位サービス（サービス群のうちの
１種類以上のサービスに関連する）、補償（センサデータ、分析済みセンサデータ、サー
ビス、及び／又は下位サービスに基づく）、及び情報（ある環境状態が環境１１２内で発
生することに関連するアラートのような）を含むことができる。
【０１０５】
　図１において送受信されるコンポーネントの入力及び出力は保護される。例えば、セン
サデータ（より広義には、入力及び出力のいずれか）は、環境監視デバイス１１０、パー
トナー電子デバイス１１６、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８により暗
号化、デジタル署名、及び／又はセキュアにハッシュ化（例えば、一方向暗号ハッシュ関
数を使用して）される。更に、アーカイブデバイスとして機能するコンピュータ群１２０
（システムのプロバイダに関連付けられるコンピュータのような）のうちの１つ以上のコ
ンピュータは、入力及び出力（または、特定の入力または出力が格納されるコンポーネン
ト群のうちの１つ以上のコンポーネント内のロケーションを指すポインタのような入力及
び出力を規定する情報）を格納することができる。幾つかの実施形態では、この情報の少
なくとも幾つかの部分は、環境１１２内の環境状態の記録のようなセキュアで認証された
履歴記録またはログに格納される。基本的に、コンピュータ群１２０のうちの１つ以上の
コンピュータにより格納される情報は保護される。しかしながら、幾つかの実施形態では
、環境監視デバイス１１０のユーザ、または環境監視デバイス１１０に関連し、かつ一般
的にエンティティのデータが使用、かつ共有される過程を制御するエンティティは、環境
監視デバイス１１０に指示して、メッシュネットワークを介してコンピュータ群１２０の
うちの１つ以上のコンピュータが、格納されている入力及び出力の保護を解除することが
できる情報をコンピュータ群１２０のうちの１つ以上のコンピュータに供給する。（別の
構成として、または更に、ユーザまたはエンティティは、このような許可をコンピュータ
群１２０のうちの１つ以上のコンピュータに、電子デバイス群１０８のうちの１つ以上の
電子デバイスを使用して与える）。同様に、センサデータ及び／又は分析済みセンサデー
タのような、許可された受領者から（例えば、サービスプロバイダ電子デバイス群１１８
のうちの１つのサービスプロバイダ電子デバイスから）の入力及び出力に関するリクエス
トに応答して、コンピュータ群１２０のうちの１つ以上のコンピュータは、格納されたセ
ンサデータ及び／又は分析済みセンサデータへのアクセスを提供することができる。セン
サデータ及び／又は分析済みセンサデータが保護される場合、環境監視デバイス１１０、
パートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８のう
ちの関連するデバイスは、コンピュータ群１２０のうちの１つ以上のコンピュータが、セ
ンサデータ及び／又は分析済みセンサデータの保護を解除することができる保護情報をコ
ンピュータ群１２０のうちの１つ以上のコンピュータに供給する。
【０１０６】
　図１のコンポーネントは、多種多様なエンティティに関連付けられ、これらのエンティ
ティには個人、組織、営利目的の会社、非営利目的の会社、及び／又は政府機関が含まれ
ることに留意されたい。詳細には、環境監視デバイス群１１０のうちの少なくとも幾つか
の環境監視デバイスに関連するエンティティは、環境監視デバイス１１０のユーザまたは
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所有者（以後、‘ｕｓｅｒ　ｅｎｔｉｔｉｅｓ（ユーザエンティティ）’と表記される）
を含むことができる。別の構成として、または更に、ユーザエンティティは、環境１１２
に関連付けることもでき、ユーザエンティティとして例えば、アパートまたは建物の借家
人（借家人は複数の環境１１２のうちの１つの環境の内部に閉じ込められる）、ホテルの
宿泊客、アパートまたは建物の資産所有者（家主のような）、複数の環境１１２のうちの
１つ以上の環境のメンテナンスを支援するメンテナンス要員、及び／又は複数の環境１１
２のうちの１つ以上の環境の資産管理者を挙げることができる。幾つかの実施形態では、
環境監視デバイス群１１０のうちの少なくとも幾つかの環境監視デバイスは、環境１１２
に関連するエンティティとは異なるエンティティ（当該エンティティは以後、‘ｔｈｉｒ
ｄ　ｐａｒｔｙ　ｏｗｎｅｒ　ｅｎｔｉｔｉｅｓ（サードパーティ所有者エンティティ）
’と表記される）によって所有される。これらの実施形態では、ユーザエンティティは、
サードパーティ所有者エンティティの環境監視デバイス群１１０のうちの１つ以上の環境
監視デバイスを賃貸することができ、かつ／又は環境監視デバイス群１１０のうちの１つ
以上の環境監視デバイスにより容易に利用できるサービスの代金を支払うことができる。
前に説明したように、環境監視デバイス群１１０のうちの少なくとも幾つかの環境監視デ
バイスは、システムのプロバイダにより供給されるか、または製造され、コンピュータ群
１２０のうちの少なくとも幾つかのコンピュータは、システムのプロバイダによって運転
するか、またはプロバイダに代わって操作することができる。
【０１０７】
　また、電子デバイス群１１４のうちの幾つかの電子デバイス（レギュレータデバイスと
することができる電子デバイス１１４－２のような）は、複数の環境１１２のうちの１つ
の環境内の環境状態が改修される、または変更される環境法令サービスを提供するエンテ
ィティのような１つ以上の所謂‘ｒｅｇｕｌａｔｏｒ　ｅｎｔｉｔｉｅｓ（レギュレータ
エンティティ）’に関連付けすることができる。パートナー電子デバイス１１６は、シス
テムのプロバイダのパートナーである‘ｐａｒｔｎｅｒ　ｅｎｔｉｔｉｅｓ（パートナー
エンティティ）’に関連付けすることができる。パートナー電子デバイスは、センサデー
タ、分析済みセンサデータ、下位サービス、及び／又はサービスを、システムのプロバイ
ダに関連付けられる図１の他のコンポーネントに、システムのプロバイダとの所定のビジ
ネス関係または契約に基づいて提供することができる（従って、受領者側のコンポーネン
トの出力、または図１のサービスを管理する他のコンポーネントの出力を介して直接補償
を受領する必要がない）。別の構成として、または更に、パートナー電子デバイス群１１
６のうちの少なくとも幾つかのパートナー電子デバイスは、システムのプロバイダに代わ
って、モジュール及び／又はセンサを含むことができ、モジュール及び／又はセンサによ
りこれらのパートナー電子デバイスは、センサデータ及び／又は分析済みセンサデータを
監視してシステム内の他のコンポーネントに供給することができる。
【０１０８】
　更に、サービスプロバイダ電子デバイス１１８はサービスプロバイダに関連付けられる
。パートナーエンティティとは対照的に、サービスプロバイダは、センサデータ、分析済
みセンサデータ、下位サービス、商品、及び／又はサービスを図１の他のコンポーネント
に、補償と引き換えに提供することができ、補償は、受領者側のコンポーネントの出力、
または図１のサービスを管理する他のコンポーネントの出力を介して直接伝達することが
できる。例えば、サービスプロバイダは、メンテナンスサービス（複数の環境１１２のう
ちの１つ以上の環境の少なくとも一部を修繕する、または清掃することができる）、設置
サービス（複数の環境１１２のうちの１つ以上の環境内に設備を設置することができる）
、小売りサービス（製品を、コンポーネントまたは予備部品の供給業者のような複数の環
境１１２のうちの１つ以上の環境に供給するか、または配送することができる）、保険会
社、ユーティリティ事業者（サービス、保険の補償範囲、または課金をユーザのユーティ
リティ使用パターンに基づいてカスタマイズすることができる）、及び／又は緊急事態監
視サービス（複数の環境１１２のうちの１つ以上の環境に関するアラートを供給する、ま
たは緊急事態対応サービス若しくは警察の通信指令係に通報して警官、救急車、及び／又
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は消防隊を、複数の環境１１２のうちの１つ以上の環境に派遣することができる）を含む
ことができる。幾つかの実施形態では、サービスプロバイダは、保険会社または保険ブロ
ーカーを含むことができ、保険会社または保険ブローカーは、複数の環境１１２のうちの
１つ以上の環境内の物品、複数の環境１１２のうちの１つ以上の環境の一部、及び／又は
複数の環境１１２のうちの１つ以上の環境に対する保険を提供することができる。
【０１０９】
　図１の異なるコンポーネントに関連するエンティティ群は、互いに異なるようにしても
よいことに留意されたい。しかしながら、幾つかの実施形態では、図１の異なるコンポー
ネントに関連するエンティティ群のうちの少なくとも幾つかのエンティティは同じである
（このように、システムのプロバイダが、環境監視デバイス群１１０のうちの少なくとも
幾つかの環境監視デバイスを提供することもできる）。また、一般的に、環境監視デバイ
ス１１０、パートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス
１１８は、センサデータを供給する、センサデータ（同じ電子デバイスにより取得される
、または少なくとも一部が、システム内の別のコンポーネントから受信される）を調整す
る、または分析する、及び／又はサービスまたはサービス内の下位サービスを提供するこ
とができる。このように、図１のシステム内の異なるエンティティに関連する電子デバイ
スの役割は、コンポーネント群の少なくとも幾つかのコンポーネントに関して、互いに重
複する可能性がある。
【０１１０】
　図１のコンポーネントにより、多種多様なサービスをユーザエンティティに、サービス
プロバイダに、及び／又はサードパーティ（不動産仲介業者、賃貸業者、企業、組織、政
府、または政府機関、実体商品の潜在的購入者、出荷会社または運送会社など）に提供す
ることができる。図２６及び図２７を参照して以下に説明するように、環境監視デバイス
群１１０のうちの１つの環境監視デバイス（環境監視デバイス１１０－１のような）は、
サービスをアラートに応答して提供することができる。詳細には、環境監視デバイス１１
０－１内のセンサ機構から供給されるセンサデータに基づいて、環境監視デバイス１１０
－１がアラート（環境監視デバイス１１０－１を含む環境１１２－１内である環境状態が
発生していることに関する、及び／又はある環境状態が環境１１２－１に関連しているこ
とに関するアラートのような）を確認する場合、環境監視デバイス１１０－１は、サービ
ス提案を、ユーザエンティティに関連付けられる電子デバイス群１０８のうちの１つの電
子デバイスに対して提供することができる。このサービス提案は、環境状態に関連する情
報を含むことができる。例えば、サービス提案では、環境１１２－１で利用することがで
きるアラートが存在することを示すことができる。次に、環境監視デバイス１１０－１が
、サービスを許可する応答を受信する場合、環境監視デバイス１１０－１はサービスを実
施することができる。
【０１１１】
　サービスでは、アラートを、例えば電子デバイス群１０８のうちの１つの電子デバイス
を介して提示する（例えば、ディスプレイ上にスピーカを使用して提示する、より広義に
は、知覚情報を供給する生理的出力デバイス上に提示する）ことができることに留意され
たい。従って、ユーザエンティティは、環境内のレガシー電子デバイスが正しく機能して
いない場合にアラートを受信することができる。例えば、環境監視デバイス１１０－１は
、環境１１２－１内の環境状態を監視する１つ以上のセンサ（レガシー電子デバイス、例
えばバッテリ故障を示す火災検知器または一酸化炭素探知機からの音響信号のような）を
含むことができる。より広義には、サービスは、ある環境状態が環境１１２－１内で発生
していることを示すフィードバックを行なうことができ、例えば、アレルギー誘発物質が
含まれている、カビが発生している、水分または湿度が過剰になっている、部屋または建
物が水浸しになっている、ラドンが含まれている、化学物質で汚染されている、空気品質
が低下している、部屋（ホテルの部屋）が清浄になっている、化学物質で汚染されている
、害虫（例えば、寄生昆虫、昆虫、または齧歯動物）が侵入している、汚染物質問題が生
じている（例えば、管詰まり故障により水圧が低下している、または音響的特徴が現われ
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ている）、ラジエータ問題が生じている、強風が吹いている（例えば、ハリケーンまたは
竜巻が近づいている）、水浸しになっている、または外部環境の外の領域に対して浸水警
報が出ている、天候が極端に悪化している（例えば、温度が非常に低くなっている、また
は暴風雪になっている）、停電になっている（または、停電を伴なう状態になっている）
、火災になっていることなどを示すフィードバックを行なうことができる。幾つかの実施
形態では、アラートを決定する際に、測定センサ値を環境状態の閾値または目標値と比較
する、及び／又はセンサ値の関数であるパラメータの導出値を算出する、例えばレガシー
電子デバイスから出力されるアラームを、どの位の可能性で、環境状態、例えば火災の発
生に関連付けることができるかについて、複数の環境１１２のうちの１つ以上の環境内の
電子デバイス群１１４のうちの１つ以上の電子デバイスに関するこれまでのアラーム発生
データに基づいて統計的に、または確率論的に分析する。
【０１１２】
　別の構成として、または更に、サービスでは、指示を環境１１２－１内のレギュレータ
デバイスに与えることにより環境１１２－１内の環境状態を調節、または維持することが
できる。例えば、レギュレータデバイスは、環境１１２－１内の環境状態（温度、湿度、
照明パターンなどのような）を、個人の医学的状態（アレルギー、化学物質過敏症、光過
敏症、または照明嗜好、病気、慢性病などのような）に基づいて維持することができる。
詳細には、指示により、環境状態を調節するレギュレータデバイス（電子デバイス１１４
－２、例えばサーモスタット、暖房機、空調機、加湿器、空気清浄機またはエアフィルタ
、換気装置またはファン、窓開閉器、ドア開閉器などのような）の動作状態を修正するこ
とができる。修正対象の動作状態は、センサデータと環境１１２－１内の環境状態の目標
値の比較に基づいて修正される（目標値は、医学的状態に基づいて決定される）。また、
修正対象の動作状態は、レギュレータデバイスに関する制御信号を含むことができる。個
人の医学的状態は、心理的に快適な状態（例えば、部屋をユーザが入る前に暖める）を含
む、または環境要因が既知の効能を科学的研究の通りにはもたらさない（かつ、欠点さえ
も有する、または効能がランダム化する）プラシーボ効果をも含むが、ユーザをより心地
よくすることにより、修正後の環境要因（群）は、心理的に快適な状態をユーザにもたら
すことができる（この状態は、プラシーボ効果の現象として分類することができる）。
【０１１３】
　指示を与える代わりに、幾つかの実施形態では、環境監視デバイス１１０－１がレギュ
レータデバイスに電気的に結合される。従って、環境監視デバイス１１０－１は、レギュ
レータデバイスの動作を、給電信号（群）をレギュレータデバイスに選択的かつ電気的に
結合することにより制御することができる。例えば、環境監視デバイス１１０－１は、電
気作動スイッチ若しくはリレーのようなスイッチ、または回路を遮断する、及び／又はレ
ギュレータデバイスから流れる電流を迂回させる電気機械部品を含むことができる。スイ
ッチは、単極スイッチまたは多極スイッチとすることができ、メイク・ビフォー・ブレー
ク継電器とすることができる（または、そうでなくてもよい）。このように、スイッチは
、閉じた状態と開いた状態との間で選択的に切り替えることができる。これらの構成部品
の間の電気接続手段は、ライトソケット、ライトソケットに電気的に結合されるように構
成される回転式コネクタ、ＡＣ電源プラグ、ＡＣ電源ソケット、多重配線電気端子、ＤＣ
電源プラグ、ＤＣ電源ソケット、及び／又はＵＳＢ対応コネクタを含むことができる。幾
つかの実施形態では、これらの構成部品の間の電気接続ノードは、雄コネクタ、雌コネク
タ、及び／又は配線を含む。
【０１１４】
　例えば、修正対象の動作状態は、ユーザ嗜好に基づくことがあり、例えばベッドルーム
の温度を就寝前に下げることや、１日の特定の時刻に所望の照明状態とする、などがある
。詳細には、ユーザ嗜好により、環境状態の閾値（華氏８０度の最大温度若しくは華氏６
５度の最小温度、８０％の最大湿度若しくは３０％の最小湿度、外部環境における化学物
質の最大濃度若しくは最小濃度、または外部環境におけるアレルギー誘発物質の最大濃度
若しくは最小濃度など）を規定することができ、サービス時には、環境監視デバイス群１
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１０のうちの１つの環境監視デバイスは、閾値に基づいて、レギュレータデバイスを電源
に対して電気的に直接的（スイッチを介して）または間接的に（情報または指示を与える
ことにより）結合するか、または切り離すことができる。このようにして、レギュレータ
デバイスは選択的に作動させることができる。これまでの説明では、静的な、すなわち不
変のユーザ嗜好に基づいた選択的作動について示してきたが、より広義には、ユーザ嗜好
は、時間の関数として、または環境状態の関数として進化、または変化することにより、
環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバイスは、環境状態に動的に応答す
るか、または環境状態を動的に制御することができることに留意されたい。
【０１１５】
　更に、サービスでは、メンテナンス通知を分析済みセンサデータに基づいて供給するこ
とができ、分析済みセンサデータは、電子デバイス群１１４のうちの１つの電子デバイス
（環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバイスを含むフィードバックルー
プに含まれるレガシー電子デバイスまたは電子デバイスのような）に関連付けられ、かつ
複数の環境１１２のうちの１つの環境内の環境状態を表わしている。例えば、メンテナン
ス通知は指示を含むことができ、この指示には、フィルタを変える、メンテナンスを実施
する、バッテリを交換する、交換部品を発注するなどがある。環境状態に基づいて、環境
監視デバイス１１０－１は、メンテナンス通知をユーザエンティティの携帯電話（例えば
、電子デバイス群１０８のうちの１つの電子デバイス）に供給して、バッテリを交換する
、または別の是正措置（電子デバイス群１１４のうちの１つの電子デバイスに対して実施
される補修または点検）を実施することができる。別の構成として、または更に、メンテ
ナンス通知をサービスプロバイダ電子デバイス群１１８のうちの１つのサービスプロバイ
ダ電子デバイスに供給することができ、このサービスプロバイダ電子デバイスが、メンテ
ナンスまたは是正措置を少なくとも部分的に実施することができる。メンテナンス通知、
及びそれに続くいずれかの是正措置（電子デバイス群１１４のうちの１つの電子デバイス
に対して実施される補修または点検）も、環境１１２－１に関する履歴記録またはログ（
コンピュータ群１２０のうちの１つ以上のコンピュータにより維持される履歴記録のよう
な）に格納することができる。
【０１１６】
　このように、ユーザエンティティが環境監視デバイス１１０－１を所有しているかどう
かに関係なく、アラートが環境監視デバイス１１０－１により確認される、または検出さ
れると（例えば、レガシー電子デバイスから発音されるアラーム音に基づいて）、これら
のユーザエンティティに対して、サービスに関する（場合によっては、料金に関する）サ
ービス提案が提供される。幾つかの実施形態では、サービスを実施するために、環境監視
デバイス１１０－１は、ソフトウェア（コンピュータ群１２０のうちの１つのコンピュー
タからソフトウェアモジュールまたはアプリケーションのような）をダウンロードし、ソ
フトウェアが環境監視デバイス１１０－１により実行されると、ソフトウェアによりサー
ビスが実施され、かつ／又はソフトウェアモジュールを有効化し、ソフトウェアモジュー
ルが環境監視デバイス１１０－１により実行されると、ソフトウェアモジュールによりサ
ービスが実施される。
【０１１７】
　システム内のコンポーネントはまた、センサデータ及び／又は分析済みセンサデータを
別のコンポーネントに、異なるエンティティのデータ権限に基づいて選択的に送信するこ
とができる。図２８及び図２９を参照して以下に説明するように、環境監視デバイス群１
１０のうちの１つの環境監視デバイス（環境監視デバイス１１０－１のような）は、セン
サデータ（及び／又は分析済みセンサデータ）の異なる部分集合を異なるエンティティの
異なるデータ権限に基づいて生成し、次に供給することができる。例えば、異なるセンサ
データは、借家人及び借家人の家主に供給することができる。これにより、家主が彼らの
資産が持つ問題、例えば火災、浸水、カビ発生、害虫侵入、騒音などを監視することを可
能としながら、借家人のプライバシーを保護することができる。また、環境監視デバイス
１１０－１は、システム（コンピュータ群１２０のうちの１つ以上のコンピュータのよう
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な）を使用して、環境１１２－１に関して利用可能なセンサデータを規定するデータ利用
可能性情報を掲載することができる（例えば、環境監視デバイス１１０－１は当該システ
ムをセンサデータ流通市場として使用することができる）。次に、環境監視デバイス１１
０－１は、センサデータの少なくとも幾つかの部分に関するリクエストを、電子デバイス
１０８、他の環境監視デバイス、パートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービスプ
ロバイダ電子デバイス１１８のうちの１つ以上のデバイスから受信することができる。こ
れらのリクエストは、異なるエンティティのデータ権限を明示的に含むことができる、ま
たはデータ権限を暗黙的に規定することができる（例えば、リクエストされるデータの種
類に基づいて、またはユーザエンティティ以外のエンティティ、または環境監視デバイス
１１０－１のユーザエンティティから出されたリクエストに基づいて）。それに応答して
、環境監視デバイス１１０－１は、センサデータの異なる部分集合を生成して供給するこ
とができる。幾つかの実施形態では、ユーザエンティティがデータ権限を定義または規定
して、セキュリティ監視会社がセンサデータの部分集合にアクセスすることができるのに
対し、保険会社はセンサデータの部分集合にアクセスすることができない。
【０１１８】
　データ権限は、時間及び／又は環境状態の関数として変化することがあることに留意さ
れたい。例えば、家主は、借家人が留守のときに、または火災や緊急事態の可能性がある
ときに（より広義には、ある環境状態が発生するときに）、更に多くのデータに１日に何
度もアクセスすることができる。また、データ権限は、環境監視デバイス１１０－１によ
り監視される環境１１２－１内の異なる空間範囲を規定することができる（例えば、家主
だけが、環境監視デバイス１１０－１に近接する領域内、例えば１０フィート内で、台所
内または家具の近傍で取得されるセンサデータにアクセスすることができるのに対し、借
家人は、借家人が賃借りしている家屋のような環境１１２－１全体から取得されるセンサ
データにアクセスすることができる）、及び／又は環境１１２－１に関連する情報の異な
る種類を規定することができる（例えば、家主が、ユーティリティ、暖房、空調、及び他
のサービスの操作に関連するセンサデータだけでなく、生命が脅かされる出来事または環
境１１２－１を破壊する虞のある出来事のような緊急事態に関連するセンサデータにもア
クセスすることができるのに対し、借家人は、温度、湿度、アレルギー誘発物質、照明状
態、子供の見守り状況などを表わすセンサデータのようなより広範囲かつ多種多様なセン
サデータにアクセスすることができる）。
【０１１９】
　システムにより更に、サービスを有効化するセンサデータを外注することができる。図
３０及び図３１を参照して以下に説明するように、コンピュータ群１２０のうちの１つの
コンピュータ（コンピュータ１２０－１のような）は、複数の環境１１２のうちの１つの
環境（環境１１２－１のような）に関連するサービスに関するリクエストを受信すること
ができ、それに応答して、サービスを有効化するセンサデータを外注することができる。
詳細には、コンピュータ１２０－１は、環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監
視デバイス（環境監視デバイス１１０－１のような）を、リクエスト対象のサービス、セ
ンサデータ及び／又は分析済みセンサデータの種類に基づいて特定することができる。例
えば、リクエスト対象のサービスにより、環境１１２－１内のアレルギー誘発物質または
化学物質の濃度を調節する場合、コンピュータ１２０－１は、環境１１２－１内の環境監
視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービスプロバイダ電子
デバイス１１８の機能に関する格納された情報にアクセスすることができ、これらの機能
に基づいて、アレルギー誘発物質または化学物質を測定することができるセンサ機構を含
む１つ以上のコンポーネントを特定することができる。別の構成として、サービスが、環
境１１２－１内の物品に対する保険を含む場合、コンピュータ１２０－１は、物品に悪影
響を及ぼし得る（従って、物品の価値を下げてしまう）所定のリスクメカニズムを確認す
るか、または利用することができ、このリスクメカニズムは、物品が保管されている場所
またはその近傍の環境を含む。リスクメカニズムに基づいて、コンピュータ１２０―１は
、異なるリスクメカニズムの発生に関するフィードバックを行うことができるセンサデー
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タ及び／又は分析済みセンサデータの種類を判断することができる。次に、コンピュータ
１２０―１は、システム内の１つ以上のコンポーネントの機能に関する格納された情報に
アクセスして、これらの機能を環境１１２－１内の必要な感覚能力及び／又は計算能力と
照合して、リスクメカニズムを確認することができる。
【０１２０】
　次に、コンピュータ１２０－１は、センサデータ及び／又は分析済みセンサデータに関
するデータリクエスト（群）を、環境１１２－１内の特定された環境監視デバイス、パー
トナー電子デバイス、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイスに供給することができ
る。データリクエスト（群）に応答して、コンピュータ１２０－１は、リクエスト対象の
センサデータ及び／又は分析済みセンサデータをこれらのコンポーネントのうちの１つ以
上のコンポーネントから受信することができ（所定期間中１回だけ、例えば１週間、１か
月、６か月などに１回だけ、または継続的に）、コンピュータ１２０－１は、リクエスト
対象のサービス（前に説明したサービス群のうちの１種類のサービスのような）を供給す
ることができる（場合によっては、システム内の１つ以上の更に別のコンポーネントと連
携して）。幾つかの実施形態では、必要なセンサデータ及び／又は分析済みセンサデータ
を環境１２０－１内で利用することができない場合、コンピュータ１２０－１は命令を、
環境１１２－１内の特定された環境監視デバイス、パートナー電子デバイス、及び／又は
サービスプロバイダ電子デバイスのうちの１つ以上のデバイスに供給して、ソフトウェア
（または、アプリケーション）をダウンロードさせ、及び／又は既にインストールされて
いるプログラムモジュールを起動して、これらのコンポーネントが、サービスを提供する
ために使用される必要なセンサデータ及び／又は分析済みセンサデータを供給することが
できるようにする。
【０１２１】
　別の構成として、図３２及び図３３を参照して以下に説明するように、これまでに出て
きた例の変形例では、システムは、環境１１２－１に関連するアラートに応答して（サー
ビスに関するリクエストに応答するのではなく）、サービスを有効化するセンサデータ及
び／又は分析済みセンサデータを外注することができる。これらの実施形態では、必要な
センサデータ及び／又は分析済みセンサデータを供給することができる１つ以上の環境監
視デバイス、パートナー電子デバイス、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイスを特
定した後、コンピュータ１２０－１は、サービス提案を、環境１１２－１に関連するユー
ザエンティティに対して提供することができる。このサービス提案は、環境状態に関連す
る情報を含むことができる。例えば、サービス提案では、環境１１２－１内の湿度または
温度が過度に高くなっていることを示すことができ、湿度または温度を調節、または変更
するよう提案することができる（例えば、レギュレータデバイスに指示を出す、またはレ
ギュレータデバイスの電源を選択的にオンすることにより）。ユーザエンティティがサー
ビスを許可する場合、コンピュータ１２０―１は、データリクエストを供給することがで
き、リクエスト対象のセンサデータ及び／又は分析済みセンサデータを受信した後、サー
ビスを提供することができる。
【０１２２】
　また、システム内のコンポーネントを使用して、サービス（保険のような）を動的に供
給することができる。図３４及び図３５を参照して以下に説明するように、コンピュータ
群１２０のうちの１つのコンピュータ（コンピュータ１２０－１のような）は、センサデ
ータを環境１１２内の環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１６、及び／
又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８から受信することができ、当該センサデータ
は、環境１１２内の環境状態を表わす現在のセンサデータ、及び／又はこれまでのセンサ
データを含むことができる。このセンサデータを分析して、ある環境状態（浸水または火
災のような）が、複数の環境のうちの少なくとも１つの環境（環境１１２－１のような）
内で所定期間（１日、１週間、１か月、１年などのような）中に発生する確率を導出する
ことができる。詳細には、この確率は、環境１１２内で第１期間（１週間または１か月の
ような）中に発生する回数と、考えられる合計発生回数（環境１１２の数のような）の比



(49) JP 2017-532653 A 2017.11.2

10

20

30

40

50

を環境の数で割って得られる値に第２期間（１か月または１年などのような）と第１期間
の比を乗算することにより導出することができる。
【０１２３】
　また、コンピュータ１２０－１は、保険の採算性（統計値または絶対値に基づく）に必
要な環境１１２－１内の環境状態に関連する保険（浸水損害保険、火災損害保険、盗難保
険などのような）の同一料金継続契約期間を、導出確率及び保険に関連する推定コストに
基づいて算出することができる。例えば、環境１１２－１内の保険（資産保険のような）
の種類に関連する固定費及び変動費、及び確率（すなわち、保険金請求に応じて支払う必
要がある可能性）が与えられる場合、コンピュータ１２０－１は、所定範囲の保険料金（
または、保険料）、及び保険の採算性に必要な保険の継続契約期間を算出することができ
る（少なくとも統計値に基づいて、例えば５０，７５，９０，９５，または９９％の確率
信頼度に基づいて算出し、信頼度は、保険を有するか、または保険を契約しているユーザ
エンティティの母集団の規模に基づいて決定される）。従って、より低い（または、より
高い）保険料金は、より短い（または、より長い）継続契約期間に関連付けられ、より高
い（または、より低い）保険料金は、より低い（または、より高い）確率に関連付けられ
る。別の構成として、または更に、コンピュータ１２０－１は、１つ以上の環境要因（よ
り広義には、環境状態）が、環境１１２－１に関連する物理対象物の品質及び／又は価値
に与える影響を見積もることができる。例えば、コンピュータ１２０－１は、物理対象物
に関するリスク指数を、異なる環境１１２内のセンサデータを比較することにより求める
ことができる。このリスク指数を用いて、物理対象物の商用価値のような金融価値を計算
することができる。次に、物理対象物の最小許容商用価値、及び確率に基づき、商用価値
が下落して最小許容商用価値を下回る場合に保険で物理対象物の所有者が補償されるよう
に、同一料金継続契約期間を求めることができる。幾つかの実施形態では、センサデータ
を使用して、１つ以上の高価値物品、例えば芸術品、骨董品、ワイン、貴重器具、及び光
、熱、湿度、及びより広義には、環境状態の影響を受け易い他の物品の安全性を見積もる
ことができる。１つ以上の高価値物品の保管エリアの紫外線露出量、温度、及び／又は湿
度に関するセンサデータに基づいて、確率及び同一料金継続契約期間を計算することがで
きる。
【０１２４】
　次に、コンピュータ１２０－１は、保険に関するサービス提案（少なくとも保険料金ま
たは保険料及び継続契約期間に応じた）を、ユーザエンティティに関連する電子デバイス
群１０８のうちの１つの電子デバイス（電子デバイス１０８－１のような）に対して提供
することができる。別の構成として、サービス提案は、計算した同一料金継続契約期間に
基づく複数の保険料金及び継続契約期間のペアを含むことができ、これによりユーザエン
ティティは、メニューから所望のサービスを選択することができる。（このように、サー
ビス提案では、ユーザエンティティに保険を継続契約期間に亘って継続する義務を負わせ
ることができ、例えばユーザエンティティは、予め保険料金を支払う必要がある、または
保険の早期解約の違約金が生じる可能性がある）。保険は、複数の環境１１２のうちの１
つの環境内の物品、複数の環境１１２のうちの１つの環境の一部、複数の環境１１２のう
ちの１つの環境内に居住している、または１つの環境内に居る個人、及び／又は複数の環
境１１２のうちの１つの環境に適用されることに留意されたい。
【０１２５】
　コンピュータ１２０－１が続いて、特定の保険料金及び／又は継続契約期間の保険（よ
り広義には、サービス）を許可する応答を電子デバイス１０８－１から受信する場合、コ
ンピュータ１２０－１は続いて（直接的に、または間接的に、例えばサービスプロバイダ
と連携して）、保険を提供することができる。例えば、応答は電子デバイス１０８－１か
ら、措置がユーザエンティティにより採られた状態で、または採られない状態で受信する
ことができる（例えば、幾つかの実施形態では、電子デバイス１０８－１上で実行される
アプリケーションは、ユーザに代わって、保険を動的に許可することができ、例えば火災
または浸水の危険が高い場合に、または環境１１２－１が、合衆国連邦の激甚被害地帯に
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含まれる場合に保険を動的に許可することができる）。保険は、環境１１２内の（または
、少なくとも環境１１２－１内の）環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１
１６、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８から受信される次のセンサデー
タに基づいて設定されることに留意されたい。詳細には、保険が、環境状態の１回以上の
発生に基づいて選択的に提供されるようにしてもよい（例えば、浸水、火災損害、高温ま
たは低温、高湿度または低湿度などの危険がある場合）。従って、継続契約期間は、ある
環境状態が１回以上発生する期間を含むか、または包含することができる。更に、環境１
１２内の環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービス
プロバイダ電子デバイス１１８から受信される次のセンサデータをコンピュータ１２０－
１が使用して、算出確率及び／又は同一料金継続契約期間を動的に更新することができ、
これによりコンピュータ１２０－１は保険を変更することができる（例えば、保険料金、
継続契約期間、控除免責金額などを変更する）。
【０１２６】
　幾つかの実施形態では、コンピュータ１２０－１は、更に別のセンサデータに関するデ
ータリクエストを、環境１１２内の（または、少なくとも環境１１２－１内の）環境監視
デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービスプロバイダ電子デ
バイス１１８に供給し、保険（より広義には、サービス）は、更に別のセンサデータ（確
率及び同一料金継続契約期間を導出するために使用された初期センサデータより後に収集
されている）に基づいて提供される。例えば、更に別のセンサデータは、別の（関連する
）環境状態（湿度または大気圧のような）を表わすことができ、別の環境状態を使用して
、確率（浸水の確率のような）の導出推定精度を向上させるだけでなく、保険料金及び／
又は継続契約期間を更新することができる。また、更に別のセンサデータにより、例えば
ドアをロックする、盗難警報器または宅内監視センサを作動させる、煙探知機のバッテリ
を交換するなどのセキュアな習慣または安全な習慣が実践されているかどうかを診断する
か、または監視することができる。また、保険会社は、更に別のセンサデータを利用して
、保険金詐欺を検出し、防止し、及び／又は阻止することができる。より広義には、更に
別のセンサデータにより、保険に関する個別のフィードバックを行なうことができる。
【０１２７】
　更に、システムは、システム内のコンポーネント群を組み合わせた複合体を特定して統
合する、または組み立てることによりサービスを提供することができる。図３６及び図３
７を参照して以下に説明するように、複数の環境１１２のうちの少なくとも１つの環境（
環境１１２－１のような）内の環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１６
、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８のうちの１つ以上のデバイスからの
センサデータに基づいて、コンピュータ群１２０のうちの１つのコンピュータ（コンピュ
ータ１２０－１のような）は、環境１１２－１に関連するサービスを提供する複合体を特
定することができ、複合体は、環境監視デバイス群１１０のうちの１つ以上の環境監視デ
バイスと、パートナー電子デバイス１１６及び／又はサービスプロバイダのうちの１つ以
上と、を含む。例えば、サービスでは、環境１１２－１内の火災及び一酸化炭素を監視す
ることができる。特定した複合体では、電子デバイス１１４－１が火災について監視する
ことができ、パートナー電子デバイス１１６－１が一酸化炭素について監視することがで
きる。更に、環境監視デバイス１１０－１が音響センサを使用して、電子デバイス１１４
－１内のバッテリが取り替える必要があることを示す音を検出することができる。この音
が検出されると、環境監視デバイス１１０－１は、サービスプロバイダ電子デバイス１１
８－１に対してアラートを発信することができ、サービスプロバイダ電子デバイス１１８
－１がサービスプロバイダに指示して、新品のバッテリを、環境１１２－１に関連する住
所宛てに出荷すること、及び／又は新品のバッテリを電子デバイス１１４－１内に設置す
ることができる。幾つかの実施形態では、サービスは、センサデータの種類に関連付ける
ことができ、環境監視デバイス群１１０のうちの少なくとも１つ以上の環境監視デバイス
は、センサデータの種類に基づいて特定することができる。
【０１２８】
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　複合体を特定した後、コンピュータ１２０－１は、サービス内の複合体及び機能を規定
する設定情報を環境監視デバイス群１１０のうちの１つ以上の環境監視デバイス、並びに
パートナー電子デバイス１１６及び／又はサービスプロバイダのうちの１つ以上に送信す
ることができる。設定情報は、複合体内のコンポーネント群の間の相互関係を規定するこ
とができ、この相互関係によってサービスデータ階層が定義される。更に、サービスデー
タ階層は、センサデータ、サービス内の下位サービス、並びにセンサデータ及び下位サー
ビスに基づく複合体内の補償（これらは、‘ｉｎｐｕｔｓ　ａｎｄ　ｏｕｔｐｕｔｓ（入
力及び出力）’と総称される場合がある）の交換を規定することができる。また、規定さ
れるこれらの複合体のうちの少なくとも幾つかの複合体は、サービスを、複数の環境１１
２の少なくとも部分集合１１２内で、措置が複数の環境１１２の少なくとも部分集合１１
２の居住者またはユーザエンティティにより採られることなく提供することができる。
【０１２９】
　更に、複合体は、サービスに関するリクエスト、例えば、政府機関、保険プロバイダ、
１つ以上の環境１１２の所有者からのリクエスト、に応答して特定される。詳細には、コ
ンピュータ１２０－１は、サービスに関するリクエストを、環境１１２－１に関連し、か
つシステムのプロバイダ、パートナー、及び／又はサービスプロバイダとは異なるユーザ
エンティティと関連する電子デバイス（電子デバイス１０８－１のような）から受信する
ことができる。しかしながら、幾つかの実施形態では、複合体は、ユーザエンティティか
らリクエストを受けることなく特定される。例えば、前に説明したように、コンピュータ
１２０－１は、複合体を、ある環境状態が環境１１２－１内で発生していることに関する
アラートを受信する（例えば、環境監視デバイス１１０－１から）場合、ある環境状態が
環境１１２－１内で発生する場合、及び／又はある環境状態が発生するリスクが閾値を超
える場合に特定することができる。従って、幾つかの実施形態では、コンピュータ１２０
－１は、サービスに関するサービス提案を電子デバイス１０８－１に対して提供し、サー
ビス提案に対する応答を電子デバイス１０８－１から受信し、この応答によりサービスが
許可され、複合体に通知してサービスを提供させる。
【０１３０】
　続いて、コンピュータ１２０－１は、更に別のセンサデータを、環境監視デバイス群１
１０のうちの１つ以上の環境監視デバイス、及び／又は環境１１２－１内の更に別の環境
監視デバイスから受信することができる。更に別のセンサデータに基づいて、コンピュー
タ１２０－１は、１つ以上の改修を規定する改修情報を決定し、次に複合体に供給するこ
とができる。例えば、更に別のセンサデータは、環境状態の変化、または環境１１２－１
に関連するリスク指数を示すことができる。従って、コンピュータ１２０－１は、異なる
センサまたは更に別のセンサが必要であると判断することができ、サービスを提供するこ
とができる異なるコンポーネントまたは更に別のコンポーネントをシステム内に特定する
ことができる。別の構成として、または更に、コンピュータ１２０－１は、サービスの１
つ以上の改定を規定する改定情報を、更に別のセンサデータに基づいて決定することがで
き、次に１つ以上の改修を規定する改修情報を複合体に、サービスの１つ以上の改定に基
づいて供給することができる。例えば、更に別のセンサデータが、医学的状態を有する、
またはアレルギーを持つ個人が環境１１２－１内に居ることを示唆する場合、サービスを
改定して、アレルギー誘発物質に関する異なる閾値を反映させる、または環境１１２－１
内のアレルギー誘発物質を監視する必要があることを反映させることができる。
【０１３１】
　異なるエンティティに関連するコンポーネント群を統合して複合体とすることに関連す
る１つの課題は、不正データ及び／又は詐欺行為のリスクである。この問題は、システム
により対処することができる。詳細には、図３８及び図３９を参照して以下に説明するよ
うに、システムは、エコシステム内の複合体内の悪化センサデータ及び／又は不正支払い
を特定することができ、次に是正措置を実施することができる。例えば、コンピュータ群
１２０のうちの１つのコンピュータ（コンピュータ１２０－１のような）は、サービスを
環境１１２内で提供する複合体内のコンポーネント群の間で授受される入力及び出力を監
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視することができ、所定の複合体内のコンポーネントは、環境監視デバイス１１０と、パ
ートナー電子デバイス１１６及び／又はサービスプロバイダのうちの１つ以上とのうち少
なくとも一方を含むことができる。前に説明したように、所定の複合体内の所定のコンポ
ーネントの入力及び出力は、複数の環境１１０のうちの１つ以上の環境内の１種類以上の
環境状態を表わすセンサデータ（環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１
６、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイス１１８のうちの１つ以上のデバイスによ
り取得される）、サービス内の下位サービス、及び／又はセンサデータ及び下位サービス
に基づく所定の複合体内の補償を含むことができる。
【０１３２】
　コンピュータ１２０－１は、監視対象の入力及び出力を格納することができ、監視対象
の入力及び出力を、品質基準（特定のセンサデータ値または推定環境状態が時間の関数と
して変化することになる複合体内の故障メカニズムの所定の特徴、及び／又は複合体内の
これまでの不正行為の所定の特徴のような）、および複合体内で授受されたこれまでの入
力及び出力に基づいて分析することができ、分析に基づいてインスタンスを、不正センサ
データ及び／又は不正利用補償の入力及び出力内に特定することができ、是正措置を、特
定したインスタンスに基づいて実施することができる。例えば、コンピュータ１２０－１
はインスタンスをセンサデータの分散（これまでの値のノルム値または平均値に対する３
σ以上の差のような）に基づいて特定することができる、若しくは１日の所定の時刻また
は１週間の所定の曜日における通常の入力及び出力に対する変化を検出することができる
。幾つかの実施形態では、品質基準及び／又はこれまでの入力及び出力を使用して、所定
の入力または出力が正しくない、または不正である可能性（９５％信頼度または９９％信
頼度のような関連信頼度の可能性）を予測する教師あり学習モデルをトレーニングする（
機械学習の手法を使用して、例えば、サポートベクトルマシン、分類・回帰ツリー、ニュ
ーラルネットワーク、ロジスティック回帰などを使用して）。分析では、監視対象の入力
及び出力と、複合体の少なくとも部分集合体のこれまでの入力及び出力を比較することが
できることに留意されたい。また、部分集合体中の複合体は、一般的な種類のサービス、
及び／又は一般的な種類のセンサデータを有することができる。このように、分析では、
協調フィルタリングのような技法を用いることができる。
【０１３３】
　インスタンスの特定に応答し、コンピュータ１２０－１は、様々な是正措置を実施する
ことができる。例えば、是正措置では、特定したインスタンスに関する通知を被影響複合
体に供給することができる。別の構成として、または更に、是正措置では、改修を規定す
る改修情報を、特定したインスタンスを含む被影響複合体に供給することができる。詳細
には、改修では、特定したインスタンスのソースを被影響複合体から排除することができ
、当該ソースは、環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１６、及び／又は
サービスプロバイダのうちの１つを含むことができる。是正措置では、ソースが次の複合
体に含まれるのを禁止することができる。幾つかの実施形態では、改修において、被影響
複合体内の特定されたインスタンスのソースを置き換えることができ、ソースを置き換え
たものは、環境監視デバイス１１０、パートナー電子デバイス１１６、及び／又はサービ
スプロバイダのうち、ソースとは異なる１つを含むことができる。
【０１３４】
　また、是正措置では、インスタンスを含む被影響複合体により提供されるサービスの継
続を中止することができ、及び／又はインスタンスを含む被影響複合体により提供される
サービスのレベルを調整することができる。例えば、インスタンスを含むサービス、また
はインスタンスを利用するサービスのレベルを意図的に落とし（例えば、サービスを遅ら
せる、またはサービスについて報告される量的精度を意図的に下げて不正確なセンサデー
タの影響を反映させる）、これは警告として作用する、またはこれによりソースによる不
正行為を罰する。別の構成として、または更に、是正措置では、不正センサデータを入力
及び出力から取り除くことができる。更に、是正措置では、入力及び出力の不正センサデ
ータを、修正後のセンサデータ（疑わしいセンサデータの前後のタイムスタンプに基づく



(53) JP 2017-532653 A 2017.11.2

10

20

30

40

50

補間センサデータのような）に置き換えることができる。更に、是正措置は、メンテナン
スを被影響複合体内の特定されたインスタンスのソースに対して実施する（これにより、
不正センサデータを補正するか、消去することができる）命令（サービスプロバイダ群の
うちの１つのサービスプロバイダに対する命令のような）を含むことができる。
【０１３５】
　システム内で供給される既存のサービスの品質を維持する他に、システムは更に、分析
を入力及び出力に対して実施して、サービスを向上させる、及び／又は更に別のサービス
を提供する機会を特定することができる。詳細には、図４０及び図４１を参照して以下に
説明するように、コンピュータ１２０－１は、監視対象の入力及び出力だけでなく、複合
体及びサービスを規定する情報を分析することにより、センサデータパターン、提案サー
ビス、及び／又はサービス時及び提案サービス時の提案センサデータ外注を判断すること
ができる。例えば、分析により、購入パターン（製品、取り替え部品、及び／又はセンサ
データの）、推奨製品機能、推奨小売り棚卸、サービス及び提案サービスの推奨値付け、
及び／又はサービス及び提案サービスの推奨継続契約期間を判断することができる。推奨
が分析に基づいて行なわれることにより、サービスのスピード、サービスの精度（環境状
態が監視される際の精度のような）、サービスを実施する能力（特定の環境状態を監視す
る能力のような）、サービス費用、ユーザエンティティに対するサービスの価値提案など
を向上させることができる。
【０１３６】
　分析では、現在の監視対象の入力及び出力と、複合体の少なくとも部分集合体のこれま
での入力及び出力を比較することができることに留意されたい。また、部分集合体中の複
合体は、一般的な種類のサービス、及び／又は一般的な種類のセンサデータを有すること
ができる。しかしながら、幾つかの実施形態では、部分集合体は、異なる種類のセンサデ
ータを使用する複合体、及び／又は異なる種類のサービスを提供する複合体を含む。一例
として、複合体内のコンポーネントに関するメタデータを使用して外見的に異なるコンポ
ーネント及び／又はサービスを関連付けることができるので、これらの関連付けにより、
またはこれらの比較に基づいて、異なる下位コンポーネントに対するサービス外注及び／
又はセンサデータ外注を特定することができる。別の構成として、または更に、センサデ
ータパターンを使用して、外見的に異種のコンポーネント及び／又はサービスを関連付け
ることができるので、異なる下位コンポーネントに対するサービス外注及び／又はセンサ
データ外注を見極めることができる。分析に基づいて、コンピュータ１２０－１は、改修
を規定する改修情報を複合体に供給することができ、及び／又は通知を供給することがで
きる。
【０１３７】
　このようにして、システム内の１つ以上のコンポーネントはサービスを、環境１１２に
関連するユーザエンティティに、環境状態及び／又はアラートの発生に基づいて動的に供
給することができる。この機能により、サービスを必要に応じて、及び／又はユーザエン
ティティがサービスを希望するときに供給することができる。また、システムの柔軟性及
び適応性により、コンポーネント群を組み合わせた異なる複合体を特定し、サービスを提
供するために動的に統合することができる。これらの複合体により、センサデータ及び下
位サービスを、異なるエンティティに関連付けられるコンポーネントに外注することがで
きる。更に、システムにより、センサデータ及び／又は分析済みセンサデータを選択的に
共有する（例えば、異なるエンティティのデータ権限に基づいて）ことができ、これによ
りエンティティのプライバシーを、サービスに必要な環境の監視を容易にしながら保護す
ることができる。従って、システムは、適切な構造を有する動的なセンサデータ流通市場
を実現することができる。システムにより提供されるサービスされるサービスを向上させ
ることができ（例えば、サービスのコスト効率がユーザエンティティにとって更に高くな
り、不正データ及び／又は不正行為が特定されて無くなるか、または減少する）、これに
よりコンポーネント及び／又はシステムに対する顧客信頼度及び顧客満足度をより高める
ことができる。
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【０１３８】
　また、図２を参照して以下に更に説明するように、環境監視デバイス１１０、パートナ
ー電子デバイス１１６、サービスプロバイダ電子デバイス１１８、コンピュータ１２０、
及び／又はオプションで電子デバイス群１１４のうちの幾つかの電子デバイス（電子デバ
イス１１４－２のような）は、ネットワーキングサブシステム、メモリサブシステム、処
理サブシステム、フィードバックサブシステム、及びセンササブシステムのようなサブシ
ステムを含むことができる。また、これらの電子デバイスは、ネットワーキングサブシス
テム内の無線機１２４を含むことができる。より広義には、環境監視デバイス１１０、パ
ートナー電子デバイス１１６、サービスプロバイダ電子デバイス１１８、コンピュータ１
２０、及び／又はオプションで電子デバイス群１１４のうちの幾つかの電子デバイス１１
４は、別の電子デバイスとの無線通信を可能にするネットワーキングサブシステムを備え
る任意の電子デバイスを含むことができる（または、任意の電子デバイス内に含めること
ができる）。これにより、パケットまたはフレームを無線チャネルに乗せて送信すること
ができるので、電子デバイスが最初にコンタクトを取ることができ、続いて次のデータ／
管理フレーム（接続またはリンクを確立する接続リクエストまたは接続申請のような）を
交換することができ、セキュリティオプション（リンク上の暗号化またはメッシュネット
ワーク内の暗号化のような）を設定することができ、パケットまたはフレームを１つ以上
の無線チャネルに乗せて送受信することができるなどである。
【０１３９】
　図１から分かるように、無線信号１２８（ジグザグ線で表わされる）は、環境監視デバ
イス１１０、パートナー電子デバイス１１６、サービスプロバイダ電子デバイス群１１８
のうちの少なくとも幾つかのサービスプロバイダ電子デバイス、コンピュータ群１２０の
うちの少なくとも幾つかのコンピュータ、及び／又はオプションで電子デバイス群１１４
のうちの幾つかの電子デバイス内の無線機１２４から送信される／無線機１２４により受
信される。一般的に、これらの電子デバイスの間の無線通信では、接続が電子デバイス群
の間で確立されるか、または確立されないかであり、従って通信が無線ネットワークを介
して行なわれるか、または行なわれないかである。（サービスプロバイダ電子デバイス１
１８とコンピュータ１２０との間の通信は、ネットワーク１２２を介して行なうことがで
き、通信は、無線信号１２８とは異なる通信プロトコルで行なわれる有線通信または光通
信を含むことができることに留意されたい。）
【０１４０】
　また、パケットまたはフレームを電子デバイス（環境監視デバイス１１０－１のような
）内で処理する際に、パケットまたはフレームを含む無線信号１２８を受信し、受信した
無線信号１２８のパケットまたはフレームを復号する、または取り出してパケットまたは
フレームを取得し、パケットまたはフレームを処理してパケットまたはフレームに含まれ
ている情報（環境監視デバイス１１０－１への入力、及び／又はシステム内の別のコンポ
ーネントからの出力のような）を求めることができる。
【０１４１】
　前に説明したように、一般的に、図１のコンポーネント群の間の通信は保護することが
できる。これは、暗号化キー（環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバイ
ス、及び／又は環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバイス内のプロセッ
サに内蔵されるセキュアチャネルに関連する暗号化キーのような）を用いた暗号化を含む
ことができる。暗号化キーは、対称暗号化技法または非対称暗号化技術を使用することが
できる。別の構成として、または更に、セキュアハッシュ関数（ＳＨＡ－２５６のような
）を使用してもよい。例えば、セキュアハッシュは、環境監視デバイス群１１０のうちの
１つ以上の環境監視デバイス内のネットワークインターフェースに関連する暗号化を補う
ことができる。
【０１４２】
　図１に示す環境を一例として説明してきたが、別の実施形態では、異なる数の、または
異なる種類の電子デバイスまたはコンポーネントを設けるようにしてもよい。例えば、幾
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つかの実施形態は、より多くの、またはより少ない電子デバイスまたはコンポーネントを
備える。また、図１には示していないが、電子デバイス１１０内の１つ以上のコンポーネ
ントは、更に別の信号線またはバスを介して結合されるか、または接続されるようにして
もよい。
【０１４３】
　次に、図１のシステム内のコンポーネント群の実施形態について説明する。図２は、環
境監視デバイス群１１０（図１）のうちの１つの環境監視デバイスのような電子デバイス
２００を示すブロック図を提示している。（しかしながら、以下に説明する同様のサブシ
ステム、及び機能のうちの少なくとも幾つかの機能は、電子デバイス１０８、電子デバイ
ス群１１４のうちの少なくとも幾つかの電子デバイス、パートナー電子デバイス１１６、
サービスプロバイダ電子デバイス群１１８、及び／又はコンピュータ１２０のような図１
の他のコンポーネントに含めてもよい）。この電子デバイスは、処理サブシステム２１０
（より広義には、集積回路または制御機構）、メモリサブシステム２１２、ネットワーキ
ングサブシステム２１４、電源サブシステム２１６、オプションのスイッチングサブシス
テム２２０、オプションのセンササブシステム２２４（すなわち、データ収集サブシステ
ム、より広義には、センサ機構）、及びフィードバックサブシステム２３６を含む。処理
サブシステム２１０は、計算演算を実行し、かつ種々の手法を実行することによりセンサ
データを処理するように構成される１つ以上のデバイスを含む。例えば、処理サブシステ
ム２１０は、１つ以上のマイクロプロセッサ、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、マイ
クロコントローラ、プログラマブルロジックデバイス、及び／又は１つ以上のデジタルシ
グナルプロセッサ（ＤＳＰ）を含むことができる。
【０１４４】
　更に、処理サブシステム２１０は、任意のセキュアチャネルを含むことができ、このセ
キュアチャネルは、情報のセキュアな処理を実行し、電子デバイス２００内の他のコンポ
ーネントとセキュアに通信し、より広義には、セキュアなサービスを実施する。このセキ
ュアチャネルは、１つ以上のプロセッサ、セキュアブートＲＯＭ，１つ以上のセキュリテ
ィペリフェラル、及び／又は他のコンポーネントを含むことができる。セキュリティペリ
フェラルは、ハードウェアで構成されて、オプションのセキュアチャネルにより実施され
るセキュアなサービスを支援する。例えば、セキュリティペリフェラルは、様々な認証手
法を実現する認証ハードウェア、暗号化を実施するように構成される暗号化ハードウェア
、セキュアインターフェースを介して他のコンポーネントと通信するように構成されるセ
キュアインターフェースコントローラ、及び／又は他のコンポーネントを含むことができ
る。幾つかの実施形態では、オプションのセキュアチャネルにより実行可能な命令は、メ
モリサブシステム２１２のうち、オプションのセキュアチャネルに割り当てられるトラス
トゾーンに格納され、オプションのセキュアチャネルは命令をトラストゾーンからフェッ
チして実行する。オプションのセキュアチャネルは、処理サブシステム２１０のうち、注
意深く制御されるインターフェースを除く残りの部分から絶縁されることにより、オプシ
ョンのセキュアチャネル及び当該セキュアチャネルのコンポーネント用のセキュア領域を
形成することができる。オプションのセキュアチャネルとのインターフェースが注意深く
制御されるので、オプションのセキュアチャネル内のコンポーネント（プロセッサまたは
セキュアブートＲＯＭのような）への直接アクセスは防止される。幾つかの実施形態では
、オプションのセキュアチャネルは、ネットワーキングサブシステム２１４を介して送受
信される入力を復号し、及び／又は出力を暗号化し、オプションのセンササブシステム２
２４との間で送受信される情報（センサデータのような）を暗号化、及び／又は復号する
。
【０１４５】
　メモリサブシステム２１２は、処理サブシステム２１０、ネットワーキングサブシステ
ム２１４、及び／又はオプションのセンササブシステム２２４に対するデータ及び／又は
命令を格納する１つ以上のデバイスを含む。例えば、メモリサブシステム２１２は、ダイ
ナミックランダムアクセスメモリ（ＤＲＡＭ）、スタティックランダムアクセスメモリ（
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ＳＲＡＭ）、及び／又は他の種類のメモリを含むことができる。幾つかの実施形態では、
処理サブシステム２１０に対するメモリサブシステム２１２内の命令は、処理サブシステ
ム２１０によりオペレーティング環境（オペレーティングシステム２３４のような）で実
行されうる１つ以上のプログラムモジュール２３２または命令セットを含む。１つ以上の
コンピュータプログラムは、コンピュータプログラム機構またはプログラムモジュールを
構成することができることに留意されたい。また、メモリサブシステム２１２内の様々な
モジュールに含まれる命令は、高レベル手続き型言語、オブジェクト指向プログラミング
言語、及び／又はアセンブリ言語若しくは機械語で実行される。更に、プログラミング言
語は、コンパイル、または解釈されて、例えば‘ｃｏｎｆｉｇｕｒａｂｌｅ’（設定可能
に）または‘ｃｏｎｆｉｇｕｒｅｄ’（構成されて）（ｃｏｎｆｉｇｕｒａｂｌｅまたは
ｃｏｎｆｉｇｕｒｅｄは本説明では同じ意味に使用することができる）、処理サブシステ
ム２１０により実行することができる。
【０１４６】
　また、メモリサブシステム２１２は、メモリへのアクセスを制御する機構を含むことが
できる。幾つかの実施形態では、メモリサブシステム２１２は、電子デバイス２００内の
メモリに結合される１つ以上のキャッシュを備えるメモリ階層を含む。これらの実施形態
のうちの幾つかの実施形態では、キャッシュ群のうちの１つ以上のキャッシュは処理サブ
システム２１０に置かれる。
【０１４７】
　幾つかの実施形態では、メモリサブシステム２１２は、１つ以上の大容量記憶デバイス
（図示せず）に結合される。例えば、メモリサブシステム２１２は、磁気ドライブまたは
光ドライブ、ソリッドステートドライブ、若しくは別の種類の大容量記憶デバイスに結合
することができる。これらの実施形態では、メモリサブシステム２１２が、頻繁に使われ
るデータ用の高速アクセスストレージとして電子デバイス２００が使用できるのに対し、
大容量記憶デバイスは、より少ない頻度で使用されるデータを格納するために使用される
。
【０１４８】
　ネットワーキングサブシステム２１４は、有線ネットワーク、光ネットワーク、及び／
又は無線ネットワークに結合され、かつ有線ネットワーク、光ネットワーク、及び／又は
無線ネットワーク上で通信を行なう（すなわち、ネットワーク動作を行なう、より広義に
は、通信を行なう）ように構成される１つ以上のデバイスを含み、これらのデバイスは、
インターフェース回路２２８（ZigBee（登録商標）通信回路のような）及び１つ以上のオ
プションのアンテナ２３０を含む。例えば、ネットワーキングサブシステム２１４は、Zi
gBee（登録商標）ネットワーキングサブシステム、BluetoothTM （登録商標）ネットワー
キングサブシステム (BluetoothTM （登録商標）Low Energy、BLE またはBluetoothTM （
登録商標）LEを含むことができる)、 セルラーネットワーキングシステム（例えば、UMTS
、 LTEなどのような3G/4G ネットワーク）、ＵＳＢネットワーキングシステム、IEEE 802
.11 で規定されている規格に準拠したネットワーキングシステム（例えば、Wi-Fi（登録
商標）ネットワーキングシステム）、イーサネット（登録商標）ネットワーキングシステ
ム、赤外線通信システム、電力線通信システム、及び／又は別の通信システム（近距離無
線通信システムまたはアドホックネットワークネットワーキングシステムのような）を含
むことができる。
【０１４９】
　また、ネットワーキングサブシステム２１４は、プロセッサ、コントローラ、無線機／
アンテナ、ソケット／プラグ、及び／又は他のデバイスを含み、これらは各被サポートネ
ットワーキングシステムまたは各被サポート通信システムと結合され、各被サポートネッ
トワーキングシステム上または各被サポート通信システム上で通信し、各被サポートネッ
トワーキングシステムまたは各被サポート通信システムに関するデータ及びイベントを処
理するために使用される。各ネットワークシステムに結合され、各ネットワークシステム
上で通信し、各ネットワークシステムに関するデータ及びイベントをネットワーク上で処
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理するために使用される機構は、ネットワークシステム用の‘ｎｅｔｗｏｒｋ　ｉｎｔｅ
ｒｆａｃｅ（ネットワークインターフェース）’と総称される場合があることに留意され
たい。また、幾つかの実施形態では、電子デバイス群の間の‘ｎｅｔｗｏｒｋ（ネットワ
ーク）’が、それにもかかわらず設けられない。従って、電子デバイス２００は、ネット
ワーキングサブシステム２１４内の機構を使用して、簡単な無線通信を電子デバイス２０
０と他の電子デバイスとの間で行なって、例えばアドバタイジングフレーム、招待申請、
ビーコン、及び／又は近距離無線通信に関連する情報を送信することができる。
【０１５０】
　また、電子デバイス２００は、１つ以上の電源２１８を備える電源サブシステム２１６
を含むことができる。これらの電源の各電源は、バッテリ（充電式バッテリまたは非充電
式バッテリのような）、ＤＣ電源、トランス、及び／又はスイッチング電源を含むことが
できる。また、１つ以上の電源２１８は、電圧制限モードまたは電流制限モードで動作す
ることができる。更に、これらの電源は、雄アダプターまたは雌アダプターを介して、壁
ソケットまたは壁プラグ、若しくは電気コンセントソケットまたは電気コンセントプラグ
（折り畳み式または引き込み式とすることができる二股または三股電気コンセントプラグ
のような）、ライトソケット（または、電球ソケット）、電気配線（多重配線電気端子）
、発電機、ＵＳＢポートまたはＵＳＢコネクタ、ＤＣ電源プラグまたはＤＣ電源ソケット
、携帯電話充電ケーブル、フォトダイオード、太陽電池などに機械的かつ電気的に結合す
ることができる。この機械電気結合は、剛性の高い結合とするか、または再結合可能な結
合とすることができる。１つ以上の電源２１８は、外部電源または別の電子デバイスに、
オプションのスイッチングサブシステム２２０内のスイッチ２４６に含まれる電気接続ノ
ード群のうちの１つの電気接続ノードを介して機械的かつ電気的に結合することができる
ことに留意されたい。
【０１５１】
　幾つかの実施形態では、電源サブシステム２１６は、１つ以上の電気コネクタに差し込
むことができる外部電子デバイス（電化製品またはレギュレータデバイスのような）用の
１つ以上の電気コネクタへのパススルー電源を含むか、またはパススルー電源として機能
する。１つ以上の電気コネクタへの（従って、外部電子デバイスへの）給電は、処理サブ
システム２１０、若しくはオプションのスイッチングサブシステム２２０により（例えば
、スイッチ２４６により）その場で制御することができる、及び／又はネットワーキング
サブシステム２１４を介して離れた場所から制御することができる。
【０１５２】
　更に、オプションのセンササブシステム２２４は、１つ以上のセンサデバイス２２６（
または、センサアレイ）を含むことができ、これらのセンサデバイスは、１つ以上のプロ
セッサと、メモリと、を含むことができる。例えば、１つ以上のセンサデバイス２２６は
、サーマルセンサ（温度計のような）、湿度センサ、気圧計、カメラまたはビデオレコー
ダ（ＣＣＤまたはＣＭＯＳイメージセンサのような）、１つ以上のマイクロホン（マイク
ロホンは、可聴周波数帯の音響情報を含む、モノラル方式またはステレオ方式の音響情報
を記録することができる）、負荷監視センサまたは電気特性検出器（より広義には、１種
類以上の電気特性を監視するセンサ）、赤外線センサ（能動センサまたは受動センサとす
ることができる）、顕微鏡、粒子検出器（鱗屑、花粉、塵埃、排ガスなどの検出器のよう
な）、大気質センサ、粒子センサ、光学式粒子センサ、イオン化粒子センサ、煙探知機（
散乱光式煙探知機またはイオン化煙探知機のような）、火災検知センサ、ラドン検出器、
一酸化炭素探知機、化学物質センサまたは化学物質検出器、揮発性有機化合物センサ、燃
焼ガスセンサ、ユーティリティ使用量センサ、インターネット使用量センサ、無線ネット
ワーク使用量センサ、防犯センサ、電圧計、電流計、化学分析装置、質量分析計、微量分
析装置、ナノ細孔プラズモン共鳴センサ、遺伝子センサ（マイクロアレイのような）、加
速度計、不法侵入検知器、押し入り検出器、個人の感情状態または気分に関連するパラメ
ータを測定する検出器、測位センサまたは位置特定センサ（全地球測位システムすなわち
ＧＰＳを利用する位置特定センサのような）、ジャイロスコープ、モーションセンサ（光



(58) JP 2017-532653 A 2017.11.2

10

20

30

40

50

ビームセンサのような）、周囲光センサ、接触センサ、歪みセンサ（歪み計のような）、
圧力センサ、近接センサ、マイクロ波／レーダセンサ（能動センサまたは受動センサとす
ることができる）、超音波センサ、振動センサ、流量センサ、フォトディテクタ、ガイガ
ーカウンタ、無線周波数放射線検知器、及び／又は物理効果を測定する、または環境要因
若しくは物理現象を特徴付ける（直接的または間接的のいずれかで）別のデバイスを含む
ことができる。１つ以上のセンサデバイス２２６は、センサの故障または読み取り間違い
に対処して正確性を向上させる、及び／又は精度を向上させる冗長性（所定の種類のセン
サデバイスのインスタンスが複数存在するような）を含むことができることに留意された
い。
【０１５３】
　電子デバイス２００の動作状態では、処理サブシステム２１０は、環境監視アプリケー
ションのような１つ以上のプログラムモジュール２３２を実行することができる。詳細に
は、環境監視アプリケーションは、１つ以上のセンサデバイス２２６に指示して、電子デ
バイス２００を含む環境（この環境は‘ｅｘｔｅｒｎａｌ　ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ（外
部環境）’と表記される場合がある）の１種類以上の環境状態を表わすセンサデータを測
定、または取得することができる。例えば、環境状態は、個人（居住者または場合によっ
ては不法侵入者のような）が居る、ドアが開いている、個人がベッドから起き上がってい
る、個人が目覚めている、個人が泣いている、個人が寝返りを打っている、個人が身を震
わせている、化学化合物（排ガス、一酸化炭素、ラドン、煙、不揮発性有機化合物、及び
／又は揮発性有機化合物）が含まれている、アレルギー誘発物質（鱗屑または花粉のよう
な）が含まれている、塵埃が含まれている、菌が含まれている、火災、煙が出ている、浸
水、水漏れ、化学物質漏れ、昆虫または齧歯類が存在している（より広義には、侵入して
いる）、銃器が発砲されている、口論または犯罪行為が起こりそうになっている（家庭内
暴力のような）、医療緊急事態、個人の健康状態の変化、電源の利用可能性（電源障害が
発生しているかどうかのような）、照明状態（照明が灯いているか、消えているかのよう
な）、温度が所定の目標温度から外れている、及び／又は湿度が所定の目標湿度から外れ
ていることを含むことができる。幾つかの実施形態では、環境状態は、レギュレータデバ
イス（レガシー電子デバイスであっても、なくてもよい）の動作に関連付けられる。レギ
ュレータデバイス（より広義には、図１の電子デバイス群１１４のうちの１つの電子デバ
イス）は、煙探知機、サーモスタット、一酸化炭素探知機、電化製品、ペット飼育器また
は動物飼育器、植物給水装置または動物給水装置、クロック、セキュリティアラーム、加
湿器、エアフィルタ、スイッチ、照明灯などを含むことができる。センサデータの監視は
継続的、定期的（例えば、所定の期間が経過した後に）、または必要に応じて（イベント
駆動監視のような）、行なうことができる。
【０１５４】
　別の構成として、または更に、センサデータをオプションのセンササブシステム２２４
を使用して測定するのではなく、またはオプションのセンササブシステム２２４からの測
定センサデータと併せて、電子デバイス２００はセンサデータを、センサデバイス２２６
と同様の１つ以上のセンサデバイスを含む別の電子デバイス（図１のパートナー電子デバ
イス群１１６のうちの１つのパートナー電子デバイスのような）から受信することができ
る。詳細には、センサデータは、他の電子デバイスから、ネットワーキングサブシステム
２１４を使用して受信することができる。（同様に、電子デバイス２００は、センサデー
タを図１の別のコンポーネントに、ネットワーキングサブシステム２１４を使用して送信
することにより、下位サービスまたはサービスを実施する際に分析、及び／又は使用する
ことができる。）
【０１５５】
　測定センサデータ及び／又は受信センサデータは処理サブシステム２１０に送信するこ
とができる。従って、環境監視アプリケーションはオプションであるが、センサデータを
分析することができ、例えば、離散変換またはフーリェ変換を計算し、ヒストグラムを求
め、フィルタ処理または信号処理を実行し、データ圧縮を実行し、センサデバイス群２２
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６のうちの１つ以上のセンサデバイスを校正し、電子デバイス２００の電力消費を管理し
、センサデバイス群２２６のうち、動作していない、または誤センサデータを出力してい
る１つ以上のセンサデバイスを特定し、別の変換を適用し、データを１つの形式から別の
形式に変換し、統計を算出し（分布モーメントのような）、教師あり学習を実行し（ベイ
ジアン分析のような）、ノイズリダクションを実行し、センサデータを正規化し、センサ
データをスケーリングし、センサデータをパーティショニングし、センサデータを集計ま
たはコンパイルし、単位を変換する、などを行うことができる。（別の構成として、また
は更に、センサデータまたはセンサデータを要約したドキュメントは、別の電子デバイス
に、ネットワーキングサブシステム２１４を使用して送信することができ、分析は離れた
場所で、例えば図１のコンピュータ群１２０のうちの１つのコンピュータにより行なわれ
る。）例えば、分析では、ある環境状態が環境内で発生しているかどうかを判断すること
ができる。幾つかの実施形態では、この分析は、他の環境監視デバイスから受信されるセ
ンサデータ及び／又は環境状態のような情報に基づいて行なわれる。これにより、環境特
有の閾値のような校正設定値を環境及び／又は電子デバイス２００について導出すること
ができる。（別の構成として、または更に、校正設定値は、ユーザエンティティにより手
動で、または校正手法を実装するソフトウェアにより設定することができる）。また、分
析は、天候及び環境事象、例えば竜巻、ハリケーン、地震、津波、天気予報などのデータ
セットのような外部データソースからの情報に基づいて行なうことができる。
【０１５６】
　従って、環境監視アプリケーションは、フィードバックを電子デバイス２００に関連す
るユーザエンティティに対して（例えば、図１の電子デバイス群１０８のうちの１つの電
子デバイスに対して）、及び／又は図１の電子デバイス群１１４のうちの１つの電子デバ
イスに対して直接、行なうことができる（この電子デバイスが、電子デバイス２００とネ
ットワーキングサブシステム２１４を介して通信することができる場合）。詳細には、環
境監視アプリケーションはフィードバックサブシステム２３６に指示して、知覚情報、例
えば、テキストメッセージまたは画像メッセージ、グラフ、レポート、チャート、スペク
トラム、ディスプレイ２４０上に表示される映像、オプションのスピーカ２４２から出力
される音または音声メッセージ（アラートのような）、及び／又はオプションの光源２４
４から出力される照明パターンを供給することができる。例えば、知覚情報は、所定範囲
の値、数値測定値、諧調（または、グレースケール）、カラー、化学式、画像、照明パタ
ーン、質感、パターン（１種類以上の環境状態に対応させることができる）、大きい方ま
たは小さい方の素材サイズの勾配のモザイク模様、及び／又は素材サイズが漸増または漸
減するモザイク模様（所定の環境状態が強く影響してくるに従ってより大きくなる、また
は弱く影響してくるに従ってより小さくなるように調整されるモザイク模様のような）を
含むことができる。このように、幾つかの実施形態では、知覚情報は、電子デバイス２０
０のカラーの変化を含む。別の構成として、または更に、フィードバックは、オプション
の光源２４４から供給される照明パターンの変化を含むことができる。幾つかの実施形態
では、フィードバックは、ネットワーキングサブシステム２１４を使用して送受信され、
ユーザエンティティ（または、他の個人）に対して、図１の電子デバイス群１０８のうち
の１つの電子デバイス（例えば、ユーザの携帯電話、タブレットコンピュータ、またはコ
ンピュータ）のような別の電子デバイス上に提示され、別の電子デバイスは、センサデー
タ、分析済みセンサデータ、環境状態、及び／又はフィードバックを離れた場所において
目で確認するために使用される。
【０１５７】
　例えば、ある環境状態、起こり得る脅威、または実際の脅威に応答して、電子デバイス
２００は、アラートを供給するか、または出力することができ、アラートは、環境内の可
聴音（または、可聴フィードバック）、及び／又は１つ以上の電子デバイス（図１の電子
デバイス群１０８のうちの１つの電子デバイスのような）に無線送信される情報を含むこ
とができる。異なる種類のアラート（異なる警告音、警告光、警告メッセージなどのよう
な）を異なる環境状態に対応して設定することができる、または１種類以上の環境状態の
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深刻度が変化するに従って設定することができる。更に、電子デバイス２００は、１種類
よりも多くの種類のアラートを同時に出力するか、または提示することができる。電子デ
バイス２００は、別の電子デバイス（図１のパートナー電子デバイス群１１６のうちの１
つのパートナー電子デバイスのような）から受信したアラートを提示するか、または出力
することができることに留意されたい。
【０１５８】
　幾つかの実施形態では、環境監視アプリケーションは、ネットワーキングサブシステム
２１４を介してフィードバックを、環境監視デバイス１１０（図１）、パートナー電子デ
バイス１１６（図１）、サービスプロバイダ電子デバイス１１８（図１）、コンピュータ
１２０（図１）、及び／又は他の電子デバイス（コンポーネントサプライヤ、小売業者、
保険会社、セキュリティ要員、緊急サービス要員、ユーティリティ事業者、メンテナンス
組織、出荷会社、家主または資産所有者、企業コンプライアンス組織、点検事業者、企業
、政府機関などに関連する、または代わって動作するコンピュータまたはサーバのような
）のうちの１つ以上に対して行なうことができる。例えば、環境監視アプリケーションは
、ショートメッセージサービス、電子メール、ソーシャルネットワーク、及び／又はメッ
セージ当たりの文字数が限られているメッセージングサービスを利用することができる。
別の構成として、または更に、フィードバックをウェブページまたはウェブサイト（より
広義には、ネットワーク上のロケーション）に掲載することができ、１人以上の受領者は
、ネットワーキングサブシステム２１４を介して通知を受け取ることができる、例えばネ
ットワーク上のロケーションへのリンクを受領者に供給することができる。
【０１５９】
　今度は、許可対象のエンティティが、電子デバイス（図１の電子デバイス群１０８のう
ちの１つの電子デバイスのような）を使用することができ、ネットワーキングサブシステ
ム２１４を介して、電子デバイス２００の設定（アラーム設定、ユーザ嗜好などのような
）を変更することができ、これによりフィードバックがその場で行なわれる方法（例えば
、オプションのスピーカ２４２を使用して）、及び／又は離れた場所で行われる方法を（
例えば、ネットワーキングサブシステム２１４を使用して）変更することができ、より広
義には、電子デバイス２００の１つ以上の機能を変更することができる。例えば、図１の
電子デバイス１０８－１のユーザは、電子デバイス２００のプロバイダまたはシステムに
関連するウェブページにアクセスして１つ以上の設定を変更することにより、例えばアラ
ートまたはフィードバックの提供を無効化することができる。
【０１６０】
　アラートの提供が無効化される場合、処理サブシステム２１０は、悪化する可能性のあ
る環境状態（煙または一酸化炭素が存在する可能性がある状態のような）を次のセンサデ
ータに基づいて評価し続けることができ、脅威が深刻になっている場合（例えば、一酸化
炭素濃度が増えている場合、または一酸化炭素濃度が危険なレベルになっている場合）、
アラートの提供を再開することができる。別の構成として、所定の期間（５，１０，１５
，または３０分のような）が経過した後、変更後のアラート設定は自動的に元のアラート
設定に復帰して、電子デバイス２００がアラートを再度提供することができるようになる
。幾つかの実施形態では、ユーザが引き続き、変更後のアラート設定を変えて元のアラー
ト設定に戻すことができる、またはアラート設定をデフォルトにリセットすることができ
る。このように、電子デバイス２００は、１つ以上の環境要因（より広義には、環境状態
）が環境の安全に与える影響を、アラートに対するユーザ操作を可能にしながら評価し続
けることができる。更に、電子デバイス２００は、アラートが無効化される過程で、かつ
脅威が深刻になっている場合にアラートを再開することにより、フェールセーフを提供で
きる。
【０１６１】
　幾つかの実施形態では、処理サブシステム２１０は、アラートまたはアラームに応答し
て是正措置を実施する（すなわち、１種類以上の環境状態に基づいて）。この是正措置で
は、レギュレータデバイスと通信して環境状態（複数種類の環境状態）を正常にする。例
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えば、ネットワーキングサブシステム２１４を介して、処理サブシステム２１０は、レギ
ュレータデバイスに指示して、エリアの換気を行ない、加湿器を作動させ、レギュレータ
デバイスの電源をオンまたはオフにし、所定モードの動作をレギュレータデバイス上で開
始するなどを行う。幾つかの実施形態では、この同じ機能（より広義には、是正措置）を
、レギュレータデバイスと直接通信することなく、オプションのスイッチングサブシステ
ム２２０内のスイッチ２４６の状態を切り替えることにより実行する。別の構成として、
処理サブシステム２１０は、メンテナンス通知（エアフィルタを変える通知のような）を
送信することができる。更に、アラートは、環境状態を安全な値に戻すことができる積極
的変更または消極的変更のような是正措置を示すことができる。このように、アラートは
、ユーザが、塗装または真空引きを行なうときに換気の電源を入れる、または安全マスク
を着用する必要があることを示すことができて、及び／又はユーザに、化学製品（塗料の
ような）の塗布をやめる、または塗布速度を遅くするよう促すことができる。
【０１６２】
　更に、１つ以上のプログラムモジュール２３２はメンテナンスアプリケーションを含む
ことができる。このメンテナンスアプリケーションは、電子デバイス２００の動作、図１
の他のコンポーネント群のうちの１つの他のコンポーネント、及び／又は環境内の１種類
以上の環境状態に関するメンテナンス通知を提供することができる。例えば、メンテナン
スアプリケーションは指示を与えて、メンテナンスを実行する、バッテリ（より広義には
、電源２１８のうちの１つの電源）を取り替える、１つ以上のセンサデバイス２２６のう
ちの１つのセンサデバイスを取り替える、別の取り替え部品（フィルタのような）を注文
する、及び／又はごみを外に出す。メンテナンス通知を提供する際、メンテナンスアプリ
ケーションは、フィードバックサブシステム２３６に指示して、メンテナンス通知をユー
ザエンティティ、メンテナンス要員、またはサービスプロバイダに対して提示させること
ができて、及び／又はネットワーキングサブシステム２１４に指示してメンテナンス通知
を、ユーザエンティティの携帯電話のような別の電子デバイスに送信させることができる
。幾つかの実施形態では、メンテナンスアプリケーションは、メンテナンス通知に応答し
て、特定のサービスプロバイダまたは製品を提案または推奨して、是正措置を採るか、ま
たは是正措置を実施することができる。別の構成として、メンテナンスアプリケーション
は、ユーザを、メンテナンス通知に関連する情報を含む文書（ウェブページまたはウェブ
サイトのような）に誘導することができる。
【０１６３】
　センサデータ及び／又は分析済みセンサデータは、少なくとも一時的に、メモリサブシ
ステム２１２内のデータ構造に格納することができることに留意されたい。詳細には、デ
ータ構造は、センサデータ、タイムスタンプ、ロケーション、オプションの分析済みセン
サデータ及び／又は環境状態を有するエントリを含むことができる。（より広義には、メ
モリサブシステム２１２は、図１のシステム内のコンポーネント群の入力及び／又は出力
を格納することができる。）ロケーション（または、ロケーション情報）は、仮にセンサ
データが取得された、または測定されたとした場合にロケーションを規定することができ
る、及び／又は仮にセンサデータ（より広義には、入力及び／又は出力）が格納されると
した場合にロケーションへのポインタを含むことができることに留意されたい。例えば、
ロケーション情報は、電子デバイス２００内のセンサデバイス（ロケーションモニタのよ
うな）を使用して測定することができて、及び／又はロケーション情報は、図２の電子デ
バイス２００に近接する別の電子デバイス（１～１０ｍ以内に位置するユーザの携帯電話
のような）から受信することができる。このように、ロケーションは、ＧＰＳ及び／又は
携帯電話ネットワーク（例えば、三角測量法または三辺測量法）を利用して判断すること
ができる。
【０１６４】
　また、１つ以上のプログラムモジュール２３２はデータ共有アプリケーションを含むこ
とができる。このデータ共有アプリケーションにより、指定された受領者または許可対象
の受領者は、コンピュータ群１２０（図１）のうちの１つのコンピュータのようなアーカ
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イブデバイスに格納されている保護対象センサデータにアクセスすることができる。詳細
には、処理サブシステム２１０により実行されると、データ共有アプリケーションは、オ
プションのセンササブシステム２２４に指示して、環境状態を表わすセンサデータを測定
、または収集することができる。次に、データ共有アプリケーションは、センサデータ及
び／又は分析済みセンサデータを保護することができる。例えば、センサデータ及び／又
は分析済みセンサデータは、暗号化キーを使用して、処理サブシステム２１０及び／又は
オプションのセキュアチャネル２２２により暗号化することができる。別の構成として、
または更に、センサデータ及び／又は分析済みセンサデータは、セキュアハッシュ関数を
電子デバイス２００の識別子、及び／又は処理サブシステム２１０により生成される乱数
（または、疑似乱数）と併せて使用して保護することができる。次に、データ共有アプリ
ケーションは、ネットワーキングサブシステム２１４に指示して、保護対象センサデータ
及び／又は分析済みセンサデータをコンピュータ群１２０（図１）のうちの少なくとも１
つのコンピュータに供給することができる。
【０１６５】
　続いて、電子デバイス２００が、ネットワーキングサブシステム２１４を介して、セン
サデータに関するリクエストをデータ共有電子デバイス１１８（図１）から受信すると、
データ共有アプリケーションは、メモリサブシステム２１２に格納されている電子デバイ
ス２００のユーザの所定の許可設定にアクセスすることができる。ユーザの所定の許可設
定によりリクエストに関連する受領者が許可される場合、データ共有アプリケーションは
、ネットワーキングサブシステム２１４を介して、許可情報をコンピュータ群１２０（図
１）のうちの少なくとも１つのコンピュータに供給して、センサデータを電子デバイス群
１０８（図１）のうちの１つの電子デバイスに対して公表することができる。別の構成と
して、データ共有アプリケーションは、フィードバックサブシステム２３６に指示して、
ユーザによるリクエストに関するフィードバックをリクエストすることができる。このユ
ーザフィードバックは、オプションのユーザインターフェース２４８（図１）を介して受
信することができる。ユーザフィードバックによりリクエストが受け入れられる場合、デ
ータ共有アプリケーションは、ネットワーキングサブシステム２１４を介して、許可情報
を電子デバイス群１０８（図１）のうちの１つの電子デバイスに供給して、センサデータ
を電子デバイス群１０８（図１）のうちの少なくとも１つの電子デバイスに対して公表す
ることができる。（このように、電子デバイス２００のユーザは、他の関係者にセンサデ
ータへのアクセスを許可する時点を制御することができる。）データ共有アプリケーショ
ンは更に、ネットワーキングサブシステム２１４を介して、センサデータに対する保護を
解除する方法を規定する保護情報を電子デバイス群１０８（図１）のうちの少なくとも１
つの電子デバイスに、及び／又はコンピュータ群１２０（図１）のうちの少なくとも１つ
のコンピュータに供給することができることに留意されたい。例えば、データ共有アプリ
ケーションは、暗号化キー、並びに／又はセキュアハッシュ関数、乱数（若しくは、疑似
乱数）、及び／若しくは識別子を通知することができる。幾つかの実施形態では、この保
護情報は、電子デバイス２００のユーザから、例えばネットワーキングサブシステム２１
４を介して、及び／又はオプションのユーザインターフェース２４８を介して受信される
。
【０１６６】
　幾つかの実施形態では、データ共有アプリケーションは、センサデータ（または、分析
済みセンサデータ）の異なる部分集合を、異なるエンティティのデータ権限に基づいてこ
れらのエンティティに選択的に提供、または共有する。例えば、環境監視アプリケーショ
ンは、センサデータの部分集合を異なるエンティティのデータ権限に基づいて生成するこ
とができ、次にネットワーキングサブシステム２１４を介して、データ共有アプリケーシ
ョンは、センサデータの部分集合を、これらのエンティティ（１つ以上のユーザエンティ
ティ、パートナーエンティティ、及び／又はサービスプロバイダのような）に関連する電
子デバイスに供給することができる。データ権限は、センサ機構が監視する（例えば、ア
パート内の、または建物内の異なる領域を１日のうちの異なる時刻に監視して、借家人の
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プライバシーを保護する）外部環境内の異なる空間範囲を規定する、及び／又は外部環境
に関連する情報の異なる種類（このように、借家人は、家主とは異なる種類の情報、例え
ば暖房システムまたは空調システムの動作に関する情報とは異なる、寝ている子供に関す
る情報を監視してアクセスすることができる）を規定することができることに留意された
い。また、データ共有アプリケーションは、外部環境に関する利用可能なセンサデータを
規定するデータ利用可能性情報を掲載することができる。以下に更に説明するように、デ
ータ利用可能性情報により、センサデータを外注することができて、及び／又はセンサデ
ータを動的に集計することができて、パートナーエンティティ及び／又はサービスプロバ
イダがサービスを提供することができる。詳細には、別のエンティティ（パートナーエン
ティティまたはサービスプロバイダのような）からのセンサデータのうちの少なくとも幾
つかの部分に関するリクエストであって、ネットワーキングサブシステム２１４を介して
受信するリクエストに応答して、データ共有アプリケーションはオプションであるが、セ
ンサデータの部分集合を生成し（センサデータについてリクエストされる部分集合がメモ
リサブシステム２１２に既に含まれてはいない場合）、次に他のエンティティにネットワ
ーキングサブシステム２１４を介して供給する。
【０１６７】
　また、１つ以上のプログラムモジュール２３２はサービスアプリケーションを含むこと
ができ、サービスアプリケーションにより環境監視デバイスは、直接的に、または間接的
に、かつ選択的に（従って、動的に）サービスを有効化、または提供することができる（
例えば、アラートごとに、または必要に応じて）。詳細には、単独で、または前出のプロ
グラムモジュール群のうちの１つのプログラムモジュールと連携して、このサービスアプ
リケーションは、ある環境状態が環境内で発生していることに関連するアラート、及び／
又は発生していることを示すアラートに応答して、サービスの提供を選択的に可能とする
ことができる。センサデバイス群２２６のうちの１つ以上のセンサデバイスが、外部環境
内の１種類以上の環境状態を表わすセンサデータを測定、または取得すると、環境監視ア
プリケーションは、センサデータに基づいて、環境状態及び／又は外部環境に関連するア
ラートを決定することができる。アラートを決定する際に、センサデータを随意で分析す
ることができることに留意されたい。
【０１６８】
　アラートに基づいて、サービスアプリケーションは、ネットワーキングサブシステム２
１４を介して、サービス提案をエンティティの電子デバイスに対して提供することができ
る。例えば、サービス提案は、ユーザエンティティ（環境監視デバイス２００のユーザ若
しくは所有者、借家人、資産所有者、メンテナンス要員、及び／又は資産管理者のような
）の携帯電話またはコンピュータに対して提供することができる。サービス提案は、サー
ビスの種類（メンテナンス、環境状態に関する規制、動的な保険など）のような、及び／
又は外部環境に関して利用可能なアラートがあることを知らせる通知のような環境状態に
関連する情報を含むことができる。
【０１６９】
　次に、ネットワーキングサブシステム２１４が、サービスを許可する応答を受信する場
合、サービスアプリケーションはサービスを実施することができる。サービスを実施する
際に、フィードバックサブシステム２３６が、アラート（または、アラートを規定する情
報）をディスプレイ２４０上にオプションのスピーカ（群）２４２などを介して提示する
、及び／又はネットワーキングサブシステム２１４がアラート（または、アラートを規定
する情報）をエンティティの電子デバイスに対して提示する。更に、サービスアプリケー
ションはサービスを実施することができ、例えば、指示またはコマンドを、ネットワーキ
ングサブシステム２１４を介して与えて、レギュレータデバイスの動作状態を変更する（
これにより、１種類以上の環境状態を変更する）、レギュレータデバイスを、オプション
のスイッチングサブシステム２２０を介して制御する（例えば、スイッチ２４６を開くか
、または閉じることにより、開と閉との間のスイッチ２４６のインピーダンスのグレース
ケール値を選択することなどにより）、ネットワーキングサブシステム２１４を介して、
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電子デバイス（例えば、フィードバックループ内のレガシー電子デバイス、レギュレータ
デバイス、電子デバイスなど）に関する、または関連するメンテナンス通知をユーザエン
ティティまたはサービスプロバイダに供給して、特定のメンテナンスまたは是正措置を実
施する、及び／又はネットワーキングサブシステム２１４を介して、電子デバイスの取替
用部品または取替用構成部品をサプライヤ（例えば、小売業者）に注文する、及び／又は
ネットワーキングサブシステム２１４を介して、指示を保険会社に出して、外部環境（例
えば、部屋または建物）内の被保険者及び／又は外部環境（例えば、部屋または建物）の
少なくとも一部に対する保険を提供する。
【０１７０】
　幾つかの実施形態では、サービスを実施するために、サービスアプリケーションは、ソ
フトウェア（ソフトウェアモジュール、アプリケーション、またはドライバのような）を
ダウンロードするか、またはインストールし、ソフトウェアが処理サブシステム２１０に
より実行されると、ソフトウェアによりサービスが実施され、及び／又はソフトウェアモ
ジュールまたはドライバを有効化し、ソフトウェアモジュールまたはドライバが処理サブ
システム２１０により実行されると、ソフトウェアモジュールまたはドライバによりサー
ビスが実施される。例えば、ソフトウェアまたはドライバにより、環境監視デバイス２０
０の更に別の機能、例えば別の環境状態をセンサデバイス群２２６のうちの１つ以上のセ
ンサデバイスを使用して監視する機能、または異なる分析を測定対象センサデータに対し
て実施して、他の環境状態を判断する機能を容易に実現することができる。
【０１７１】
　環境監視デバイスにより提供されるサービスされるサービスは、センサデバイス群２２
６のうちの１つ以上のセンサデバイスからのセンサデータ、及び／又は外部環境内の別の
電子デバイス（他の環境監視デバイス、パートナー電子デバイス、及び／又はサービスプ
ロバイダ電子デバイスのような）から受信する（ネットワーキングサブシステム２１４を
介して）センサデータに基づいて提供されることに留意されたい。このセンサデータは、
環境監視デバイスを含む１つ以上の外部環境内の環境状態を表わす現在のセンサデータ、
及び／又はこれまでのセンサデータを含むことができる。センサデータを使用して、サー
ビスアプリケーションは、保険の動的な提供を容易にする、または可能にする。例えば、
サービスアプリケーションは、センサデータを分析して、ある環境状態が複数の外部環境
のうちの１つの外部環境内で所定期間中に発生する確率を導出することができる。更に、
サービスアプリケーションは、保険の採算性に必要な環境状態に関連する同一料金継続契
約期間を計算することができる。次に、サービスアプリケーションは、ネットワーキング
サブシステム２１４を介して、保険に関するサービス提案（少なくとも保険料金または保
険料及び継続契約期間に応じた）をユーザエンティティに対して（例えば、ユーザの携帯
電話に対して）提供することができる。ネットワーキングサブシステム２１４を介して、
サービス提案を受け入れる（従って、サービスを許可する）応答を受信した後、サービス
アプリケーションは（単独で、またはサービスプロバイダと連携して）、保険をユーザエ
ンティティに対して提供することができる。（しかしながら、幾つかの実施形態では、サ
ービスアプリケーションは、ユーザエンティティがサービスを明示的に許可していない場
合でも、例えばある環境状態が所定期間中に、例えば次の２４～７２時間の間に発生する
確率が閾値、例えば５，１０，２５，または５０％を超える場合でも、保険を開始する。
幾つかの実施形態では、サービスアプリケーションは、保険の保険料金及び／又は継続契
約期間を、次のセンサデータに基づいて動的に適合させることにより採算性を確保する。
【０１７２】
　既に説明したように、サービスアプリケーションにより、サービスを有効化するセンサ
データを動的に外注する（従って、動的に集計する）ことができる。この外注は、ネット
ワーキングサブシステム２１４を介して受信する（例えば、ユーザエンティティから、ま
たは環境監視デバイス２００を含むエコシステム内のコンピュータシステムから）サービ
スに関するサービスリクエストに基づいて、及び／又は外部環境に関連するアラートに基
づいて行なわれる、例えば環境監視アプリケーションが１種類以上の環境状態が発生して
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いることをセンサデータに基づいて判断する場合に行なわれる。（このように、外注は、
サービスに関する明示的なリクエストがあると、またはリクエストを受けることなく行な
うことができる。そうではなく、幾つかの実施形態では、環境監視デバイス２００は、必
要性をアラートに基づいて、及び／又はある環境状態が発生していることに基づいて特定
し、センサデータを外注して環境監視デバイス２００がサービスを提供することができる
ようにする。）
【０１７３】
　リクエスト及び／又はアラートに応答して、サービスアプリケーションは、リクエスト
対象のサービス、及び／又はアラートに基づいて、サービスを提供するために必要な情報
（センサデータ及び／又は分析済みセンサデータの種類のような）の少なくとも幾つかの
部分を供給することができる別の電子デバイス（ ‘ｓｕｂｃｏｎｔｒａｃｔｉｎｇ　ｅ
ｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｄｅｖｉｃｅ（外注用電子デバイス）’と表記される場合がある）
を特定することができる。例えば、サービスアプリケーションは、他の電子デバイスを、
外部環境内の他の環境監視デバイス、パートナー電子デバイス、及び／又はサービスプロ
バイダ電子デバイスのメモリサブシステム２１２に格納されている（及び／又は離れた場
所に格納されている）機能に基づいて特定することができる。次に、サービスアプリケー
ションは、ネットワーキングサブシステム２１４を介して、センサデータ及び／又は分析
済みセンサデータに関するリクエストを、外部環境内に特定される１つ以上の環境監視デ
バイス、パートナー電子デバイス、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイスに供給す
ることができる。次に、サービスアプリケーションは、ネットワーキングサブシステム２
１４を介して、リクエスト対象のセンサデータ及び／又は分析済みセンサデータを、特定
される１つ以上の環境監視デバイス、パートナー電子デバイス、及び／又はサービスプロ
バイダ電子デバイスから受信することができる（例えば、所定期間中に１回受信する、ま
たは継続的に受信する）。リクエスト対象のセンサデータ及び／又は分析済みセンサデー
タを使用して、サービスアプリケーションはサービスを提供する。
【０１７４】
　必要なセンサデータ及び／又は分析済みセンサデータを外部環境内で利用することがで
きない場合、サービスアプリケーションは、ネットワーキングサブシステム２１４を介し
て命令を、外部環境内に特定される１つ以上の環境監視デバイス、パートナー電子デバイ
ス、及び／又はサービスプロバイダ電子デバイスのうちの少なくとも１つのデバイスに与
えて、ソフトウェア、アプリケーション、またはドライバをダウンロードする（または、
インストールする）、及び／又は既にインストールされているプログラムモジュールまた
はドライバを起動することにより、少なくともこの外注用電子デバイスが、必要なセンサ
データ及び／又は分析済みセンサデータを供給することができることに留意されたい。サ
ービスアプリケーションが外注用電子デバイスをアラートに基づいて特定する実施形態で
は、サービスアプリケーションはオプションであるが、ネットワーキングサブシステム２
１４を介して、サービス提案をユーザエンティティに対して提供することができ（例えば
、環境状態を規定する情報を、環境状態を監視する、または是正措置を実施するサービス
提案を受けるユーザの携帯電話に供給する）、ユーザがリクエストを許可する場合（例え
ば、サービス提案を受け入れることにより）、サービスを提供する（このようにして、セ
ンサデータ及び／又は分析済みセンサデータを外注する）。
【０１７５】
　電子デバイス及びサービスプロバイダのエコシステム内の他のコンポーネント群を組み
合わせた複合体と連携して、サービスアプリケーションは、環境監視デバイス２００を有
効化してサービスを提供することができる。例えば、サービスアプリケーション（及び／
又はエコシステム内のコンピュータシステム）は、複合体をセンサデータ（１つ以上のセ
ンサデバイス２２６により測定されるセンサデータ、及び／又は別の環境監視デバイス、
パートナー電子デバイス、またはサービスプロバイダ電子デバイスからのセンサデータの
ような）に基づいて特定することができる。複合体は、環境監視デバイス群のうちの１つ
以上の環境監視デバイス、１つ以上のパートナー電子デバイス、及び／又はサービスプロ
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バイダ群のうちの１つ以上のサービスプロバイダを含むことができることに留意されたい
（これらの構成要素は、複合体内の‘ｃｏｍｐｏｎｅｎｔｓ（コンポーネント群）’と総
称される場合がある）。また、センサアプリケーション（及び／又はコンピュータシステ
ム）は、リクエスト（ユーザエンティティまたは別のエンティティ、例えば保険会社また
は政府機関からのリクエスト）に応答して、複合体を特定することができる、または明示
的なリクエストを受けることなく特定することができることに留意されたい（このように
、サービスは、ユーザまたはユーザエンティティがサービスを許可していない場合でも提
供される可能性がある）。例えば、隣り合わせの複数の住宅からのセンサデータが、強盗
未遂または押し込み強盗の増加を示している場合、保険プロバイダは、監視の強化または
ホームセキュリティの強化に関するリクエストを供給することができ、これにより、環境
監視デバイスが隣り合わせの住宅内に取り入れられるようになって、これらの環境監視デ
バイスから送り出される音声及び映像が、動的な隣近所見張り機能を果たすことができる
。
【０１７６】
　幾つかの実施形態では、複合体により、サービスアプリケーションは、ユーザ（自宅に
居る個人のような）がユーザの自宅内を移動したり、自宅に出入りするときのユーザの行
動を、複数の電子デバイス（すなわち、連携動作する）からのセンサデータに基づいて追
跡かつ予測することができる。また、サービスアプリケーションは、センサデータを使用
して、外部環境内のユーザまたは別の個人の気分または感情の状態を判断することができ
る。次に、サービスアプリケーションは、ネットワーキングサブシステム２１４を介して
、予測（予測される行動、及び／又はユーザの感情の状態を含む）をサービスプロバイダ
（ケーブルテレビプロバイダまたはオーバーザトップコンテンツプロバイダのような）に
提示することにより、サービスプロバイダは、音声コンテンツ、映像コンテンツ、及び／
又はテキストコンテンツを選択してユーザに、ユーザにとって適切な時刻または都合の良
い時刻に、ユーザによる明示的な操作を全く必要とすることなく配信することができる（
例えば、テレビ、電子デバイス、スピーカなどを介して）。例えば、サービスアプリケー
ションは、音声のスペクトル分析を使用して、赤ん坊が泣いていると判断することができ
るので、赤ん坊の親がストレスを感じると結論付けることにより、サービスプロバイダに
対してアラートを発信して落ち着いた音楽を流す、すなわち幼児用の番組をテレビに、気
晴らしのために、及び／又は沈静照明として流すことができる。別の構成として、または
更に、サービスアプリケーションは、電話会話の音声を自然言語処理して、ユーザが特定
の問題を有していると判断することができ、サービスプロバイダに対してアラートを発信
して対応する検索を、サーチエンジンを使用して行なわせることにより、有用な結果をユ
ーザの携帯電話上に表示させることができる。更に、サービスアプリケーションは、ユー
ザのショッピング意図を、音声及びユーザの行動（例えば、料理をしながら空の牛乳パッ
クをカウンターに置く）を自然言語処理することにより判断することができ、サービスプ
ロバイダに対してアラートを発信して、選択食料品を注文してユーザの自宅に配達するこ
とができる。
【０１７７】
　外部環境内の環境状態（複数種類の環境状態）が変化すると（すなわち、ユーザが異な
る場所に居る時刻、または異なる作業をしている時刻を示すセンサデータのような更に別
のセンサデータに基づいて）、サービスアプリケーション（及び／又はコンピュータシス
テム）は、異なる複合体を動的に特定して統合することによりサービス（群）を供給する
ことができる。サービスアプリケーション（及び／又はコンピュータシステム）は、ネッ
トワーキングサブシステム２１４を介して、複合体、相互関係、及び機能をサービス内で
規定する設定情報を複合体内のコンポーネント群に所定時刻に送信することができ、設定
情報には、サービス内で授受されるセンサデータ、サービス内で実施される下位サービス
、及び／又はサービスに基づく補償（または、補償を規定する情報）が含まれる。
【０１７８】
　複合体は、悪化センサデータ及び／又は不正行為を含んでいる可能性があるので、１つ
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以上のプログラムモジュール２３２は品質アプリケーションを含むことができ、この品質
アプリケーションは、ネットワーキングサブシステム２１４を介して（及び／又はコンピ
ュータシステムと連携して）、サービスを１つ以上の外部環境内で提供する複合体内のコ
ンポーネント群の間で授受される入力及び出力を監視する。次に、品質アプリケーション
（及び／又はコンピュータシステム）は、監視対象の入力及び出力を、品質基準（複合体
内の故障メカニズムの特徴、及び／又は複合体内のこれまでの不正行為の特徴のような）
に基づいて、かつ複合体内で授受され、メモリサブシステム２１２に（及び／又は離れた
場所に）格納されているこれまでの入力及び出力に基づいて分析する。品質アプリケーシ
ョン（及び／又はコンピュータシステム）が、インスタンスを不正センサデータ及び／又
は不正利用補償の入力及び出力内に特定すると、サービスアプリケーション（及び／又は
コンピュータシステム）は、是正措置を実施することができる。詳細には、サービスアプ
リケーションは、ネットワーキングサブシステム２１４を介して、特定したインスタンス
を含む被影響複合体に、特定したインスタンスに関する通知、被影響複合体に対する改修
を規定する改修情報（特定したインスタンスのソースを排除する、または置き換える指示
のような）、被影響複合体により提供されるサービスの継続を中止する通知、及び／又は
被影響複合体により提供されるサービスのレベルに対する調整を規定する情報（サービス
を遅らせる、またはサービスの質を意図的に落とす指示のような）を供給することができ
る。
【０１７９】
　１つ以上のプログラムモジュール２３２は更に、分析アプリケーションを含むことがで
き、分析アプリケーションは、サービスを向上させる機会、及び／又は更に別のサービス
を提供する機会を、複合体内で授受される入力及び出力の分析に基づいて特定する。詳細
には、分析アプリケーション（及び／又はコンピュータシステム）は、センサデータパタ
ーン、提案サービス、及び／又はサービス時及び提案サービス時の提案センサデータ外注
を判断することができる。例えば、分析アプリケーションは、購入パターン、推奨製品機
能、推奨小売棚卸、サービス及び提案サービスの推奨料金、及び／又はサービス及び提案
サービスの推奨継続契約期間を判断することができる。更に、サービスアプリケーション
は、ネットワーキングサブシステム２１４を介して、改修を規定する情報を複合体に、特
定した機会のうちの１回以上の機会に基づいて送信することができる。
【０１８０】
　電子デバイス２００、処理サブシステム２１０、メモリサブシステム２１２、ネットワ
ーキングサブシステム２１４、電源サブシステム２１６、オプションのスイッチングサブ
システム２２０、オプションのセンササブシステム２２４、及び／又はフィードバックサ
ブシステム２３６は、バス２３８のような１つ以上の相互接続を使用して結合することが
できる。これらの相互接続は、電気接続、光接続、及び／又は電気光接続を含むことがで
き、これらの接続をサブシステム群が使用して、コマンド及びデータを互いの間で送受信
することができる。異なる実施形態は、異なる数の、または異なる設定の電気接続、光接
続、及び／又は電気光接続をサブシステム群の間に含むことができることに留意されたい
。
【０１８１】
　電子デバイス２００は、多種多様な電子デバイスとする（または、多種多様な電子デバ
イスに含める）ことができる。例えば、電子デバイス２００は、センサ（スマートセンサ
のような）、タブレットコンピュータ、スマートフォン、携帯電話、電化製品、レギュレ
ータデバイス、コンシューマ電子デバイス（赤ん坊監視装置のような）、ポータブルコン
ピューティングデバイス、テスト機器、デジタルシグナルプロセッサ、コントローラ、携
帯情報端末、レーザプリンタ（または、コピー機のような他のオフィス機器）、電子手帳
、玩具、セットトップボックス、コンピューティングデバイス（ラップトップコンピュー
タ、デスクトップコンピュータ、サーバ、及び／又はサブノートブック／ネットブックの
ような）、照明灯（常夜灯のような）、アラーム、煙探知機、一酸化炭素探知機、監視デ
バイス、及び／又は別の電子デバイス（スイッチまたはルータのような）とすることがで
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きる（または、これらのデバイスに含めることができる）。
【０１８２】
　特定のコンポーネントを使用して電子デバイス２００について説明してきたが、別の実
施形態では、異なるコンポーネント及び／又はサブシステムを電子デバイス２００内に設
けるようにしてもよい。例えば、電子デバイス２００は、１つ以上の更に別の処理サブシ
ステム、メモリサブシステム、ネットワーキングサブシステム、電源サブシステム、スイ
ッチングサブシステム、及び／又はセンササブシステムを含むことができる。更に、サブ
システム群のうちの１つ以上のサブシステムは、電子デバイス２００内に設けなくてもよ
い。また、幾つかの実施形態では、電子デバイス２００は、図２に図示されない１つ以上
の更に別のサブシステムを含むようにしてもよい。
【０１８３】
　別々のサブシステムを図２に示しているが、幾つかの実施形態では、所定のサブシステ
ムまたはコンポーネントの幾つかの部分または全部を、電子デバイス２００内の他のサブ
システム群またはコンポーネント群のうちの１つ以上に組み込むことができる。例えば、
幾つかの実施形態では、１つ以上のプログラムモジュール２３２は、オペレーティングシ
ステム２３４に含まれる。幾つかの実施形態では、所定のサブシステム内のコンポーネン
トは、異なるサブシステム内に含まれる。
【０１８４】
　また、電子デバイス２００内の回路及びコンポーネントは、アナログ回路及び／又はデ
ジタル回路を随意に組み合わせた複合回路を使用して実現することができ、複合回路は、
バイポーラゲート、ＰＭＯＳゲート、及び／又はＮＭＯＳゲート、またはバイポーラトラ
ンジスタ、ＰＭＯＳトランジスタ、及び／又はＮＭＯＳトランジスタを含む。更に、これ
らの実施形態における信号は、離散的な値で近似的に表わすデジタル信号、及び／又は連
続値を有するアナログ信号を含むことができる。更に、コンポーネント及び回路は、シン
グルエンド方式とするか、または差動方式とすることができ、電源は、ユニポーラ電源ま
たはバイポーラ電源とすることができる。
【０１８５】
　集積回路には、ネットワーキングサブシステム２１４（無線機のような）の機能の幾つ
かの部分または全部を搭載することができ、より広義には、電子デバイス２００の機能の
幾つかの部分または全部を搭載することができる。また、集積回路は、ハードウェア機構
及び／又はソフトウェア機構を含むことができ、これらの機構を使用して、無線信号を電
子デバイス２００から他の電子デバイスに送信することができ、信号を電子デバイス２０
０で、他の電子デバイスから受信することができる。本明細書において記載されるこれら
の機構の他に、無線機は、この技術分野で広く知られているので、無線機については詳細
には説明しない。一般的に、ネットワーキングサブシステム２１４及び／又は集積回路は
、任意の数の無線機を含むことができる。複数無線機の形態の無線機は、単一無線機の形
態において説明される無線機と同様の方式で機能することに留意されたい。
【０１８６】
　幾つかの実施形態では、ネットワーキングサブシステム２１４及び／又は集積回路は設
定機構（１つ以上のハードウェア機構及び／又はソフトウェア機構のような）を含み、設
定機構は、無線機（群）を、所定の通信チャネル（例えば、所定の搬送波周波数）で送信
及び／又は受信を行なうように設定する。例えば、幾つかの実施形態では、設定機構を使
用して、無線機を所定の通信チャネルで監視及び／又は送信を行なう動作から、異なる通
信チャネルで監視及び／又は送信を行なう動作に切り替えることができる。（本明細書に
おいて説明される‘ｍｏｎｉｔｏｒｉｎｇ（監視すること）’とは、信号を他の電子デバ
イスから受信すること、場合によっては、１つ以上の処理操作を受信信号に対して実行す
ること、例えば受信信号がアドバタイジングフレーム、招待申請、ビーコンなどを含んで
いるかどうかを判断することを含むことに留意されたい）。
【０１８７】
　これまでの実施形態におけるこれらの操作のうちの幾つかの操作が、ハードウェアまた
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はソフトウェアで実行されていたが、一般的に、これまでの実施形態におけるこれらの操
作は、多種多様な構成及び構造で実行することができる。従って、これまでの実施形態に
おけるこれらの操作のうちの幾つかの操作または全ての操作は、ハードウェアで、ソフト
ウェアで、またはハードウェア及びソフトウェアの両方で実行することができる。
【０１８８】
　次に、エコシステムの例示的な実施形態について更に説明する。図３は、図１のエコシ
ステム内のコンポーネント３００を示す図面を提示している。このコンポーネントは、サ
ービス、情報、または商品、若しくはＳＩＧ（ＳＩＧは、サービス、サービス内の下位サ
ービス、製品、分析済みセンサデータ、設定情報、通知、不正検出情報、不正支払情報、
故障センサ情報、更に別の情報などを含むことができる）、補償及び／又はセンサデータ
のような１つ以上の入力３１０を受信することができる。例えば、コンポーネント３００
は、所定の構成方式の１つ以上の入力３１０を有するアプリケーションプログラミングイ
ンターフェースを含むことができ、これによりコンポーネント３００は、センサデータを
収集する、または受信する、分析済みセンサデータを受信する、サービスまたは下位サー
ビスを受領する、不正アラートを受信する、または不正支払を規定する情報を受信する、
故障センサに関する通知を受信する、コンポーネント３００を設定する（例えば、下位サ
ービスまたはサービスを提供する複合体の内部に設定する）情報を受信する、センサデー
タ、下位サービス、またはサービスに関する支払いを受領する、校正情報を受信する、ロ
ケーション情報を受信する、外部環境の特徴（部屋をレーザスキャンする、部屋の熱分布
をレーザスキャンするなどのような）を受信する、ユーザ嗜好を受信する、暗号化キーを
受信する、認証情報及び許可を受信することができるなどである。同様に、コンポーネン
ト３００は、ＳＩＧ、補償、及び／又はセンサデータのような１つ以上の出力３１２を供
給することができる。例えば、コンポーネント３００は、所定の構成方式の１つ以上の出
力３１２を有する別のアプリケーションプログラミングインターフェースを含むことがで
き、これによりコンポーネント３００は、センサデータを供給する、または転送する、分
析済みセンサデータを供給する、または転送する、サービスまたは下位サービスを提供す
る、不正アラートを提示する、または不正支払を規定する情報を供給する、故障センサに
関する通知を供給する、別のコンポーネント３００を設定する（例えば、下位サービスま
たはサービスを提供する複合体の内部に設定する）情報を供給する、センサデータ、下位
サービス、またはサービスに関する支払いを行なう、コンポーネント３００、外部環境、
及び／又はコンポーネント３００の関連するエンティティに関する特定用情報を供給する
ことができるなどである。コンポーネント３００は、環境監視デバイス、パートナー電子
デバイス、レギュレータデバイス、サービスプロバイダ電子デバイス、エコシステム内の
コンピュータシステム、別の電子デバイス（ユーザエンティティの電子デバイスのような
）などを含むことができることに留意されたい。
【０１８９】
　例えば、補償（支払いのような）を受領する、または補償を行なうコンポーネントは環
境監視デバイスを含み、この環境監視デバイスは、サービスへの加入に関して有効化され
る、または別の電子デバイス（別の環境監視デバイスのような）に、プリペイドサービス
（通知またはアラートの各インスタンスに関して使用されるプリペイド‘ｓｅｒｖｉｃｅ
　ｖａｌｕｅ　ｔｏｋｅｎ（サービスバリュートークン）’またはＳＶＴのような）に関
する料金を課金する。また、サービスを受信するコンポーネントは、環境監視デバイスの
機能または能力を、ユーザがアップグレードサービスまたはアップグレード機能に関する
支払いを済ませた後に拡張するファームウェアアップグレード、ソフトウェアアプリケー
ション、またはプログラムモジュールを離れた場所で受信する環境監視デバイスを含むこ
とができる。別の構成として、下位サービスを受信するコンポーネントは、モーションセ
ンサデータを受信する煙探知機を含むことができ、モーションセンサデータにより煙探知
機は、個人の居場所または動物の居場所を火災時に突き止めることができる。更に、サー
ビスを提供するコンポーネントは、空気を清浄にする空気清浄機、アラートまたは通知を
送信する煙探知機または一酸化炭素探知機を含むことができる、若しくは外部環境内の有
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害化学物質の測定を行なう揮発性有機化合物センサを含むことができる。
【０１９０】
　エコシステム内のコンポーネント群は、サービス階層に配置され、サービス階層により
、異なる複合体（複合体は、動的に配置されるか、または動的に組み立てられる）がサー
ビスを環境内で提供することができる。これは図４に示され、図４は、図１のエコシステ
ム内のコンポーネント群の間で行なわれる通信を示すブロック図を提示している。詳細に
は、空間４１８の下位空間４１６（住宅または建物内の廊下及び／又は部屋のような）内
の環境監視デバイス（ＥＭＤ）４１０及び／又はパートナー電子デバイス（パートナー電
子デバイス４１２－１またはＰＥＤ４１２－１のような）は互いにインタラクションを行
なって（すなわち、入力及び出力を授受して）、コレクタシステム（インタラクションを
行なう環境監視デバイス群４１０からなるグループのような）を形成することができる。
また、環境監視デバイス４１０、パートナー電子デバイス４１２－１、及び／又はコレク
タシステム４１４は、オプションの中間ネットワーク４２０－１（環境監視デバイス群４
１０のうちの少なくとも幾つかの環境監視デバイスのプロバイダのパートナーに関連する
ネットワークのような）及び／又はエコシステムネットワーク４２２－１（エコシステム
ネットワーク４２２－１は、１つ以上のコンピュータシステム、及び１つ以上の通信ネッ
トワークを含むことができる）を介して、サービスプロバイダ電子デバイス４２４（より
広義には、サービスプロバイダ）とインタラクションを行なう。更に、環境監視デバイス
４１０、パートナー電子デバイス４１２－１、及び／又はコレクタシステム４１４は、サ
ービスに関する支払いを監視対象のセンサデータに基づいて行なうユーザまたはユーザエ
ンティティ（住宅所有者または住宅所有者からなるグループのような）の１つ以上の電子
デバイス（群）４２６と直接通信するか、または中間手段を介して通信することができる
。
【０１９１】
　このように、複数の環境監視デバイス４１０、パートナー電子デバイス４１２－１、及
びコレクタシステム４１４を下位空間４１６及び／又は空間４１８内に設けることができ
る。例えば、複数の煙探知機を長い廊下に設けることができる、または煙探知機、常夜灯
、及び空気清浄機を同じ部屋に設けることができ、複数の下位空間を空間内に設けること
ができる（例えば、住宅内の部屋、ホテル内の部屋、建物内のオフィス、大学構内の建物
、集合住宅内の住宅など）。また、入力及び出力を異なるデータ権限または種々のデータ
権限を利用して、若しくはこれらの電子デバイス、コレクタシステム、下位空間、及び空
間に割り当てられた情報権限を利用して授受する多くの異なるユーザ、パートナー、及び
エンティティが存在し得る。例えば、家主または資産管理者、資産所有者、メンテナンス
スタッフ、及び借家人は、集合住宅共同体を表わす空間内の情報（センサデータ、分析済
みセンサデータ、環境状態、アラート、通知など）に対して種々アクセスを行なうことが
できる。
【０１９２】
　サービスプロバイダ及びパートナーは、同じ組織または会社に、若しくは異なる組織ま
たは会社に関連付けることができることに留意されたい。一般的に、パートナーは、環境
監視デバイス群４１０のうちの１つ以上の環境監視デバイスに適合する製品（パートナー
電子デバイス４１２－１のような）、例えば環境監視デバイス群４１０のうちの１つ以上
の環境監視デバイスのプロバイダが設計する製品、または環境監視デバイス群４１０のう
ちの１つ以上の環境監視デバイスに適合する処理サブシステム（環境監視デバイス群４１
０のうちの１つ以上の環境監視デバイスと同じライブラリを使用するプロセッサまたはマ
イクロコントローラのような）を含む製品を製造する、または供給する会社である。幾つ
かの実施形態では、パートナー電子デバイスは、環境監視デバイス群４１０のうちの１つ
以上の環境監視デバイスのプロバイダに代わって、センサまたはプログラムモジュールを
含む。このセンサまたはプログラムモジュールは、パートナー電子デバイスの機能を有効
化することができ、このパートナー電子デバイスは、環境監視デバイス群４１０のうちの
１つ以上の環境監視デバイスと連携して、下位サービスまたはサービスを容易に実現でき
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る。更に、パートナーは、入力及び出力を、１つ以上の環境監視デバイス４１０との間で
、授受が行なわれる際の補償を必要とすることなく授受することができる（例えば、パー
トナーと、環境監視デバイス群４１０のうちの１つ以上の環境監視デバイスのプロバイダ
との間で既に交わされているビジネス合意に基づいて）。これとは異なり、サービスプロ
バイダは、出力（センサデータのような）を使用して下位サービスまたはサービスを複合
体内で提供する個人、組織、会社、または政府運営機関であり、サービスとして、例えば
、競争が激しさを増している保険の見積もり、火災監視サービスまたはセキュリティ監視
サービス、バッテリ及びフィルタの自動発送、メンテナンス及び補修サービスの自動スケ
ジューリングなどを挙げることができる。幾つかの実施形態では、パートナー及び／又は
サービスプロバイダは更に、彼らの固有のデータゲートウェイ及び支払いゲートウェイを
使用してサービスを顧客またはユーザエンティティに直接提供することができる。
【０１９３】
　幾つかの実施形態では、環境監視デバイス４１０のプロバイダは、インセンティブをエ
ンティティに与えて、環境監視デバイス４１０を設置させている。例えば、インセンティ
ブは、環境監視デバイス４１０に関する月次リベート、使用ごとのリベート、または初期
ディスカウント、若しくは環境監視デバイス４１０の設置に関するディスカウントとする
ことができる。同様に、プロバイダは、インセンティブをパートナーに与えて、エコシス
テムに適合するパートナー電子デバイスを製造させることができ、インセンティブとして
、例えばパートナー電子デバイスを製造するたびに支払いをする。更に、契約をプロバイ
ダとパートナーとの間で交わすことにより、片方または双方が、契約を交わさない場合に
はアクセスすることができないセンサデータ、分析済みセンサデータ、及び／又は環境状
態情報にアクセスできる。
【０１９４】
　サービス階層の別のビューが図５に示されており、図５は、図１のエコシステム内の異
なるコンポーネント及びレイヤを示す図面を提示している。サービス階層の更に別のビュ
ーが図６に示されており、図６は、図１のエコシステム内の異なるコンポーネント及びレ
イヤを示す図面を提示している。エコシステム内の大気汚染監視プラットフォーム６１０
は、天候制御（温度監視及び湿度監視のような）、空気品質制御、明るさ制御または照明
制御、及び／又は健康及び快適さを含むことができることに留意されたい。エコシステム
内の空間監視プラットフォーム６１２は、セキュリティ（盗難のような災害の監視を含む
）、安全（火災のような災害の監視を含む）、及び／又はアクセス制御を含むことができ
る。また、リソース監視プラットフォーム６１４は、共有リソース計量または共有リソー
ス監視（複数の住人が住んでいる住宅のユーティリティの使用量、例えばガス、電気、廃
棄物処理サービスまたは水道サービスの使用量のような）、更に効率的なリソース消費及
び／又はリソース配分を含むことができる。エンティティは、これらのプラットフォーム
により容易に実現されるサービス群のうちの１種類以上のサービスに加入することを選択
することができる。例えば、ユーザは、数種類のサービスに加入し、他のサービスから脱
退して利用料金を減らすことができる。これらのサービスを下位サービス群にグループ化
して、エンティティが、これらのサービスの特定の下位サービスに加入することができる
ようにしていることに留意されたい。
【０１９５】
　エコシステムの実施形態では、エコシステムネットワーク６１６（または、クラウド）
は、異なる（かつ、連結される、または接続される）下位コンポーネント群を含むことが
できる。例えば、エコシステムネットワーク６１６の一部（大気汚染監視プラットフォー
ム６１０、空間監視プラットフォーム６１２、及び／又はリソース監視プラットフォーム
６１４のような）はインターフェースとなることができ、このインターフェースは、セン
サデータ、分析済みセンサデータ、環境状態、コンポーネント設定、アラート及び通知、
支払い、または補償、及びユーザ口座またはエンティティ口座を授受し、収集し、及び／
又は格納し、かつこの情報への異なるエンティティによるアクセスを可能にしている。更
に、エコシステムネットワーク６１６の別の部分は、サービスプロバイダとのインターフ
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ェースとなって、サービス注文及びサービス通知を受信する、製品及びサービスを提供す
る、補償を受領する、不正検出結果及び支払分析結果を受信することができるなどである
。
【０１９６】
　図７は、図１のエコシステム内のコンポーネント及びレイヤを示す図面を提示している
。詳細には、エコネットワーク４２２－１（このエコネットワークは、独立したインフラ
ストラクチャとなって、コンポーネント群を組み合わせた複合体を動的に構築する、監視
する、及び／又は改修することができる）は、環境監視デバイス４１０を一方の側に配置
し、サービスプロバイダ電子デバイス４２４を他方の側に配置し、パートナー電子デバイ
ス４１２を中央に配置した状態の馬蹄形として図示されている。エコシステム４２２－１
の水平長さに沿った異なる位置は、エコシステム４２２－１により実現することができる
異なる複合体７１０内の接続またはチャネルを表わすことができる。例えば、複合体７１
０－１を使用して、ユーザエンティティは、空間内に、または空間システム内に設置され
る環境監視デバイス４１０－１からのセンサデータを利用することができる。環境監視デ
バイスは、エコシステムネットワークのプロバイダから提供されるようにしてもよい（ま
たは、プロバイダに代わって、エコシステムネットワークが運用される）。また、環境監
視デバイス４１０－１は、センサデータ及び／又は分析済みセンサデータをサービスプロ
バイダ電子デバイス（ＳＰＥＤ）４２４－１に、エコシステムネットワーク４２２－１を
介して送信することができ、サービスプロバイダ電子デバイス４２４－１は、サービスを
ユーザに対して提供することができる（例えば、エコシステムネットワーク４２２－１及
び／又は環境監視デバイス４１０－１を介して）。別の構成として、複合体７１０－２で
は、環境監視デバイス４１０－２は、センサデータ及び／又は分析済みセンサデータを、
空間内の、または空間システム内のパートナー電子デバイス４１２－１との間で、エコシ
ステムネットワーク４２２－１を介して授受することができ、パートナー電子デバイス４
１２－１は、センサデータ、分析済みセンサデータ、更に別のセンサデータ、及び／又は
更に別の分析済みセンサデータを、サービスプロバイダ電子デバイス４２４－２にエコシ
ステムネットワーク４２２－１を介して送信することができる。今度は、サービスプロバ
イダ電子デバイス４２４－２が、サービスをユーザに対して提供することができる（例え
ば、エコシステムネットワーク４２２－１、パートナー電子デバイス４１２－１、及び／
又は環境監視デバイス４１０－２を介して）。
【０１９７】
　複合体７１０－３では、環境監視デバイス４１０－３は、センサデータ及び／又は分析
済みセンサデータを、空間内の、または空間システム内のパートナー電子デバイス４１２
－２との間で、エコシステムネットワーク４２２－１を介して授受することができる。例
えば、パートナー電子デバイス４１２－２は、更に別の機能または能力を複合体７１０－
３内で、環境監視デバイス４１０－３からのセンサデータ及び／又は分析済みセンサデー
タを利用することにより、例えばセンサデータを更に分析することにより提供することが
できる。詳細には、パートナー電子デバイス４１２－２が煙探知機である場合、当該煙探
知機の緊急事態対応機能は、環境監視デバイス４１０－３からの生存人間検出情報に基づ
いて拡大することができ、これによりパートナー電子デバイス４１２－２は、火災発生時
に消火部隊に警報を発して、外部環境内の個人の居場所に派遣することができる。別の構
成として、または更に、パートナー電子デバイス４１２－２が煙探知機である場合、当該
煙探知機の緊急事態対応機能は、環境監視デバイス４１０－３からの温度測定に基づいて
拡大することができ、これによりパートナー電子デバイス４１２－２は、外部環境内の火
災発生場所に関する情報を消火部隊に供給することができる。別の例では、パートナー電
子デバイス４１２－２が盗難防止アラームである場合、エコシステムネットワーク４２２
－１により、環境監視デバイス４１０－３内のロックセンサ（ロックセンサは、錠前破り
、または振動を検出することができる）からのセンサデータを使用して、空間侵入の検出
精度を高めることができる（従って、誤アラームの回数を減らすことができる）。
【０１９８】
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　更に、複合体７１０－４では、パートナー電子デバイス４１２－３は、環境監視デバイ
ス４１０－４とエコシステムネットワーク４２２－１を介して通信し、エコシステムネッ
トワーク４２２－１を使用して、１つ以上のサービスプロバイダ電子デバイス４２４－４
と通信する。これにより、パートナー電子デバイス４１２－３は、サービスプロバイダ電
子デバイス４２４に、コストを減らしてアクセスすることができる。今度は、これにより
、サービスプロバイダ電子デバイス４２４－４が、センサデータ及び分析済みセンサデー
タからなる、更に多くの集合にアクセスすることができ、多種多様なサービスをユーザに
対して提供することができる。
【０１９９】
　しかしながら、複合体７１０－５のような幾つかの実施形態では、環境監視デバイス４
１０－５、パートナー電子デバイス４１２－４、及びサービスプロバイダ電子デバイス４
２４－５は、エコシステムネットワーク４２２－１を使用することなく互いに通信する。
例えば、この通信は、共通のプロバイダまたは製造業者に関連する、または共通のプロバ
イダまたは製造業者により提供される電子デバイス群の間の通信しかサポートしない別の
インフラストラクチャまたは専用のインフラストラクチャを含むことができる。
【０２００】
　前述の動的な複合体をエコシステム内で実現するために、これらのコンポーネントは、
データまたは情報を授受する必要があり、これは‘ｄａｔａ　ｐｅｒｍｅａｂｉｌｉｔｙ
（データ透過性）’と表記される場合がある。これは図８に示されており、図８は、図１
のエコシステム内のコンポーネント及びレイヤを示す図面を提示している。図８では、デ
ータ透過性が、１つ以上のパートナーとエコシステムネットワーク４２２－１のプロバイ
ダとの間にある様子が図示されている。しかしながら、データ透過性のコンセプトは、エ
コシステム内の任意のコンポーネントに拡張することができる。詳細には、データ透過性
は、エコシステムネットワーク４２２－１を使用してセンサデータを収集して分析してい
るパートナー群と、及び／又はパートナーが所有して管理するパートナー固有のパートナ
ーネットワーク（パートナーネットワーク８１０のような）を有するパートナー群との間
で確保することができる。データ透過性は、１つ以上のパートナーと、環境監視デバイス
４１０及び／又はエコシステムネットワーク４２２－１のプロバイダとの間のパートナー
関係契約により定義することができる。また、データ透過性は更に、ユーザ嗜好または設
定により影響を受けてしまう。データ透過性は両方向の透過性とすることができ、これは
、第１パートナーがデータを第２パートナーと共有することができ、第２パートナーがデ
ータを第１パートナーと相互に共有することができることを意味している。しかしながら
、幾つかの実施形態では、データ透過性は一方向の透過性である。例えば、境界８１２で
図示されるように、環境監視デバイス４１０が捕捉するセンサデータは、完全な両方向の
データ透過性を１つ以上のパートナーとの間に持つことができる。別の構成として、幾つ
かの実施形態では、パートナー（このパートナーはパートナー電子デバイス４１２－１に
関連付けることができる）は、データ透過性を持たないように選択を行なうことができる
。これらの実施形態では、パートナーネットワーク８１０は、エコシステムネットワーク
４２２－１と通信して、分析機能、及び／又はサービスプロバイダ群４２４のうちの１つ
のサービスプロバイダとの接続を実現することができる。パートナーネットワーク８１０
は、この機能を、センサデータへのアクセスを他のパートナー電子デバイスから行える（
境界８１６で図示されるように）ことにより実現することができなくてもよい。別の実施
形態では、パートナーネットワーク８１４は、一方向のデータ透過性を持つ。これらの実
施形態では、パートナーネットワーク８１４は、センサデータを他のパートナー電子デバ
イスから受け入れるが、パートナーネットワーク８１４は、当該パートナーネットワーク
のセンサデータの一部または全部を他のパートナー電子デバイスに供給しなくてもよい。
【０２０１】
　エコシステム内のサービス階層は、情報を複合体内のコンポーネント群の間で授受する
ための異なる経路を提供することができる。これは図９に示されており、図９は、図１の
エコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面を提示している。
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【０２０２】
　次に、エコシステム内のコンポーネント群からなる複合体の幾つかの特定の例について
考察するが、特定の例は、一戸建て住宅内の常夜灯、及び共同住宅内の常夜灯を含む。図
４に戻って図４を参照するに、一戸建て住宅内の常夜灯の場合、環境監視デバイス４１０
及びパートナー電子デバイス４１２－１は常夜灯とすることができ、電子デバイス群４２
６のうちの１つの電子デバイスはユーザ（住宅所有者のような）に関連付けることができ
、サービスプロバイダ電子デバイス４２４は、サービスプロバイダに関連付けることがで
き、サービスプロバイダは、例えば、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサー
ビス、及び緊急事態監視サービスを提供することができる。図１０は、図１のエコシステ
ム内の常夜灯１０００のような、これらの常夜灯のうちの１つの常夜灯への入力、及び１
つの常夜灯からの出力を示す図面を提示している。常夜灯１０００への入力１０１０は、
サービス（アップグレード、自動管理、デバイス関係管理、バッチ管理など）及び情報（
イベントの通知、注意喚起などのような）のようなＳＩＧ、いつ（非経常的な収入または
経常的な収入）、どのようにして（プリペイド、クレジット、またはデビット）、なに（
現金、トークン、またはイベント賞金）、及び頻度（一定期間支払い、イベント払い、ま
たは分割払い）を含む補償情報を含むことができ、データは、メタデータ（ロケーション
、プライバシー権、常夜灯識別子、イベントの頻度及び回数、ユーザ識別情報、モード、
設定、許可など）を含むことができる。また、常夜灯１０００からの出力１０１２は、サ
ービス（常夜灯で監視している対象物の赤色インジケータ、及び他の製品に関する他の指
示値の赤色インジケータ、イベントのリアルタイム監視、ユーザの進路を案内する照明、
常夜灯でエネルギーを、動きが生じるときにのみ点灯することにより節減する、常夜灯で
セキュリティを、煙探知機に耳を傾けることにより確保するなど）、及び情報（イベント
の通知、注意喚起などのような）のようなＳＩＧ、いつ（非経常的な支出または経常的な
支出）、どのようにして（プリペイド、クレジット、またはデビット）、なに（現金、ト
ークン、またはイベント賞金）、及び頻度（一定期間支払い、イベント払い、または分割
払い）を含む補償情報を含むことができ、データは、センサデータ（温度、湿度、揮発性
有機化合物などのサンプル値のような）、センサパケット（マイクロホンによる音声記録
、モーション情報などのような）、センサストリーミング装置（マイクロホン、モーショ
ン検出器などのような）、イベント（マイクロホンのイベント、モーション検出器のイベ
ント、ソフトウェアトリガーのイベント、ボタンのイベントなどのような）、及びメタデ
ータ（ロケーション、プライバシー権、常夜灯識別子、イベントの頻度及び回数、ユーザ
識別情報、動作モードなどのような）を含むことができる。商品の一例は、小売業者から
出荷される実際の商品であるか、またはデジタルダウンロード、若しくは常夜灯１０００
のファームウェアアップグレードであり、サービスはセキュリティサービスまたは火災監
視サービスであり、情報は、アラート（化学物質が住宅内で安全ではないレベルに達する
ときの通知のような）を含む。
【０２０３】
　共同住宅内の常夜灯の例が図１１に示されており、図１１は、図１のエコシステム内の
空間１１００（長い廊下のような）に在る常夜灯１１１０への入力、及び常夜灯１１１０
からの出力を示す図面を提示している。常夜灯１１１０への入力１１１２は、サービス（
アップグレード、自動管理、関係管理など）及び情報（イベントの通知、注意喚起などの
ような）のようなＳＩＧ、いつ（非経常的な収入または経常的な収入）、どのようにして
（プリペイド、クレジット、またはデビット）、なに（現金、トークン、またはイベント
賞金）、及び頻度（一定期間支払い、イベント払い、または分割払い）を含む補償情報を
含むことができ、データは、イベント（タイプ内のイベント、タイプに跨るイベント、ブ
ランドに跨るイベント、支払承認後の機能有効化などのような）、及びメタデータ（ロケ
ーション、ロケーションサイズ、プライバシー権、常夜灯識別子、イベントの頻度及び回
数、ユーザ識別情報、モード、設定、許可などのような）を含むことができる。また、常
夜灯１１１０からの出力１１１４は、サービス（セキュリティ、バッチング、安全確保、
タイムリーな情報通信、空間に基づくバッチアクセス制御などのような）、及び情報（イ
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ベントの通知、注意喚起などのような）のようなＳＩＧ、いつ（非経常的な支出または経
常的な支出）、どのようにして（プリペイド、クレジット、またはデビット）、なに（現
金、トークン、またはイベント賞金）、及び頻度（一定期間支払い、イベント払い、また
は分割払い）を含む補償情報を含むことができ、データは、イベント（タイプ内のイベン
ト、タイプに跨るイベント、ブランドに跨るイベント、イベントが発生するような事象の
特定の組み合わせなどのような）、及びメタデータ（ロケーション、ロケーションサイズ
、プライバシー権、常夜灯識別子、イベントの頻度及び回数、ユーザ識別情報、動作モー
ド、設定などのような）を含むことができる。
【０２０４】
　図１のエコシステム内のユーザ（ユーザエンティティが住宅所有者である例のような）
の電子デバイス１２００への入力、及び電子デバイス１２００からの出力を示す図面を提
示している図１２に示すように、電子デバイス１２００への入力１２１０は、サービス（
アップグレード、自動管理、デバイス関係管理など）、及び情報（イベントの通知、注意
喚起などのような）のようなＳＩＧ、いつ（非経常的な収入または経常的な収入）、どの
ようにして（プリペイド、クレジット、またはデビット）、なに（現金、トークン、また
はイベント賞金）、及び頻度（一定期間支払い、イベント払い、または分割払い）を含む
補償情報を含むことができ、データは、イベント（タイプ内のイベント、タイプに跨るイ
ベント、ブランドに跨るイベントなどのような）、及びメタデータ（ロケーション、プラ
イバシー権、常夜灯識別子、イベントの頻度及び回数、ユーザ識別情報、モード、設定、
許可などのような）を含むことができる。また、電子デバイス１２００からの出力１２１
２は、サービス（セキュリティのような）及び情報（イベントの通知、注意喚起などのよ
うな）のようなＳＩＧ、いつ（非経常的な支出または経常的な支出）、どのようにして（
プリペイド、クレジット、またはデビット）、なに（現金、トークン、またはイベント賞
金）、及び頻度（一定期間支払い、イベント払い、または分割払い）を含む補償情報を含
むことができ、データは、イベント（タイプ内のイベント、タイプに跨るイベント、ブラ
ンドに跨るイベントなどのような）、及びメタデータ（ロケーション、ロケーションサイ
ズ、プライバシー権、常夜灯識別子、イベントの頻度及び回数、ユーザ識別情報、設定な
どのような）を含むことができる。
【０２０５】
　図１のエコシステムのプロバイダのエコシステムネットワーク１３００への入力、及び
エコシステムネットワーク１３００からの出力を示す図面を提示している図１３に示すよ
うに、エコシステムネットワーク１３００への入力１３１０は、サービス（アップグレー
ド、自動管理、デバイス関係管理など）、及び情報（イベントの通知、注意喚起などのよ
うな）のようなＳＩＧ、いつ（非経常的な収入または経常的な収入）、どのようにして（
プリペイド、クレジット、またはデビット）、なに（現金、トークン、またはイベント賞
金）、及び頻度（一定期間支払い、イベント払い、または分割払い）を含む補償情報を含
むことができ、データは、イベント（タイプ内のイベント、タイプに跨るイベント、ブラ
ンドに跨るイベントなどのような）、及びメタデータ（ロケーション、プライバシー権、
常夜灯識別子、イベントの頻度及び回数、ユーザ識別情報、モード、設定、許可などのよ
うな）を含むことができる。また、エコシステムネットワーク１３００からの出力１３１
２は、サービス（セキュリティ、汚職の撲滅、データの高品質保証、サービスプロバイダ
のエコシステムへのアクセス及び接続、パートナー匿名集計データなどのような）、及び
情報（イベントの通知、注意喚起などのような）のようなＳＩＧ、いつ（非経常的な支出
または経常的な支出）、どのようにして（プリペイド、クレジット、またはデビット）、
なに（現金、トークン、またはイベント賞金）、及び頻度（一定期間支払い、イベント払
い、または分割払い）を含む補償情報を含むことができ、データは、イベント（タイプ内
のイベント、タイプに跨るイベント、ブランドに跨るイベントなどのような）、及びメタ
データ（ロケーション、ロケーションサイズ、プライバシー権、常夜灯識別子、イベント
の頻度及び回数、ユーザ識別情報、設定などのような）を含むことができる。
【０２０６】
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　図１のエコシステム内のサービスプロバイダ電子デバイス１４００への入力、及びサー
ビスプロバイダ電子デバイス１４００からの出力を示す図面を提示している図１４に示す
ように、サービスプロバイダ電子デバイス１４００への入力１４１０は、サービス（高額
商品販売、抱き合わせ販売、市場アクセス、負荷管理など）、及び情報（イベントの通知
、注意喚起などのような）のようなＳＩＧ、いつ（非経常的な収入または経常的な収入）
、どのようにして（プリペイド、クレジット、またはデビット）、なに（現金、トークン
、またはイベント賞金）、及び頻度（一定期間支払い、イベント払い、または分割払い）
を含む補償情報を含むことができ、データは、ユーザエンティティ情報（ロケーション、
ユーザ識別情報、譲渡、タイミング、アクセスなどのような）、及びサプライ情報（識別
情報、仕様などのような）を含むことができる。また、サービスプロバイダ電子デバイス
１４００からの出力１４１２は、サービス（セキュリティ、安全確保、品質保証などのよ
うな）、及び情報（イベントの通知、注意喚起などのような）のようなＳＩＧ、いつ（非
経常的な支出または経常的な支出）、どのようにして（プリペイド、クレジット、または
デビット）、なに（現金、トークン、またはイベント賞金）、及び頻度（一定期間支払い
、イベント払い、または分割払い）を含む補償情報を含むことができ、データは、オファ
リング（提供されるサービス、制約、タイミング、ロケーション、量、頻度、負荷、確認
、状態などのような）を含むことができる。
【０２０７】
　図１５は、図１のエコシステムのプロバイダのパートナーの電子デバイスに適用される
レイヤを示す図面を提示している。詳細には、パートナー電子デバイス４１２は、複合体
を構成する煙探知機、一酸化炭素探知機、及びモーションセンサを含むことができる。エ
コシステムのプロバイダは、パートナーに対して支払いを行なって、これらのセンサのう
ちの１つ以上のセンサをパートナー電子デバイス４１２に取り込ませることができる。ま
た、サービスプロバイダ電子デバイス群４２４のうちの１つのサービスプロバイダ電子デ
バイス（セキュリティサービスのような）は、パートナーと連携してセンサデータ、商品
及びサービス、及び補償を、エコシステムを介して授受することができる。パートナー電
子デバイス群４１２は、これらの電子デバイスの場所、バッテリ状態、センサデータ、ユ
ーザアクセス権限、モーション検出データ（各ユーザが居る場所などのような）に関して
互いに通信することができる。センサデータを冗長に送信することにより、データ品質を
確保して、重要なリアルタイムデータが確実に受信されるようにすることができる。
【０２０８】
　外部環境内の、または空間内のパートナー電子デバイス群４１２のうちの１つ以上のパ
ートナー電子デバイスは、センサデータ及び／又は環境状態を電子デバイス４２６－１及
び／又はエコシステムネットワーク４２２（エコシステムネットワーク４２２は、センサ
データを記録かつ処理することができ、通知をエコシステムに送出する必要があるかどう
かを判断することができる）との間で送受信することができる。また、パートナー電子デ
バイス群４１２のうちの１つ以上のパートナー電子デバイスは、共有情報をパートナーと
の間で授受することができる、及び／又はパートナーは、情報をエコシステムから受信す
ることができる。パートナーは、センサデータを使用して緊急事態監視サービスを提供す
ることができる。
【０２０９】
　更に、住宅所有者は、パートナー電子デバイス４１２内のモーションセンサを使用する
セキュリティ監視サービスに対して支払いを行なうことができる。エコシステムのプロバ
イダは、サービスプロバイダの小売業者に対して、バッテリの取り替え、煙アラームのア
ップグレード、または空間（住宅のような）に向けて出荷される煙アラームの追加に関す
る支払いを行なう、サービスプロバイダの設置サービスに対して月額料金（または、家主
へのリベート）を支払う、複数回の通知に対してプリペイド料金を支払う、インセンティ
ブとして初期支払いを行なって、またはディスカウントを行なってパートナー電子デバイ
ス４１２を設置する、セキュリティサービスに通知して、セキュリティサービスに対して
、空間を警備員がパトロールすること、及び空間に警備員を派遣することに関する支払い
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を行なう、緊急事態監視サービスに通知することにより、救急隊員を空間に派遣するよう
促すことができる。更に、エコシステムのプロバイダは、パートナー電子デバイス４１２
からのモーションセンサデータと引き換えに、収入をパートナーと分け合うことができる
ことに留意されたい。
【０２１０】
　これまでの例における利幅は、セキュリティサービスとの一般的なサービス契約に関連
付けられ、セキュリティサービスに対してはイベントごとに支払いが行なわれ、加入料金
は、各個々のユーザに課金することができることに留意されたい。別の構成として、定額
加入料金は、セキュリティサービスによりユーザごとに課金することができ、エコシステ
ムのプロバイダにより加入料金として課金される費用に幾らかの利幅を加えたものを料金
とすることができる。更に、エコシステムのプロバイダは、顧客に対してイベントごとに
、または使用のたびに課金することができる。例えば、１年に１回訪問を受け、かつ平均
して１年に１回または２回のアラートを受領するリモートキャビンの場合、満額加入サー
ビスは、加入するに値しない。しかしながら、満額加入に対してサービスを必要に応じて
‘ｔｏｐ　ｕｐ（継ぎ足した）’、またはアップグレードした申し込みを行なう場合の加
入‘ｌｉｔｅ（ライト）’サービスまたは一定回数の通知は、ユーザにとって更に有用と
なり得る、またはユーザにとってより価値があると受け取られる。
【０２１１】
　パートナー電子デバイスへの入力は、ＳＩＧ（空間見渡し、空間に関するフルシステム
火災試験、ファームウェアアップグレードのサポート、空間固有の特徴、製品と空間との
カスタム設定、例えばスプリンクラープログラムのような）、補償（クレジットカード登
録決済、前払い、ギフトカード、サービスバリュートークン、または購入加入サービス相
当またはオンデマンドサービス相当の他の現金等価物のような）、及びデータ（全地球測
位システムによる位置特定、許可対象ユーザ、サウンドプロファイル、空間の音響伝達機
能または特徴付け、設定、デバイス間の接続、複数空間の間の接続、ユーザのプライバシ
ー権、デバイス、空間の下位空間及び空間に関する特定用パラメータ、デバイス識別子、
 ロケーションの命名法などのような）を含むことができる。また、パートナー電子デバ
イスの出力は、ＳＩＧ（空間の提供者の保護、シェルター、セキュリティ、安全確保、保
管などのような）、補償（例えば、空間を居住用に、ホテル滞在用に、イベント用に、保
管用に、または他の目的に賃貸しすることができること、セキュリティ違反の通知などの
ような）、及びデータ（全地球測位システムによる位置特定、許可対象ユーザ、ゲスト、
プライバシー権、特定用パラメータ、空間のサイズ、ユーザ嗜好などのような）を含むこ
とができる。
【０２１２】
　図１５の例のサービス階層におけるデータフローが図１６に示されており、図１６は、
図１のエコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面を提示している。この例
では、パートナー電子デバイスは、これらのパートナー電子デバイスのセンサデータをメ
ッシュ化して、または合成してまとめる（１次ストレージから２次ストレージにまとめて
格納する）ことにより、場合によっては、既存のメッシュネットワーク、またはZigBee（
登録商標）またはZ-waveのような通信方法を使用して冗長なデータを送信して信頼性を向
上させる。
【０２１３】
　図１５の例のサービス階層におけるデータフローが更に、図１７に示されており、図１
７は、図１のエコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面を提示している。
また、図１５の例のサービス階層における補償フローが図１８に示されており、図１８は
、図１のエコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面を提示している。一般
的に、ＳＩＧは、図１５の例のサービス階層におけるいずれのコンポーネントペアの間を
流れることもできる、またはいずれのコンポーネントペアの間で授受することもできるこ
とに留意されたい。
【０２１４】
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　図１５の例のサービス階層におけるコンポーネント群のうちの幾つかのコンポーネント
の間のデータグラムフローが、図１９に示されており、図１９は、図１のエコシステム内
のコンポーネント群の間の通信を示す図面を提示している。データグラムは、センサデー
タだけでなくパーミッションも含む。幾つかの実施形態では、データグラムは暗号化キー
を含む。
【０２１５】
　図１５の例のサービス階層における更に別のコンポーネント群の間のデータグラムフロ
ーの１つの実施形態が、図２０に示されており、図２０は、図１のエコシステム内のコン
ポーネント群の間の通信を示す図面を提示している。データグラムは、センサデータだけ
でなくパーミッションも含む。図１５の例のサービス階層におけるコンポーネント群のう
ちの幾つかのコンポーネントの間のデータグラムフローの別の実施形態が、図２１に示さ
れており、図２１は、図１のエコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す図面を
提示している。
【０２１６】
　次に、異なる種類のサービス時のタイミング図の例について説明する。図２２は、アラ
ームサービスに関する図１のエコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示すタイミ
ング図を提示している。また、図２３は、小売りサービスにおける製品出荷スケジューリ
ングまたはサービススケジューリングに関する図１のエコシステム内のコンポーネント群
の間の通信を示すタイミング図を提示している。更に、図２４は、ユーティリティ計測サ
ービスが実施されている間の図１のエコシステム内のコンポーネント群の間の通信を示す
タイミング図を提示している。更に、図２５は、サービスが開始されている間の、設置が
行なわれている間の、及び／又は登録が行なわれている間の図１のエコシステム内のコン
ポーネント群の間の通信を示すタイミング図を提示している。
【０２１７】
　次に、エコシステム内のコンポーネント群を使用して実行することができるサービス手
法の実施形態について説明する。図２６は、サービスをアラートに応答して図１のエコシ
ステム内で提供する方法２６００を示すフロー図を提示しており、当該方法は、環境監視
デバイス（図１の環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバイスのような）
により実行することができる。動作状態では、環境監視デバイスは、外部環境内の環境状
態を表わし、かつ環境監視デバイス内のセンサ機構により供給されるセンサデータに基づ
いて、環境状態及び／又は外部環境に関連するアラートを決定する（操作２６１２）。例
えば、環境監視デバイスは、センサデータをセンサ機構から受信することができる、及び
／又はメモリに格納されているセンサデータにアクセスすることができる。
【０２１８】
　次に、環境監視デバイスは、環境監視デバイス内のインターフェース回路を介して、サ
ービス提案を電子デバイスに対してアラートに基づいて提供し（操作２６１４）、サービ
ス提案は、環境状態に関連する情報（例えば、情報は、ある環境状態が発生していること
を示唆するか、またはサービス提案が受け入れられる場合に、環境状態に関する情報が供
給されることになることを示唆することができる）を含み、電子デバイスは、外部環境に
関連するエンティティの電子デバイス（ユーザエンティティ、例えば環境監視デバイスの
ユーザ若しくは所有者、借家人、資産所有者、家主、メンテナンス要員、及び／又は資産
管理者の携帯電話のような）である。また、環境監視デバイスは、インターフェース回路
を介して、サービス提案に対する応答を電子デバイスから受信し（操作２６１６）、当該
応答によりサービスが環境状態に基づいて許可される。
【０２１９】
　次に、環境監視デバイスは、サービスを実施する（操作２６１８）。サービスでは、ア
ラートを提示することができることに留意されたい。例えば、環境監視デバイスは、アラ
ートを電子デバイスに送信することができる。別の構成として、または更に、サービス時
、環境監視デバイスは、指示を外部環境内のレギュレータデバイスに与えて環境状態を改
修し、レギュレータデバイスは、当該エンティティとは異なる第２エンティティ（レギュ
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レータエンティティのような）に関連付けられ、かつ環境監視デバイスのプロバイダに関
連付けられる。この指示は、第２エンティティに関する補償（または、特定の金融口座の
借方記入、または金融決済手段、例えばデビットカードまたはクレジットカードによる支
払いのような補償を規定する情報）を含むことができる。詳細には、補償は、環境状態を
アラートごとに改修する場合に行なわれる、及び／又は環境状態を少なくとも所定期間（
エンティティが外部環境内に含まれている、エンティティが外部環境に含まれていないな
どの状態における１時間、１日、１週間、１か月のような期間）中に改修する場合に行な
われる。幾つかの実施形態では、サービスは、外部環境内の物品、外部環境の一部（建物
内の部屋のような）、及び／又は外部環境に対する保険を含む。
【０２２０】
　また、サービスは、アラートごとに提供することができる。別の構成として、または更
に、サービスは、時間の関数として環境状態に基づいて（例えば、ある環境状態が発生す
る場合、またはある環境状態が発生しない場合）選択的に提供することができることに留
意されたい。このように、幾つかの実施形態では、サービスは必要に応じて提供される。
幾つかの実施形態では、ユーザは、アラートごとのサービスプランに加入することができ
る、またはアラートごとのサービスプランから脱退することができる。
【０２２１】
　更に、サービスが及ぶ外部環境内の空間範囲は、時間の関数として境状態に基づいて変
化させることができる。例えば、サービスは、ある環境状態が発生している場合に、また
は発生していない場合に、住宅内の、または建物内の異なる部屋に拡張することができる
。
【０２２２】
　更に、サービスを実施する（操作２６１８）際に、ソフトウェア（ソフトウェアアップ
グレードまたはウィルス防止ソフトウェアのような）を環境監視デバイスにダウンロード
することができ、ソフトウェアが環境監視デバイスにより実行されると、ソフトウェアに
よりサービスが実施され、及び／又はソフトウェアモジュール（すなわち、当該ソフトウ
ェアモジュールは環境監視デバイス内に既にインストールされている）を環境監視デバイ
ス内で有効化することができ、ソフトウェアモジュールが環境監視デバイスにより実行さ
れると、ソフトウェアモジュールによりサービスが実施される。このように、サービスを
実施する（操作２６１８）際に、環境監視デバイスの更に別の機能、例えば異なるセンサ
機能または異なるセンサデータ分析機能を取得するか、または起動することができる。
【０２２３】
　幾つかの実施形態では、サービスを実施する（操作２６１８）際に、センサデータを、
第２エンティティの別の電子デバイスに、または当該エンティティとは異ならせることが
できる第３エンティティ（サービスプロバイダまたはパートナーエンティティのような）
の別の電子デバイスに送信し、センサデータに関する補償を、電子デバイスに対して、及
び／又はエンティティに関連する金融口座を管理する口座管理コンピュータシステムに対
して行なう。例えば、環境監視デバイスは、センサデータをレギュレータデバイスに供給
することにより、レギュレータデバイスが環境状態を改修することができる（例えば、フ
ィードバック制御系を使用して）。センサデータを供給することによりサービスをこの例
において有効化することと引き換えに、エンティティは補償を受けることができる、また
はクレジットをエンティティの金融口座に受領することができる。幾つかの実施形態では
、エンティティは、クレジットをスコアボードのような金融口座以外の方法で受領するこ
とにより、またはサービスクレジットをサービスプロバイダまたはパートナーエンティテ
ィから受領することにより補償を受ける。
【０２２４】
　更に、環境監視デバイスはオプションであるが、更に別のセンサデータを他の環境内の
他の環境センサから受信する（操作２６１０）ことができ、決定を更に別のセンサデータ
に基づいて行なうことができる（操作２６１２）。このように、環境監視デバイスは、協
調フィルタリング手法を用いて決定を行なうことができる。例えば、隣の他の部屋内また
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は隣の住宅内の環境監視デバイスからのセンサデータを使用して、ある環境状態（地域停
電のような）が発生しているかどうかを判断することができる。
【０２２５】
　図２７は、方法２６００（図２６）が行なわれている間のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面を提示している。詳細には、環境監視デバイス２００内のオ
プションのセンササブシステム２２４は、センサデータ２７１０を処理サブシステム２１
０に供給することができる。次に、処理サブシステム２１０は、センサデータ２７１０を
分析することができ、アラート２７１２を環境監視デバイス２００の外部環境内の環境状
態に基づいて決定することができる。幾つかの実施形態では、同じ外部環境内または異な
る外部環境内の環境監視デバイス２７１４のような少なくとも別の環境監視デバイスはオ
プションであるが、センサデータ２７１６を環境監視デバイス２００に供給することがで
きる。ネットワーキングサブシステム２１４は、センサデータ２７１６を受信することが
でき、センサデータ２７１６を処理サブシステム２１０に供給することができ、処理サブ
システム２１０はセンサデータ２７１６を、アラート２７１２を決定する場合に使用する
。
【０２２６】
　また、処理サブシステム２１０は、サービス２７２２に関するサービス提案２７１８を
ネットワーキングサブシステム２１４に対して提供することができる。次に、ネットワー
キングサブシステム２１４は、サービス提案２７１８を電子デバイス１０８に通知するこ
とができる。続いて、電子デバイス１０８は、サービス２７２２を許可する応答２７２０
をネットワーキングサブシステム２１４に供給することができ、ネットワーキングサブシ
ステム２１４が応答２７２０を処理サブシステム２１０に転送する。それに応答して、処
理サブシステム２１０がサービス２７２２を実施する。
【０２２７】
　図２８は、センサデータの部分集合をデータ権限に基づいて図１のエコシステム内で供
給する方法２８００を示すフロー図を提示しており、この方法２８００は、環境監視デバ
イス（図１の環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバイスのような）によ
り行なうことができる。動作状態では、環境監視デバイスは、外部環境内の環境状態を表
わし、かつ環境監視デバイス内のセンサ機構により供給されるセンサデータを受信する（
操作２８１０）。例えば、環境監視デバイスは、センサデータをセンサ機構から受信する
ことができる、及び／又はメモリに格納されているセンサデータにアクセスすることがで
きる。
【０２２８】
　次に、環境監視デバイスは、センサデータの部分集合を、エンティティ群のデータ権限
に基づいて生成し（操作２８１８）、エンティティ群のうちの少なくとも幾つかのエンテ
ィティのデータ権限は異なっており、センサデータの対応する部分集合のうちの少なくと
も幾つかの部分集合は異なっている。例えば、これらのエンティティは、外部環境内の借
家人、外部環境の資産管理者、外部環境の所有者（家主のような）、及び外部環境を維持
するメンテナンス要員のうちの２つ以上を含むことができる。
【０２２９】
　次に、環境監視デバイスは、環境監視デバイス内のインターフェース回路を介して、セ
ンサデータの部分集合をエンティティの電子デバイスに供給する（操作２８２０）。
【０２３０】
　また、環境監視デバイスは、随意でインターフェース回路を介して、外部環境に関して
利用可能なセンサデータを規定するデータ利用可能性情報を供給する（操作２８１２）こ
とができ、随意でインターフェース回路を介して、データ利用可能性情報に応答するリク
エストを電子デバイスから受信する（操作２８１４）ことができ、データ権限はリクエス
トに対応する。例えば、データ権限は、リクエスト内に規定されるようにしてもよい。別
の構成として、または更に、環境監視デバイスはオプションであるが、データ権限を、リ
クエストに基づいて決定する（操作２８１６）ことができる。詳細には、エンティティの
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データ権限は、エンティティ及びリクエスト対象データ（データのタイプのような）に基
づいて決定することができる。データ利用可能性情報は、電子デバイスに供給されること
により、及び／又はセンサデータ流通市場を実現するシステムに供給されることにより、
エンティティは、利用可能なセンサデータを判断することができる。
【０２３１】
　幾つかの実施形態では、データ権限は、時間及び／又は環境状態の関数として変化する
。このように、エンティティは、異なるセンサデータに、１日の異なる時刻にアクセスす
ることができる、及び／又はある環境状態が発生している場合に、またはある環境状態が
発生していない場合に（例えば、火災アラームまたは一酸化炭素探知機がアラームを鳴ら
している場合に）アクセスすることができる。また、データ権限は、センサ機構により監
視される外部環境内の異なる空間範囲、及び／又は外部環境に関連する情報の異なる種類
を規定することができる。例えば、エンティティ（家主のような）は、賃貸資産に関する
センサデータに、１日の特定の時刻にアクセスすることができる、または借家人が不在の
ときにアクセスすることができる。同様に、借家人が、賃借資産に関するセンサデータに
何時でもアクセスすることができるのに対し、家主は、緊急事態（火災または一酸化炭素
のような）及び／又は特定のサービスの利用可能性または品質（給湯、暖房、及び空調の
ような）を示唆するセンサデータにアクセスすることができる。
【０２３２】
　例示的な実施形態では、環境監視デバイスは、小売店及び倉庫に含まれる。エコシステ
ムは、監視対象のセンサデータ及び環境状態を集計して維持することができる。本実施形
態におけるユーザエンティティは、倉庫、小売店、及びトラック運送サービスを含むこと
ができる。エコシステムは、異なるデータ権限をこれらのユーザエンティティに関して有
することができ、データ権限として、一般的なデータ権限、倉庫へのアクセス権、及びト
ラック走行道路へのアクセス権を挙げることができる。この例におけるサービスプロバイ
ダとして、サプライヤ、物流サービス、消費者評価サービス、及び小売業者の企業本部を
挙げることができる。このサービス階層により、サプライチェーン管理が容易になる。
【０２３３】
　図２９は、方法２８００（図２８）が行なわれている間のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面を提示している。詳細には、環境監視デバイス２００内のオ
プションのセンササブシステム２２４は、センサデータ２９１０を処理サブシステム２１
０に供給することができる。次に、処理サブシステム２１０はオプションであるが、デー
タ利用可能性情報２９１２をネットワーキングサブシステム２１４に供給することができ
、ネットワーキングサブシステム２１４はオプションであるが、データ利用可能性情報２
９１２を、エンティティの電子デバイス２９１４及び／又はセンサデータ流通市場の電子
デバイス２９１４に供給することができる。
【０２３４】
　また、電子デバイス群２９１４のうちの１つ以上の電子デバイスはオプションであるが
、１つ以上のリクエスト２９１６を供給することができる。ネットワーキングサブシステ
ム２１４が１つ以上のリクエスト２９１６を受信して１つ以上のリクエスト２９１６を処
理サブシステム２１０に転送すると、処理サブシステム２１０はオプションであるが、デ
ータ権限２９１８を決定することができる。別の構成として、または更に、処理サブシス
テム２１０はオプションであるが、メモリサブシステム２１２内の所定のデータ権限２９
１８にアクセスすることができる。しかしながら、幾つかの実施形態では、データ権限２
９１８は、１つ以上のリクエスト２９１６内に含まれる。
【０２３５】
　次に、処理サブシステム２１０は、センサデータ２９１０の部分集合２９２０を、エン
ティティのデータ権限２９１８に基づいて生成することができ、ネットワーキングサブシ
ステム２１４を介して、これらの部分集合２９２０のうちの１つ以上の部分集合を電子デ
バイス群２９１４のうちの１つ以上の電子デバイスに供給することができる。
【０２３６】
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　図３０は、サービスを提供してセンサデータを外注することによりサービスを図１のエ
コシステム内で有効化する方法３０００を示すフロー図を提示しており、この方法３００
０は、環境監視デバイス（図１の環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバ
イスのような）、コンピュータシステム（図１のコンピュータシステム群１２０のうちの
１つのコンピュータシステムのような）、及び／又はより広義には、エコシステム内の１
つ以上のロケーションに在るシステムにより行なうことができる。以下の説明では、当該
システムが例示的な例として使用される。
【０２３７】
　動作状態では、システムは、システム内のインターフェース機構を介して、環境に関連
するサービスに関するサービスリクエストをエンティティ（ユーザエンティティのような
）の電子デバイスから受信する（操作３０１０）。サービスリクエストは、サービスに基
づくシステムに関連する第３エンティティ（システムのプロバイダのような）に対する補
償、または第３エンティティに関する補償を含むことができることに留意されたい。
【０２３８】
　次に、システムは、サービスリクエストに応答して、環境監視デバイスを環境内に特定
し（操作３０１２）、環境監視デバイスは、環境内の環境状態を表わすセンサデータを供
給し、環境監視デバイスは、当該エンティティ及び／又は第３エンティティとは異なる第
２エンティティ（別のユーザエンティティ、サードパーティ所有者エンティティ、パート
ナーエンティティ、サービスプロバイダなどのような）に関連付けられる。サービスは、
センサデータの種類に関連付けることができ、環境監視デバイスは、センサデータの種類
に基づいて特定することができることに留意されたい。
【０２３９】
　また、システムは、インターフェース機構を介して、センサデータに関するデータリク
エストを環境監視デバイスに供給し（操作３０１４）、データリクエストに応答して、イ
ンターフェース機構を介して、センサデータを環境監視デバイスから受信する（操作３０
１６）。第２エンティティは、サービスプロバイダを含むことができ、データリクエスト
は、センサデータに基づく第２エンティティに対する補償（または、補償を規定する情報
）を含むことができることに留意されたい。別の構成として、第２エンティティは、第３
エンティティのパートナーを含むことができ、センサデータは、センサデータに基づく第
２エンティティに対する補償が行われることなく受信される。
【０２４０】
　更に、システムは、サービスをエンティティに環境状態に基づいて提供する（操作３０
２０）。幾つかの実施形態では、システムは任意であるが、センサデータを分析し（操作
３０１８）、サービスは、分析済みセンサデータに基づいて提供することができる。
【０２４１】
　例えば、システムは、指示を環境内のレギュレータデバイスに与えて環境状態を改修す
ることができ、レギュレータデバイスは、第２エンティティ、及び／又は当該エンティテ
ィ、第２エンティティ、及び第３エンティティとは異なる第４エンティティ（レギュレー
タエンティティのような）に関連付けられる。また、指示は、環境状態を改修するための
補償（または、補償を規定する情報）を含むことができる。詳細には、補償は、環境状態
をイベントごとに改修するための補償、及び／又は環境状態を少なくとも所定期間中に改
修するための補償とすることができる。従って、サービスは、１回限りで提供される可能
性がある。（より広義には、本説明では、補償は、毎月、年に２回、または年に１回のよ
うな所定の期間ごとに支払われる定額制の加入料金を含むことができ、この定額制の加入
料金を、所定数のインスタンスの環境状態の改修に、または非限定数のインスタンスの環
境状態の改修に充てることができる）。別の構成として、または更に、サービスは、時間
の関数として環境状態に基づいて選択的に提供することができる。
【０２４２】
　サービスを実施する際に、ソフトウェアを環境監視デバイスにダウンロードし、ソフト
ウェアが環境監視デバイスにより実行されると、ソフトウェアによりサービスが実施され



(83) JP 2017-532653 A 2017.11.2

10

20

30

40

50

、及び／又は離れた場所から環境監視デバイス内のソフトウェアモジュールを有効化し（
すなわち、当該ソフトウェアモジュールは環境監視デバイス内に既にインストールされて
いる）、ソフトウェアモジュールが環境監視デバイスにより実行されると、ソフトウェア
モジュールによりサービスが実施されることに留意されたい。このように、サービスでは
、異なるセンサ機能及び／又は異なるセンサデータ分析機能のような能力または機能を環
境監視デバイスに付与することができる。
【０２４３】
　幾つかの実施形態では、サービスは、環境内の物品、環境の一部、及び／又は環境に対
する保険を含む。
【０２４４】
　図３１は、方法３０００（図３０）が行なわれている間のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面を提示している。詳細には、システム３１１０内のネットワ
ーキングサブシステム３１１２は、環境に関連するサービス３１３０に関するサービスリ
クエスト３１１４を当該エンティティの電子デバイス３１１６から受信することができ、
ネットワーキングサブシステム３１１２は、サービスリクエスト３１１４を処理サブシス
テム３１１８に転送することができる。次に、処理サブシステム３１１８は、サービスリ
クエスト３１１４に応答して、環境監視デバイス３１２４を環境内に特定することができ
る。
【０２４５】
　また、処理サブシステム３１１８は、ネットワーキングサブシステム３１１２を介して
、センサデータ３１２４に関するデータリクエスト３１２２を環境監視デバイス３１２４
に供給することができる。それに応答して、環境監視デバイス３１２４は、センサデータ
３１２６を供給することができる。ネットワーキングサブシステム３１１２がセンサデー
タ３１２４を受信してセンサデータ３１２６を処理サブシステム３１１８に転送した後、
処理サブシステム３１１８は、サービス３１３０を環境状態に基づいて供給することがで
きる。幾つかの実施形態では、処理サブシステム３１１８はオプションであるが、サービ
ス３１３０を分析３１２８の結果に少なくとも部分的に基づいて供給する前に、分析３１
２８をセンサデータ３１２６に対して実行する。
【０２４６】
　図３２は、サービスを提供してセンサデータを外注することによりサービスを図１のエ
コシステム内で有効化する方法３２００を示すフロー図を提示しており、この方法３２０
０は、環境監視デバイス（図１の環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバ
イスのような）、コンピュータシステム（図１のコンピュータシステム群１２０のうちの
１つのコンピュータシステムのような）、及び／又はより広義には、エコシステム内の１
つ以上のロケーションに在るシステムにより行なうことができる。以下の説明では、当該
システムが例示的な例として使用される。
【０２４７】
　動作状態では、システムは、システム内のインターフェース機構を介して、環境内の環
境状態に基づくアラートのような環境に関連するアラート（環境内の電子デバイスからの
アラート、または環境の外部の電子デバイスからのアラートのような）を受信する（操作
３２１０）。次に、システムは、アラートに応答して、環境監視デバイスを環境内に特定
し（操作３２１２）、環境監視デバイスは、環境内の環境状態を表わすセンサデータを供
給し、環境監視デバイスは、システムに関連する第３エンティティ（システムのプロバイ
ダのような）とは異ならせることができる第２エンティティ（別のエンティティ、サード
パーティ所有者エンティティ、パートナーエンティティ、サービスプロバイダなどのよう
な）に関連付けられる。サービスは、センサデータの種類に関連付けることができ、環境
監視デバイスは、センサデータの種類に基づいて特定することができることに留意された
い。
【０２４８】
　また、システムは、インターフェース機構を介して、サービス提案を、環境に関連する
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エンティティの電子デバイス（ユーザエンティティの携帯電話のような）に対して提供し
（操作３２１４）、サービス提案は、環境状態に関連する情報（例えば、当該情報は、あ
る環境状態が発生していることを示唆することができる、またはサービス提案が受け入れ
られる場合、環境状態に関する情報が供給されることになることを示唆することができる
）を含み、当該エンティティは第２エンティティ及び第３エンティティとは異なっており
、インターフェース機構を介して、サービス提案に対する応答を電子デバイスから受信し
（操作３２１６）、応答によりサービスが許可される。応答は、サービスに基づく第３エ
ンティティに関する補償（または、補償を規定する情報）を含むことができることに留意
されたい。
【０２４９】
　更に、システムは、インターフェース機構を介して、センサデータに関するデータリク
エストを環境監視デバイスに供給し（操作３２１８）、データリクエストに応答して、イ
ンターフェース機構を介して、センサデータを環境監視デバイスから受信する（操作３２
２０）。第２エンティティはサービスプロバイダを含むことができ、データリクエストは
、センサデータに基づく第２エンティティに対する補償（または、補償を規定する情報）
を含むことができることに留意されたい。別の構成として、第２エンティティは、第３エ
ンティティのパートナーを含むことができ、センサデータは、センサデータに基づく第２
エンティティに対する補償が行われることなく受信される。
【０２５０】
　更に、システムは、サービスをエンティティに環境状態に基づいて提供する（操作３２
２４）。幾つかの実施形態では、システムは任意であるが、センサデータを分析し（操作
３２２２）、サービスは、分析済みセンサデータに基づいて提供することができる。
【０２５１】
　例えば、システムは、指示を環境内のレギュレータデバイスに与えて環境状態を改修す
ることができ、レギュレータデバイスは、第２エンティティ、及び／又は当該エンティテ
ィ、第２エンティティ、及び第３エンティティとは異なる第４エンティティ（レギュレー
タエンティティのような）に関連付けられる。また、指示は、環境状態を改修するための
補償（または、補償を規定する情報）を含むことができる。詳細には、補償は、環境状態
をイベントごとに改修するための補償、及び／又は環境状態を少なくとも所定期間中に改
修するための補償とすることができる。従って、サービスは、１回限りで提供される可能
性がある。別の構成として、または更に、サービスは、時間の関数として環境状態に基づ
いて選択的に提供することができる。
【０２５２】
　サービスを実施する際に、ソフトウェアを環境監視デバイスにダウンロードすることが
でき、ソフトウェアが環境監視デバイスにより実行されると、ソフトウェアによりサービ
スが実施され、及び／又は離れた場所から環境監視デバイス内のソフトウェアモジュール
を有効化し（すなわち、当該ソフトウェアモジュールは環境監視デバイス内に既にインス
トールされている）、ソフトウェアモジュールが環境監視デバイスにより実行されると、
ソフトウェアモジュールによりサービスが実施されることに留意されたい。このように、
サービスでは、異なるセンサ機能及び／又は異なるセンサデータ分析機能のような能力ま
たは機能を環境監視デバイスに付与することができる。
【０２５３】
　幾つかの実施形態では、サービスは、環境内の物品、環境の一部、及び／又は環境に対
する保険を含む。
【０２５４】
　図３３は、方法３２００（図３２）が行なわれている間のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面を提示している。詳細には、システム３３１０内のネットワ
ーキングサブシステム３３１２は、環境に関連するアラート３３１４を電子デバイス３３
１６から受信することができ、ネットワーキングサブシステム３３１２は、アラート３３
１４を処理サブシステム３３１８に転送することができる。次に、処理サブシステム３３
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１８は、アラート３３１４に応答して、環境監視デバイス３３２０を環境内に特定するこ
とができる。
【０２５５】
　また、処理サブシステム３３１８は、ネットワーキングサブシステム３３１２を介して
、サービス３３２４に関するサービス提案３３２２をエンティティの電子デバイス３３２
６に対して提供することができる。それに応答して、電子デバイス３３２６は、サービス
３３２４を許可する応答３３２８を供給することができる。
【０２５６】
　ネットワーキングサブシステム３３１２が応答３３２８を受信して応答３３２８を処理
サブシステム３３１８に転送した後、処理サブシステム３３１８は、センサデータに関す
るデータリクエスト３３３０を環境監視デバイス３３２０に供給することができる。それ
に応答して、環境監視デバイス３３２０は、センサデータ３３３２を供給することができ
る。更に、ネットワーキングサブシステム３３１２がセンサデータ３３３２を受信してセ
ンサデータ３３３２を処理サブシステム３３１８に転送した後、処理サブシステム３３１
８は、サービス３３２４を環境状態に基づいて供給することができる。幾つかの実施形態
では、処理サブシステム３３１８はオプションであるが、サービス３３２４を分析３３３
４の結果に少なくとも部分的に基づいて供給する前に、分析３３３４をセンサデータ３３
３２に対して実行する。
【０２５７】
　図３４は、サービス（動的保険のような）に関するサービス提案を図１のエコシステム
内で提供する方法３４００を示すフロー図を提示しており、この方法３４００は、環境監
視デバイス（図１の環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバイスのような
）、コンピュータシステム（図１のコンピュータシステム群１２０のうちの１つのコンピ
ュータシステムのような）、及び／又はより広義には、エコシステム内の１つ以上のロケ
ーションに在るシステムにより行なうことができる。以下の説明では、当該システムが例
示的な例として使用される。
【０２５８】
　動作状態では、システムは、システム内のインターフェース機構を介して、センサデー
タを環境内の環境監視デバイスから受信し（操作３４１０）、センサデータは、環境内の
環境状態を表わし、環境監視デバイスは、システムに関連する第３エンティティ（システ
ムのプロバイダのような）とは異なる第２エンティティ（別のユーザエンティティ、サー
ドパーティ所有者エンティティ、パートナーエンティティ、サービスプロバイダなどのよ
うな）に関連付けられる。システムは、補償を第２エンティティに対してセンサデータに
基づいて行なう（または、補償を規定する情報を供給する）ことができることに留意され
たい。
【０２５９】
　次に、システムは、センサデータを分析して（操作３４１２）、ある環境状態が所定期
間中に、これらの環境のうちの少なくとも１つの環境において発生する確率を導出するこ
とができ、エンティティ（ユーザエンティティのような）は、これらの環境のうちの少な
くとも１つの環境に関連付けられる。また、システムは、サービスの採算性に必要な環境
内のサービスの同一料金継続契約期間を、導出確率、及びサービスに関連する推定コスト
に基づいて計算する（操作３４１４）。
【０２６０】
　次に、システムは、インターフェース機構を介して、環境状態に関連するサービスに関
するサービス提案を、エンティティに関連する電子デバイスに対して提供し（操作３４１
６）、サービス提案は少なくとも、計算した同一料金継続契約期間に基づく料金及び継続
契約期間を含む。
【０２６１】
　更に、システムは、インターフェース機構を介して、サービス提案に対する応答を電子
デバイスから受信し（操作３４１８）、応答によりサービスが許可され、サービスをエン
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ティティに、環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デバイスからの次のセンサ
データに基づいて提供する（操作３４２０）。応答は、エンティティによる措置が採られ
ることなく受信されることに留意されたい（例えば、電子デバイスは、サービスを、１つ
以上の所定の基準に基づいて許可することができる）。更に、サービスは、環境状態に基
づいて選択的に提供される、例えばある環境状態が現われている、または発生している場
合に、若しくはある環境状態が発生していない場合に提供されることに留意されたい。幾
つかの実施形態では、センサデータは継続的に受信され、分析を動的に実行して同一料金
継続契約期間を更新する。
【０２６２】
　サービスを実施する際に、ソフトウェアを少なくとも１つの環境監視デバイスにダウン
ロードすることができ、ソフトウェアが少なくとも１つの環境監視デバイスにより実行さ
れると、ソフトウェアによりサービスが実施され、及び／又は離れた場所から少なくとも
１つの環境監視デバイス内のソフトウェアモジュールを有効化し（すなわち、当該ソフト
ウェアモジュールは環境監視デバイス内に既にインストールされている）、ソフトウェア
モジュールが少なくとも１つの環境監視デバイスにより実行されると、ソフトウェアモジ
ュールによりサービスが実施されることに留意されたい。このように、サービスでは、異
なるセンサ機能及び／又は異なるセンサデータ分析機能のような能力または機能を環境監
視デバイスに付与することができる。
【０２６３】
　幾つかの実施形態では、サービス提案は、計算した同一料金継続契約期間に基づく複数
ペアの料金及び継続契約期間を含む。これらの実施形態では、サービス提案に対する電子
デバイスによる応答により、複数ペアの料金及び継続契約期間のうちの１つのペアの料金
及び継続契約期間のサービスが許可される。
【０２６４】
　センサデータは、環境内の環境状態を表わす現在のセンサデータ、及びこれまでのセン
サデータを含むことができる。更に、サービスは、少なくとも１つの環境内の物品、少な
くとも１つの環境の一部、及び／又は少なくとも１つの環境に対する保険を含むことがで
きる。更に、継続契約期間は、ある環境状態が１回発生する期間、またはインスタンスが
所定回数発生する期間を含むことができる（例えば、１回、３回、５回、１０回、または
１００回発生する期間）。
【０２６５】
　また、システムは、任意であるが、インターフェース機構を介して、更に別のセンサデ
ータに関するデータリクエストを少なくとも、環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環
境監視デバイス、及び／又は少なくとも１つの環境内の１つ以上の更に別の環境監視デバ
イスに供給する（操作３４２２）ことができ、更に、任意であるが、データリクエストに
応答して、インターフェース機構を介して、更に別のセンサデータを受信する（操作３４
２４）ことができる。例えば、更に別のセンサデータにより、料金及び継続契約期間の個
別の検証を独立して行なう（従って、更に別のセンサデータは、センサデータと同じ種類
のセンサデータとするか、またはセンサデータとは異なる種類のセンサデータとすること
ができる）。システムは、料金及び／又は継続契約期間を更に別のセンサデータに基づい
て更新することができる。更に別のセンサデータは、センサデータのタイムスタンプより
も後の時刻のタイムスタンプに関連付けることができる、またはセンサデータのタイムス
タンプよりも後の時刻のタイムスタンプを有することができることに留意されたい。また
、サービスは、更に別のセンサデータに基づいて提供することができる、及び／又はシス
テムは、補償を更に別のセンサデータに基づいて行なうことができる（補償を規定する情
報を供給することができる）。
【０２６６】
　図３５は、方法３４００（図３４）が行なわれている間のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面を提示している。詳細には、システム３５１０内のネットワ
ーキングサブシステム３５１２は、センサデータ３５１４を環境内の環境監視デバイス３
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５１６から受信することができ、ネットワーキングサブシステム３５１２は、センサデー
タ３５１４を処理サブシステム３５１８に転送することができる。次に、処理サブシステ
ム３５１８は、センサデータ３５１４を分析して、ある環境状態が所定期間中にこれらの
環境のうちの少なくとも１つの環境内で発生する確率３５２０を導出することができる。
また、処理サブシステム３５１８は、サービス３５２４の採算性に必要な環境内のサービ
ス３５２４の同一料金継続契約期間３５２２を、確率３５２２、及びサービス３５２４に
関連する推定コストに基づいて計算することができる。
【０２６７】
　次に、処理サブシステム３５１８は、ネットワーキングサブシステム３５１２を介して
、サービス３５２４に関するサービス提案３５２６を、エンティティに関連する電子デバ
イス３５２８に対して提供することができ、サービス提案３５２６は少なくとも、計算し
た同一料金継続契約期間３５２２に基づく料金及び継続契約期間を含む。それに応答して
、電子デバイス３５２８は、応答３５３０をサービス提供者３５２６に供給してサービス
３５２４を許可することができる。ネットワーキングサブシステム３５１２が応答３５３
０を受信して応答３５３０をネットワーキングサブシステム３５１８に転送した後、処理
サブシステム３５１８は、サービス３５２４をエンティティに、環境監視デバイス群３５
１６のうちの１つ以上の環境監視デバイスからの次のセンサデータ３５３２に基づいて供
給することができる。
【０２６８】
　幾つかの実施形態では、処理サブシステム３５１８はオプションであるが、ネットワー
キングサブシステム３５１２を介して、更に別のセンサデータに関するデータリクエスト
３５３４を、環境監視デバイス群３５１６のうちの１つ以上の環境監視デバイスに供給す
ることができる。それに応答して、環境監視デバイス群３５１６のうちの１つ以上の環境
監視デバイスはオプションであるが、更に別のセンサデータ３５３６を供給することがで
きる。ネットワーキングサブシステム３５１２が更に別のセンサデータ３５３６を受信し
て、更に別のセンサデータ３５３６を処理サブシステム３５１８に転送した後、処理サブ
システム３５１８は、料金及び／又は継続契約期間を更に別のセンサデータ３５３６に基
づいて更新３５３８することができる。
【０２６９】
　図３６は、サービスを図１のエコシステム内で提供するコンポーネント群を組み合わせ
た複合体を特定する方法３６００を示すフロー図を提示しており、方法３６００は、環境
監視デバイス（図１の環境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバイスのよう
な）、コンピュータシステム（図１のコンピュータシステム群１２０のうちの１つのコン
ピュータシステムのような）、及び／又はより広義には、エコシステム内の１つ以上のロ
ケーションに在るシステムにより行なうことができる。以下の説明では、当該システムが
例示的な例として使用される。
【０２７０】
　動作状態では、システムは、第２エンティティの環境監視デバイス群のうちの少なくと
も１つの環境監視デバイスからのセンサデータ（または、少なくとも１つの環境監視デバ
イスから入手可能な所定種類のセンサデータ）であって、環境内の環境状態を表わすセン
サデータに基づいて、環境に関連するサービスを提供する複合体を特定し（操作３６１４
）、複合体は、エンティティ及び／又は第２エンティティの環境監視デバイス群のうちの
１つ以上の環境監視デバイスを含み、更に、パートナー電子デバイス及び／又はサービス
プロバイダのうちの１つ以上を含む。環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デ
バイスが環境内に含まれるようにしてもよく、パートナー電子デバイスが環境内に含まれ
るようにしてもよく、かつシステムに関連する第３エンティティ（システムのプロバイダ
のような）のパートナーまたはパートナーエンティティに関連付けるようにしてもよいこ
とに留意されたい。また、所定のパートナー電子デバイスはオプションであるが、第３エ
ンティティに代わって、少なくともモジュール及び／又はセンサを含むことができ（すな
わち、モジュールまたはセンサは、所定のパートナー電子デバイス内に予め設置されてい
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る）、サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサービス、
及び／又は緊急事態監視サービスを含むことができる。更に、環境監視デバイス群のうち
の１つ以上の環境監視デバイス、及びパートナー電子デバイス及びサービスプロバイダの
うちの１つ以上は、異なるエンティティに関連付けられるようにしてもよい。幾つかの実
施形態では、サービスは、センサデータの種類に関連付けられ、環境監視デバイス群のう
ちの１つ以上の環境監視デバイスは、センサデータの種類に基づいて特定することができ
る。例えば、サービスでは、ユーザが必要とする製品に関する有用な情報（ディスカウン
ト提案またはディスカウント広告のような）を供給することができ、センサデータにより
システムは、時間の関数として、ユーザのニーズ及びユーザの感情状態（ユーザがショッ
ピングまたは或る物の購入に興味を示す場合、またはショッピングまたは或る物の購入を
したいと考える場合、例えばユーザが幸福を感じる場合、ユーザが問題を解決したい衝動
にかられる場合などのような）を識別することができる。このように、環境状態は、ユー
ザの感情状態、ニーズ、及び／又はショッピング意図を含むことができる。
【０２７１】
　次に、システムは、システム内のインターフェース機構を介して、サービス内の複合体
及び機能を規定する設定情報を環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デバイス
、及びパートナー電子デバイス及び／又はサービスプロバイダのうちの１つ以上に送信す
る（操作３６１６）。設定情報は、複合体の間の相互関係を規定し、相互関係によってサ
ービスデータ階層を定義し、サービスデータ階層は、センサデータ、サービス内の下位サ
ービス、及びセンサデータ及び下位サービスに基づく複合体内の補償（補償を行なう方法
に関する命令を含む）の授受を規定することができる。
【０２７２】
　幾つかの実施形態では、システムは任意であるが、サービスに関するリクエストを環境
に関連するエンティティに関連する電子デバイスから受信し（操作３６１０）、当該エン
ティティは、第２エンティティ、第３エンティティ、パートナー、及びサービスプロバイ
ダとは異ならせることができ、複合体は、リクエストに基づいて特定することができる。
しかしながら、幾つかの実施形態では、複合体は、環境に関連するエンティティからリク
エストを受けることなく特定される。更に、複合体は、ある環境状態が発生する場合に、
及び／又はある環境状態が発生するリスクが閾値（１，５，１０，２５，または５０％）
を超える場合に特定することができる。更に、システムは任意であるが、インターフェー
ス機構を介して、ある環境状態が環境内で発生していることに関するアラートを受信する
（操作３６１２）ことができ、環境監視デバイス群のうちの１つ以上の環境監視デバイス
がアラートに基づいて特定される。
【０２７３】
　また、システムは任意であるが、サービスに関するサービス提案を、エンティティに関
連する電子デバイスに対して提供する（操作３６１８）ことができ、サービス提案に対す
る応答を電子デバイスから受信する（操作３６２０）ことができ、応答によりサービスが
許可され、複合体に通知してサービスを応答に基づいて提供させる（操作３６２２）こと
ができる。
【０２７４】
　更に、システムは任意であるが、是正措置を実施する（操作３６２４）ことができる。
例えば、システムは、１つ以上の改修を規定する改修情報を複合体に、環境監視デバイス
群のうちの１つ以上の環境監視デバイス、及び／又は環境内の更に別の環境監視デバイス
からの更に別のセンサデータに基づいて供給することができる。別の構成として、または
更に、システムは、サービスの１つ以上の改定を規定する改定情報を、環境監視デバイス
群のうちの１つ以上の環境監視デバイス、及び／又は環境内の更に別の環境監視デバイス
からの更に別のセンサデータに基づいて供給することができる。システムは、改修情報を
サービスの１つ以上の改定に基づいて供給することができることに留意されたい。このよ
うに、サービスが変わる場合、複合体を改修することができる。
【０２７５】
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　図３７は、方法３６００（図３６）が行なわれている間のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面を提示している。詳細には、システム３７１０内のネットワ
ーキングサブシステム３７１２は、センサデータ３７１４及び／又はアラート３７１６を
環境内の環境監視デバイス群３７１８のうちの１つ以上の環境監視デバイスから受信する
ことができる。また、ネットワーキングサブシステム３７１２は任意であるが、サービス
３７２２に関するリクエスト３７２０を、これらの環境のうちの１つの環境内のエンティ
ティに関連する電子デバイス３７２４から受信することができ、任意であるが、リクエス
ト３７２０を処理サブシステム３７２６に転送することができる。
【０２７６】
　次に、処理サブシステム３７２６は、センサデータ３７１４（または、センサデータ３
７１４の種類（複数種類））を分析して、環境に関連するサービスを提供する複合体３７
２８を特定することができる。
【０２７７】
　更に、処理サブシステム３７２６は、ネットワーキングサブシステム３７１２を介して
、サービス３７２２内の複合体３７２８及び機能を規定する設定情報３７３０を、環境監
視デバイス群３７１８のうちの１つ以上の環境監視デバイス、及びパートナーのパートナ
ー電子デバイス及び／又はサービスプロバイダのサービスプロバイダ電子デバイス３７３
４のうちの１つ以上の電子デバイスに送信することができる。
【０２７８】
　更に、処理サブシステム３７２６は任意であるが、ネットワーキングサブシステム３７
１２を介して、サービス３７２２に関するサービス提案３７３６を電子デバイス３７２４
に対して提供する（操作３６１８）ことができる。それに応答して、電子デバイス３７２
４は任意であるが、応答３７２８を供給してサービス３７２２を許可することができ、応
答３７２８は、ネットワーキングサブシステム３７１２により受信されて処理サブシステ
ム３７２６に転送される。次に、処理サブシステム３７２６は任意であるが、ネットワー
キングサブシステム３７１２を介して、通知３７４０を複合体３７２８に供給してサービ
ス３７２２を供給することができる。
【０２７９】
　ネットワーキングサブシステム３７１２により環境監視デバイス群３７１８のうちの１
つ以上の環境監視デバイス、及び／又はパートナー電子デバイス群３７３２のうちの１つ
以上のパートナー電子デバイスから受信されて処理サブシステム３７２６に転送される任
意の更に別のセンサデータ３７４２に基づいて、処理サブシステム３７２６は任意である
が、複合体３７２８に対する改修、及び／又はサービス３７２２の改定のような是正措置
３７４４を実施することができる。
【０２８０】
　図３８は、是正措置を、図１のエコシステム内の１つ以上の複合体における悪化センサ
データ及び／又は不正支払いに応答して実施する方法３８００を示すフロー図を提示して
おり、方法３８００は、環境監視デバイス（図１の環境監視デバイス群１１０のうちの１
つの環境監視デバイスのような）、コンピュータシステム（図１のコンピュータシステム
群１２０のうちの１つのコンピュータシステムのような）、及び／又はより広義には、エ
コシステム内の１つ以上のロケーションに在るシステムにより行なうことができる。以下
の説明では、当該システムが例示的な例として使用される。
【０２８１】
　動作状態では、システムは、サービスを環境内で提供する複合体内のコンポーネント群
の間で授受される入力及び出力を監視し（操作３８１０）、これらの環境は、環境監視デ
バイス（環境監視デバイスはユーザエンティティ及び／又は第２エンティティに関連する
）及びパートナー電子デバイス（パートナー電子デバイスは、システムのプロバイダのよ
うな、システムに関連する第３エンティティのパートナー及び／又はパートナーエンティ
ティに関連付けられる）を含む。所定の複合体内のコンポーネントは、環境監視デバイス
と、パートナー電子デバイス及び／又はサービスプロバイダのうちの１つ以上とのうち少
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なくとも一方を含むことに留意されたい。所定のパートナー電子デバイスは第３エンティ
ティに代わって、少なくともモジュール及び／又はセンサを含むことができる（すなわち
、モジュール及び／又はセンサは、所定のパートナー電子デバイス内に予め設置されてい
る）。また、サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売りサー
ビス、及び／又は緊急事態監視サービスを含むことができる。更に、所定の複合体内の所
定のコンポーネントの入力及び出力は、これらの環境のうちの１つ以上の環境内の１種類
以上の環境状態を表わすセンサデータ、サービス内の下位サービス、及び／又はセンサデ
ータ及び下位サービスに基づく所定の複合体内の補償（または、補償を規定する情報）を
含む。次に、システムは、任意であるが、監視対象の入力及び出力を格納し（操作３８１
２）、入力及び出力を、品質基準に基づいて、かつ複合体内でこれまでに授受された入力
及び出力に基づいて分析し（操作３８１４）、分析に基づいて、インスタンスを、不正セ
ンサデータ及び／又は不正利用補償の入力及び出力内に特定し（操作３８１６）、是正措
置を、特定したインスタンスに基づいて実施する（操作３８１８）。
【０２８２】
　分析（操作３８１４）では、監視対象の入力及び出力と、複合体の少なくとも部分集合
体のこれまでの入力及び出力を比較することができることに留意されたい。また、部分集
合体中の複合体は、一般的な種類のサービス、及び／又は一般的な種類のセンサデータを
有することができる。
【０２８３】
　また、品質基準は、複合体内の故障メカニズムの所定の特徴または事前に判断される特
徴、及び／又は複合体内のこれまでの不正行為の特徴を含むことができる。
【０２８４】
　更に、センサデータは、環境監視デバイス及び／又はパートナー電子デバイスのうちの
１つ以上のデバイスにより取得することができる。
【０２８５】
　更に、所定の複合体内の環境監視デバイスと、パートナー電子デバイス及びサービスプ
ロバイダのうちの１つ以上とのうち少なくとも一方が、異なるエンティティに関連付けら
れるようにしてもよい。
【０２８６】
　幾つかの実施形態では、システムは任意であるが、１つ以上の改修を規定する改修情報
を、これらの複合体のうちの１つ以上の複合体に、センサデータ及び／又は環境状態に基
づいて供給する。このようにして、これらの複合体は、環境状態が変化するとともに改修
することができる。
【０２８７】
　また、是正措置では、特定したインスタンスに関する通知を、被影響複合体に供給する
ことができる。別の構成として、または更に、是正措置では、改修を規定する改修情報を
、特定したインスタンスを含む被影響複合体に供給することができる。例えば、改修では
、特定したインスタンスのソースを被影響複合体から排除することができ、ソースは、環
境監視デバイス、パートナー電子デバイス、及び／又はサービスプロバイダのうちの１つ
を含んでもよい。是正措置では、ソースが次の複合体に含まれることを禁止することがで
きる。更に、改修では、被影響複合体内に特定されるインスタンスのソースを置き換える
ことができ、ソースを置き換えたものは、ソースとは異なる環境監視デバイス、パートナ
ー電子デバイス、及び／又はサービスプロバイダを含んでもよい。
【０２８８】
　幾つかの実施形態では、是正措置において、インスタンスを含む被影響複合体により提
供されるサービスの継続を中止する、及び／又はインスタンスを含む被影響複合体により
提供されるサービスのレベルを調整する（例えば、サービスを遅らせるか、または意図的
にサービスの質を落とすことができる、ノイズを信号ベースサービスに、または関連セン
サデータに意図的に含ませることができる、若しくはインスタンスのソースのデータ権限
を変更するか、または削除することができる）。別の構成として、または更に、是正措置



(91) JP 2017-532653 A 2017.11.2

10

20

30

40

50

では、不正センサデータを入力及び出力から削除することができる。更に、是正措置では
、入力及び出力の不正センサデータを修正後のセンサデータ（推定センサデータまたは外
挿センサデータ、不正センサデータに関して補正されたセンサデータ）に置き換えること
ができる。更に、是正措置は、メンテナンスを被影響複合体内に特定されるインスタンス
のソースに対して実施する命令を含むことができる。
【０２８９】
　図３９は、方法３８００（図３８）が行なわれている間のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面を提示している。詳細には、システム３９１０内のネットワ
ーキングサブシステム３９１２は、サービスを環境内で提供する複合体内のコンポーネン
ト群３９１６の間で授受される、及び／又はコンポーネント群３９１６との間で授受され
る入力及び出力３９１４を監視することができる。所定の複合体内のコンポーネントは、
環境監視デバイスと、パートナー電子デバイス及び／又はサービスプロバイダのうちの１
つ以上とのうち少なくとも一方を含むことができることに留意されたい。また、所定の複
合体内の所定のコンポーネントの入力及び出力３９１４は、これらの環境のうちの１つ以
上の環境内の１種類以上の環境状態を表わすセンサデータ、サービス内の下位サービス、
及び／又はセンサデータ及び下位サービスに基づく所定の複合体内の補償を含む。
【０２９０】
　次に、ネットワーキングサブシステム３９１４はオプションであるが、入力及び出力３
９１４をメモリサブシステム３９１８に格納することができる（例えば、将来使用するた
めに）。更に、処理サブシステム３９２０は、メモリサブシステム３９１８内の入力及び
出力３９１４にアクセスすることができる、及び／又は入力及び出力３９１４をネットワ
ーキングサブシステム３９１２から受信することができ、処理サブシステム３９２０は、
分析３９２２を入力及び出力３９１４に対して、品質基準に基づいて、かつ複合体３９１
６内でこれまでに授受された入力及び出力に基づいて実行することができる。次に、処理
サブシステム３９２０は、分析３９２２に基づいてインスタンス３９２４を、不正センサ
データ及び／又は不正利用補償の入力及び出力３９１４内に特定することができ、処理サ
ブシステム３９２０は、是正措置３９２６をインスタンス３９２４に基づいて実施するこ
とができる。
【０２９１】
　幾つかの実施形態では、処理サブシステム３９２０はオプションであるが、ネットワー
キングサブシステム３９１２を介して、１つ以上の改修を規定する改修情報３９２８を、
これらの複合体のうちの１つ以上の複合体内のコンポーネント３９１６に、センサデータ
及び／又は環境状態に基づいて供給する。
【０２９２】
　図４０は、図１のエコシステム内の複合体内で授受される入力及び出力を分析する方法
４０００を示すフロー図を提示しており、方法４０００は、環境監視デバイス（図１の環
境監視デバイス群１１０のうちの１つの環境監視デバイスのような）、コンピュータシス
テム（図１のコンピュータシステム群１２０のうちの１つのコンピュータシステムのよう
な）、及び／又はより広義には、エコシステム内の１つ以上のロケーションに在るシステ
ムにより行なうことができる。以下の説明では、当該システムが例示的な例として使用さ
れる。
【０２９３】
　動作状態では、システムは、サービスを環境内で提供する複合体内のコンポーネント群
の間で授受される入力及び出力を監視し（操作４０１０）、これらの環境は、環境監視デ
バイス（環境監視デバイスは、ユーザエンティティ及び／又は第２エンティティに関連付
けられる）及びパートナー電子デバイス（パートナー電子デバイスは、システムのプロバ
イダのような、システムに関連する第３エンティティのパートナーまたはパートナーエン
ティティに関連付けられる）を含む。所定の複合体内のコンポーネントは、環境監視デバ
イスと、パートナー電子デバイス及び／又はサービスプロバイダのうちの１つ以上とのう
ち少なくとも一方を含むことに留意されたい。所定のパートナー電子デバイスは第３エン
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ティティに代わって、少なくともモジュール及び／又はセンサを含むことができる（すな
わち、モジュール及び／又はセンサは、所定のパートナー電子デバイス内に予め設置され
ている）。また、サービスプロバイダは、メンテナンスサービス、設置サービス、小売り
サービス、及び／又は緊急事態監視サービスを含む。更に、所定の複合体内の所定のコン
ポーネントの入力及び出力は、これらの環境のうちの１つ以上の環境内の１種類以上の環
境状態を表わすセンサデータ、サービス内の下位サービス、及び／又はセンサデータ及び
下位サービスに基づく所定の複合体内の補償（または、補償を規定する情報）を含む。次
に、システムは任意であるが、監視対象の入力及び出力を格納する（操作４０１２）。次
に、システムは、入力及び出力を分析して（操作４０１４）、センサデータパターン、提
案サービス、及び／又はサービス時及び提案サービス時の提案センサデータ外注を判断す
ることができる。
【０２９４】
　分析（操作４０１４）では、監視対象の入力及び出力と、複合体の少なくとも部分集合
体のこれまでの入力及び出力を比較することができることに留意されたい。また、部分集
合体中の複合体は、一般的な種類のサービス、及び／又は一般的な種類のセンサデータを
有することができる。
【０２９５】
　また、システムは、複合体及びサービスを規定する情報を格納することができる。
【０２９６】
　更に、センサデータは、環境監視デバイス及び／又はパートナー電子デバイスのうちの
１つ以上のデバイスにより取得することができる。
【０２９７】
　更に、少なくとも、所定の複合体内の環境監視デバイスと、パートナー電子デバイス及
びサービスプロバイダのうちの１つ以上とのうち少なくとも一方が、異なるエンティティ
に関連付けられるようにしてもよい。データ権限に基づいて、異なるエンティティのうち
の少なくとも幾つかのエンティティは、異なるアクセス権限を入力及び出力に対して、か
つ分析に対して有することができることに留意されたい。
【０２９８】
　幾つかの実施形態では、システムは任意であるが、１つ以上の改修を規定する改修情報
を、これらの複合体のうちの１つ以上の複合体に分析に基づいて供給する（操作４０１６
）、及び／又は通知を分析に基づいて供給する（操作４０１６）。このようにして、これ
らの複合体は、特定される機会に基づいて改修するか、または適合させることができる。
【０２９９】
　分析（操作４０１４）により、購入パターン、推奨製品機能、推奨小売棚卸、サービス
及び提案サービスの推奨料金、及び／又はサービス及び提案サービスの推奨継続契約期間
を判断することができることに留意されたい。
【０３００】
　更に、システムは任意であるが、サービスに関するリクエストを、例えばユーザエンテ
ィティの電子デバイスから受信する（操作４０１８）ことができ、複合体、及び複合体内
のコンポーネントの機能を規定する設定情報を供給する（操作４０２０）ことができる。
これらの複合体のうちの少なくとも幾つかの複合体はサービスを、これらの環境の少なく
とも部分集合体内で、これらの環境の少なくとも部分集合体の居住者による措置が採られ
ることなく提供することができる（例えば、リクエストは、サードパーティにより供給さ
れる）ことに留意されたい。例えば、これらの複合体のうちの少なくとも幾つかの複合体
に対するサービスに関するリクエストは、政府機関、保険プロバイダ、及び／又はこれら
の環境の少なくとも部分集合体の所有者に関連付けることができる。
【０３０１】
　図４１は、方法４０００（図４０）が行なわれている間のエコシステム内のコンポーネ
ント群の間の通信を示す図面を提示している。詳細には、システム４１１０内のネットワ
ーキングサブシステム４１１２は、サービスを環境内で提供する複合体内のコンポーネン
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ト群４１１６の間で授受される、及び／又はコンポーネント群４１１６との間で授受され
る入力及び出力４１１４を監視することができる。所定の複合体内のコンポーネントは、
環境監視デバイスと、パートナー電子デバイス及び／又はサービスプロバイダのうちの１
つ以上とのうち少なくとも一方を含むことができることに留意されたい。また、所定の複
合体内の所定のコンポーネントの入力及び出力４１１４は、これらの環境のうちの１つ以
上の環境内の１種類以上の環境状態を表わすセンサデータ、サービス内の下位サービス、
及び／又はセンサデータ及び下位サービスに基づく所定の複合体内の補償を含む。
【０３０２】
　次に、ネットワーキングサブシステム４１１２はオプションであるが、入力及び出力４
１１４をメモリサブシステム４１１８に格納することができる。更に、処理サブシステム
４１２０は、メモリサブシステム４１１８内の入力及び出力４１１４にアクセスすること
ができる、及び／又は入力及び出力４１１４をネットワーキングサブシステム４１１２か
ら受信することができ、処理サブシステム４１２０は、分析４１２２を入力及び出力４１
１４に対して実行することにより分析結果、例えば、センサデータパターン、提案サービ
ス、及び／又はサービス時及び提案サービス時の提案センサデータ外注を判断することが
できる。
【０３０３】
　更に、処理サブシステム４１２０はオプションであるが、ネットワーキングサブシステ
ム４１１２を介して、１つ以上の改修を規定する改修情報４１２４を、これらの複合体の
うちの１つ以上の複合体内のコンポーネント４１１６に供給することができる、及び／又
は通知４１２６を分析４１２２に基づいて供給することができる。
【０３０４】
　幾つかの実施形態では、ネットワーキングサブシステム４１１２はオプションであるが
、１つ以上のコンポーネント４１１６から、１種類以上のサービスに関する１つ以上のリ
クエスト４１２８を受信することができ、ネットワーキングサブシステム４１１２はオプ
ションであるが、１つ以上のリクエスト４１２８を処理サブシステム４１２０に転送する
ことができる。それに応答して、処理サブシステム４１２０はオプションであるが、ネッ
トワーキングサブシステム４１１２を介して、複合体、及び複合体内のコンポーネント４
１１６の機能を規定する設定情報４１３０を供給することができるので、コンポーネント
４１１６は、リクエストされた１種類以上のサービスを提供することができる。
【０３０５】
　これまでに説明してきたこれらの方法のうちの１つ以上の方法の幾つかの実施形態では
、操作を追加することができる、または操作をより少なくすることができる。更に、これ
らの操作の順序は変えることができる、及び／又は２つ以上の操作を組み合わせて単一の
操作とすることができる。更に、これまでに説明してきた実施形態のうちの幾つかの実施
形態では、コンポーネントをより少なくする、コンポーネントをより多くする、コンポー
ネントの位置を変える、及び／又は２つ以上のコンポーネントを組み合わせる。
【０３０６】
　これまでの説明では、‘ｓｏｍｅ　ｅｍｂｏｄｉｍｅｎｔｓ（幾つかの実施形態）’に
ついて言及している。‘ｓｏｍｅ　ｅｍｂｏｄｉｍｅｎｔｓ（幾つかの実施形態）’は、
考えられる実施形態の一部または全部を記載しているが、必ずしも、これらの実施形態の
同じ部分を表わしている訳ではないことに留意されたい。
【０３０７】
　これまでの説明は、この技術分野の当業者であれば誰でも、本開示を作製して使用する
ことができるように意図され、特定の用途、及び用途の要求を背景に提示されている。ま
た、本開示の実施形態についてのこれまでの説明は、例示及び記載のためにのみ提示され
ている。これらの説明は、全てを網羅するものではなく、または本開示を開示される形態
に限定するものではない。従って、多くの変形及び変更が存在することはこの技術分野の
当業者には明らかであり、本明細書において定義される一般原理は、他の実施形態及び用
途に、本開示の趣旨及び範囲から逸脱しない限り適用することができる。更に、これまで
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に出てきた実施形態についての説明は、本開示を限定するものではない。従って、本開示
は、例示されるこれらの実施形態に限定されるものではなく、本明細書において開示され
る原理及び特徴と一致する最も広い範囲であると見なされるべきである。
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【図２３】
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【図３０】 【図３１】
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【図３４】 【図３５】
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【図３６】 【図３７】

【図３８】 【図３９】
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【図４０】 【図４１】
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